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企業は、社会の一員です。企業が社会から愛さ

れ、成長と発展を望まれるためには、社会の持

続的な発展に貢献することが前提条件になり

ます。リコーグループは、「環境」「社会」「経済」

のすべての視点から見て、優れた活動を行う

とともに、活動に関する情報を適切に開示す

ることが重要であると認識しています。リコー

グループは、「環境」「社会」「経済」の3分野の報

告書で、情報を開示しています。当報告書は、

リコーグループの「環境経営」に関する情報を

開示し、関係者（ステークホルダー）の皆様と

コミュニケーションを図り、環境経営の改善に

役立てることにより、持続可能な社会づくり

に貢献することを目的に発行しています。

環境経営報告書

・環境経営の考え方
・製品に関する取り組み
・事業活動に関する取り組み
・環境経営の基盤
・環境コミュニケーション/
  生物多様性保全

社会から愛され、成長と発展を望まれる企業を目指し、
その活動を「環境」「社会」「経済」の3つの報告書で開示します。
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環 境

社 会

経 済

・経営方針
・経営成績 
・財政状態 

 アニュアルレポート  社会的責任経営報告書

・CSR の考え方 
・誠実な企業活動
・環境との調和
・人間尊重
・社会との調和

● 報告書の構成変更について
2008年度に開始した環境行動計画( ～2010年度)の体系

にあわせ､2009年版より製品ライフサイクルから見たステー

ジごとの構成に変更しました｡これにより、「原材料・部品調

達」「非生産」「お客様」「物流・輸送」の各項が新設され、ライフ

サイクル全体にわたるリコーグループの活動をより詳しく

紹介できるようになりました。

● 報告書の印刷見合わせについて
環境経営報告書2009では、印刷冊子版を発行せず、PDF版

のみの発行となりました。リコーグループ全体で、可能な限り

経費を切り詰めた結果です｡しかし、これは単なる一時の緊急

避難ではなく、WEB（PDF、HTML）と紙（冊子）などの複数の

媒体を有効に組み合わせた新たな環境コミュニケーションを

創造する道の始まりと位置づけています。

■ 表紙の写真：ジャイアントパンダ

中国北部から南部にかけての山岳林に生息するクマ科の動物（身長：120～190cm ／

体重：85～120kg）。現在の個体数はおよそ1,600頭で、絶滅が危惧されている。

リコーは2001年から2007年にかけて、中国・四川省の生息域回復プロジェクト

に参画。

・環境経営情報 

  http://www.ricoh.co.jp/ecology/

・社会的責任経営情報 

  http://www.ricoh.co.jp/csr/

・IR(株主・投資家向け)情報 

  http://www.ricoh.co.jp/IR/

・社会貢献情報 

  http://www.ricoh.co.jp/kouken/

・情報セキュリティ情報

  http://www.ricoh.co.jp/about/security/

■ 関連する企業情報の掲載サイト

■ 報告書ガイドラインについて
当報告書の編集にあたり、GRI「サステナビリティ・レポーティング・

ガイドライン第3版（G3）」、同「生物多様性参考文書」、環境省「環

境報告ガイドライン2007年版」を参考に開示項目の過不足チェッ

クを行い、可能な限りの開示を行いました。
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世界一の環境経営を目指して
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社会に対するコミットメントと社外からの評価

環境経営の全体像

編集方針

  特集／環境経営の環を拡げる

パートナーシップで築く持続可能な社会

資源循環型社会に向けたものづくり改革

  環境経営の考え方

私たちの目指す姿(Three Ps Balance)

持続可能な社会実現のためのコンセプト(コメットサークル)

2050年長期環境ビジョンに基づく中長期環境負荷削減目標の設定

2010年度までの環境行動計画と2008年度の成果

  製品に関する取り組み

製品開発の考え方と環境技術開発
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省資源・リサイクル

汚染予防
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  事業活動に関する取り組み

生産　省エネルギー・温暖化防止

生産　省資源・リサイクル

生産　汚染予防

非生産

お客様

物流・輸送

  環境経営の基盤

環境マネジメントシステム

環境経営情報システム

環境経営評価手法

　エコバランス（環境負荷の把握と目標設定）

　コーポレート環境会計

環境教育・啓発

環境コミュニケーション

生物多様性保全（事業活動との関わり）

　　　　　　 　（環境社会貢献）

資 料
報告期間・報告範囲

創業の精神・環境綱領・経営理念・環境報告原則
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報告組織の概要

株式会社リコーは、1936年2月6日に日本で設立されました。リコーグ

ループは、株式会社リコーおよび子会社302社、関連会社9社で構成＊

されており、世界5極（日本、米州、欧州、中国、アジア・パシフィック）にお

いて、複写機やプリンターなどの事務機器を中心に、製品の開発・生産・

販売・サービス・リサイクルなどの事業を展開しています。全世界での

従業員数は、約108,500人です。

リコー本社事業所
〒104-8222　東京都中央区銀座8 -13-1 リコービル
代表電話：03- 6278 -2111
ホームページアドレス　 http://www.ricoh.co.jp

主な事業内容

●画像ソリューション
デジタル複写機、カラー複写機、アナログ複写機、印刷機、ファクシミリ、

ジアゾ複写機、スキャナ、MFP（マルチファンクションプリンター）、

プリンターなどの機器および関連消耗品・サービス・関連ソフトなど

●ネットワークシステムソリューション
パーソナルコンピューター、サーバー、ネットワーク機器、ネットワーク

関連ソフト、アプリケーションソフトおよびサービス・サポートなど

サーマルメディア、光学機器、半導体、電装ユニット、計量器など

デジタルカメラなど

リコーグループは、RICOHおよび下記の各ブランドのもとで、

製品・サービスを提供しています。

＊ 関係会社の範囲は米国会計基準に拠っていますが、日本の会計基準における関係会社の範囲との
　 差異は僅かです。

画像＆ソリューション分野

産業分野

その他分野

リコーグループの主なブランド

R

■ imagio MF 7070RCの製品省エネ法不遵守についてのご報告
2008年12月、経済産業省より、再生複写機imagio MF 7070RC（2004 年1月から

2007年1月まで販売）のエネルギー消費効率が、省エネ法基準を満たしていないとの

指摘を受けました。これは、再生機についての省エネ目標値の基準年度（新造機の発売

時点の基準ではなく、再生機としての発売時点の基準が適用される）に対する認識の不

徹底が原因であり、誠に遺憾と認識しております。今後は、開発から販売終了期間まで

の各基準値の遵守プロセスの改善を図るとともに、基準値以上の省エネ性能を実現す

る商品の開発に注力してまいります。
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大量生産・大量消費の社会モデルから脱却し、

新しいビジネスモデルの確立へ

気候変動による被害が世界各地で多発し、地球環境問題

は人間社会に大きな危機をもたらしています。また、市場

では、天然資源の枯渇や価格の変動、欧州などでの環境

規制の厳格化などがビジネスの動向に大きな影響を与え

ています。このような私たちを取り巻く環境の劇的な変

化は、これまでの社会や経済のあり方そのものを問うて

います。私たちは、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社

会から脱却し、新しい価値観とルールに基づいた社会へ

と変革を遂げていく必要があります。オフィスの皆様に

複写機やプリンターなどの画像機器とソリューションを

提供するリコーグループのビジネスも、今まさに転換期を

迎えています。資源やエネルギーを大量に使い、物を大量

に販売する従来のビジネスモデルは、もはや持続可能で

はありません。製品のリサイクルや、同じ製品をお使いい

ただきながらソフトウエアをバージョンアップするだけ

で常に最新の機能をご利用いただけるような、新たなビ

ジネスモデルの構築に、私たちの進むべき道があると確

信しています｡

環境負荷削減と生物多様性保全の両輪で

地球環境問題への取り組みを強化

リコーグループは、環境保全と利益創出を同時に実現す

る「環境経営」を掲げ、積極的な環境負荷削減活動に取

り組んできました。2005年には、より長期的な視点に

たって環境活動を展開するため、2050年までに先進国

は環境負荷を総量で1/8に減らす必要があるという認識

を「2050年長期環境ビジョン」として表明し、それを実

現するために今やるべきことを3年単位の環境行動計

画に盛り込んで活動してきました。そして、2009年3月、

このビジョンに向けた具体的なステップを明らかにした

「中長期環境負荷削減目標」を新たに策定しました｡ これ

は2020年と2050年を照準年として、省エネ・温暖化防

止に省資源・リサイクル、汚染予防を加え、世界で初めて

3分野での環境負荷削減の数値目標を示したものです。

これにより、2050年への道のりを見据えたより実効性

の高い活動を展開していきます。また、地球環境の保全

では、環境に与えるダメージを減らす一方で、地球環境の

再生能力の維持・回復を助けることも重要です。リコー

グループは、2009年3月、「リコーグループ生物多様性方

針」を策定し、事業活動において生物多様性に配慮する

具体的な方針を明らかにしました。これまでの、森林生態

系の保全に配慮した紙の調達や世界各地における生物

多様性保全プロジェクトの取り組みに加えて、サプライ

チェーン上流を含む事業活動全体が生物多様性に与える

影響について把握に努め、負荷削減活動に取り組んでい

きます。

不況の中でこそ、環境経営を強化、加速し

企業価値の向上の原動力に

リコーグループは、2008年度から経営計画の重点戦略の

ひとつに、「環境経営のさらなる強化、加速」を掲げました。

そのうえで、より具体的に活動を加速するため、「中長期

環境負荷削減目標」において、ライフサイクルでのCO2

排出の削減、資源枯渇の動向を視野に置いた省資源化の

推進、ならびに環境リスクを極小化するための化学物質

管理・削減などを3分野のターゲットに定めました｡ その

実現のため、製品の使用電力削減などの環境性能を向上

し、その性能をより使いやすいものにする技術、および生

産などにおけるエネルギー消費を少なくするプロセス革

新技術の開発に取り組みます。また、製品の小型・長寿命

世界一の環境経営を目指して

地球環境が危機的な状況にある今、
持続可能な循環型社会に向けた変革の一翼を担っていきます。
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革新的な環境技術開発で

「環境産業革命」の担い手の一員として、

持続可能な社会の実現に挑戦

激動する21世紀の社会・経済を新たな価値へと導くもの

は、私たち産業界が行う「環境技術開発」であり、それに

よって導かれるものは産業革命にも匹敵するレベルの変

革です。リコーグループは、自ら掲げた環境目標を達成す

るとともに、「環境産業革命」に備え、変革に貢献する担い

手の一員として、地球環境と私たちの社会・経済がともに

繁栄する持続可能な社会に向け、たゆみない挑戦をして

いきます。しかしそれは、私たちだけの努力で実現できる

ものではありません。リコーグループは、今後も、お客様、

仕入先企業、株主・投資家、NGO/NPOや市民など、世界

中のステークホルダーの皆様と力をあわせて持続可能

な社会の実現に貢献し、地球環境とともに成長し続ける

企業を目指します。

化、リユース･リサイクルの徹底など再生資源の積極的な

利用によって、新たに地球環境から採取する鉱物・化石

資源量を抑制したものづくりを行います。さらに、枯渇リ

スクの高い主要材料の削減・代替に加え、製品に使用さ

れる化学物質の地球環境と人体への影響を含めたリス

ク管理を行い、リスクの大きい化学物質の削減、代替も

進めていきます。現在、世界経済は100年に一度とも言わ

れる不況に突入し、容易には出口が見えない状況にあり

ますが、経済危機はこれまでもいくつものビジネスチャン

スをもたらしてきました。リコーグループは、この不況の

中でこそ、長年にわたって築き上げてきた環境経営のさ

らなる強化を信念をもって推し進め、企業価値の向上を

図っていきます。

代表取締役 社長執行役員
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2008年度の「環境負荷削減」「経済価値の創出」の実績、
および環境経営のレベルを示す「環境経営指標」の推移について報告します。

2008年度の業績と今後の見込み

2008年度のリコーグループの連結売上高は2兆916億円

と前期比5.8％の減少となりました。画像＆ソリューション

分野では、販売体制の強化やプリンター事業拡大などによ

り､プリンターの売上が増加しましたが､分野全体では景

気の後退や円高などの影響を大きく受け、産業分野および

その他分野においても、売上が低調に推移したことにより、

画像＆ソリューション分野、産業分野、その他分野それぞれ

において前期に比べ減収となりました。以上の結果、営業利

益は前期に比べ58.9％減少し745億円となりました。今後

の業績目標としては、2010年度に売上高2兆3,000億円、

営業利益1,700億円を目指します。

※ 業績に関する詳細は、「リコーグループIR・財務情報」ホームページをご覧下さい。
　 （http://www.ricoh.co.jp/IR/）

環境負荷の削減状況

リコーグループでは、主要な先進国向けの事業による環境

負荷（統合環境影響）＊を2010年度に2000年度比20%

削減するという目標を設定して活動しています。

2008年度の統合環境影響は、前年と比較して横這いとな

りました。減少要因としては、環境行動計画の進捗による

環境影響削減効果に加え、世界的な不況の影響も大きく、

調達、生産のステージでは環境影響が減少しました。一方

で増加要因としては、お客様の使用ステージで画像機器製

品の過去5年間の累積販売台数について評価を行い、市場

での製品稼働台数の増加にともなって消費電力や紙の使

用量が増加するという結果となりました。これに対して、

2008年度からスタートした環境行動計画では、従来の資

源循環量拡大の取り組みや環境技術開発の強化に加え、お

客様先での省エネ機能、両面コピー機能の利用率の向上を

重点課題として取り組みを進めております。
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2008年度 環境経営の概況

リコーグループの環境経営指標の推移
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リコーグループの環境経営指標（2008年度） 結　果 算出式

環境収益率（REP : Ratio of Eco Profit） 経済効果総額（358.2）／環境保全コスト総額（172.6）2.08

環境効果率（REE : Ratio of Eco Ef fect） ｛経済効果総額（358.2）＋社会コスト削減額（3.0＋26.0）｝／環境保全コスト総額（172.6）2.25

環境負荷利益指数（Eco Index） 売上総利益（8,543）／環境負荷総量（343,806）×1052,484.8

社会コスト利益率（RPS : Ratio of Profit to Social cost） 売上総利益（8,543）／社会コスト総額（53.4）160.1

※ 金額単位は（億円）。

※ 金額単位は（億円）。

ライフサイクル全体で見た環境経営指標（2008年度） 結　果 算出式

環境収益率（REP : Ratio of Eco Profit） 経済効果総額（358,2）／環境保全コスト総額（172.6）2.08

環境効果率（REE : Ratio of Eco Ef fect） ｛経済効果総額（358.2）＋社会コスト削減額（－153.7＋26.0）｝／環境保全コスト総額（172.6）1.33

環境負荷利益指数（Eco Index） 売上総利益（8,543）／環境負荷総量（19,380,325）×10544.1

社会コスト利益率（RPS : Ratio of Profit to Social cost） 売上総利益（8,543）／社会コスト総額（3,008.6）2.8

環境会計のレビュー

環境会計は、環境保全活動にかかった費用とそれにより

得られた効果を対比するものです。

環境会計で示しているコストや経済効果は、リコーグルー

プの環境負荷だけでなく、ライフサイクル全体の環境負荷

削減につながるような活動の結果であることから、環境保

全効果や環境負荷についても、リコーグループだけでなく、

事業活動の上流･下流を含めたライフサイクル全体の環境

負荷を示すことで、環境保全活動にかかったコストや経済

効果とライフサイクル全体で見た環境保全効果･環境負荷

を対比できるようにしています。

まずリコーグループ全体の傾向を見ると、国内外の景気の

悪化や円高などの影響を受け、売上総利益と環境負荷総量

の比である「環境負荷利益指数」は2007年度に比べ低下

しました（グラフ②参照）。

また環境保全活動の費用対効果の効率を示す「環境収益

率」や、社会コスト削減額を考慮した「環境効果率」も、国内

外での景気変動の影響等により、経済効果が減少した

ことから、2007年度に比べやや低下しました （グラフ

①参照）。

2008 年度のコーポレート環境会計＊のコストを項目別に

見ると、2007年度に比べて、リサイクルに関わる上下流コ

ストの環境費用が減少した一方で、製品環境性能向上な

どの将来の環境負荷削減に向けた研究・開発に関わる環

境投資と環境費用が増加しました。

経済効果については、世界的な不況の影響による生産量の

減少やリサイクル製品の販売減により、やや減少しました。

今後はリコーグループ内だけでなく、ライフサイクル全体

の省エネルギー・省資源･汚染予防に取り組み、より一層

の環境負荷低減と効率化を図り、環境経営の実現に向けた

取り組みを進めていきます。

※ 新たな環境行動計画の開始にともない、適用する原材料製造、燃料利用などの原単位を2008 年度から更新しました。また、新たな知見に基づき、評価方法の変更を行いました。
　 これらに合わせて、左ページのグラフ中の過年度の数値をさかのぼって修正しています。

＊：61ページ
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■これまでの社外からのおもな評価

第12回 地球環境大賞　大賞受賞

アジアの企業として初めてWEC (World Environment Center ) ゴールドメダル受賞

日本経済新聞社 第8回 「環境経営度調査」第1位（4回目）

独エコム社「企業の社会的責任格付」で世界第１位（IT産業部門）

第5回 日本環境経営大賞　環境経営パール大賞（最高賞）受賞

J.D. パワー アジア・パシフィックによる日本の顧客満足度調査5部門で１位（カラー＆モノクロ複写機/複合機、カラー＆モノクロレーザー
プリンター、ソリューションプロバイダー〈導入・構築〉）

米イノベスト・ストラテジック・バリュー・アドバイザーズ社による「社会・環境格付」で最高ランクAAAの評価

2003年 4月

2003年 5月

2004年12月

2005年 7月

2007年 7月

2007年12月

2008年 1月

社会に対する
コミットメント

社外からの
評価

■「ビジネスと生物多様性に関するイニシアティブ」のリーダーシップ宣言
リコーは、2008年5月にドイツで開かれた生物多様性条約第9回締約国会議で「ビジネスと生物多様性に関
するイニシアティブ」＊1のリーダーシップ宣言に署名し、事業活動が生物多様性に与える影響を把握し、その保
全に努めることを約束しました。　＊1 http://www.business-and-biodiversity.de/en/homepage.html（英語）

■ 国連グローバル・コンパクト
リコーは2002年4月、国連グローバル・コンパクト（GC）＊2に日本企業として2番目に署名しました。また
2007年6月にはGCの「気候に配慮するビジネスリーダー綱領」＊3に賛同し、署名しています。

■ポズナニ宣言
2008年12月、ポーランド・ポズナニで開かれた「気候変動枠組条約第14回締約国会議」の会場で発表され
た声明＊4に賛同を表明しました。リコーグループは、この声明の「気候変動に対して積極的に取り組む人間社
会全体の仕組み構築を促進すべき」との考えに賛同しました。日本企業の表明は当社のみです。
＊4 http://www.poznancommunique.com/（英語）

■ 企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）
2008年4月1日、生物多様性の保全を目指して積極的に行動する企業の集まりである「企業と生物多様性
イニシアティブ」（JBIB）＊5が発足しました。リコーは、発起人企業の一員として、設立当初から参加しています。

■ 世界で最も持続可能な100社に選出
2009年1月、リコーは､カナダ・コーポレートナイツ社が、米国イノベスト・バリュー・ストラテジック・アド
バイザーズ社の調査分析データをもとに評価する｢Global 100：世界で最も持続可能な100 社｣＊6 に5
年連続で選出されました。　＊6 http://www.global100.org/（英語）

■トーマツ「環境格付け」で最高ランクのAAA 評価
2008年11月、トーマツ審査評価機構による環境格付けにおいて、リコーは、4年連続で最高ランクAAAに評
価されました。

＊2 1999年1月にコフィー・アナン国連事務総長（当時）が提唱。人権、労働、環境、腐敗防止の4分野にわたる10の原則から構成される。
　　（http://www.unic.or.jp/globalcomp/organiz.htm）
＊3 http://www.unglobalcompact.org/Issues/Environment/Climate_Change/index.html（英語）

＊5　　　  　　http://www.jbib.org/70ページ

社会に対するコミットメントと社外からの評価

SRIインデックスへの組み入れ
日本においてリコー株式は多くのエコファンド、SRIファンドに組み入れられ､運用されており､モーニングスター社会的
責任投資株価指数にも2003年の創設時以来組み入れられています｡また米国ダウ・ジョーンズ社とスイスのSAMグルー
プによるDJSI（ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・インデックス）に7年連続で､英国フィナンシャルタイムズ社とロンド
ン証券取引所の合弁会社FTSEグループによるFTSE4Goodグローバル・インデックスに6年連続で組み入れられました｡

［組み入れ状況は2009年5月1日現在］
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リコーグループの「環境経営」は、環境保全と利益創出の同時実現を意味します。これを「環境技術開発」

「全員参加の活動」によって推進しています。「製品」および「事業活動」、それぞれについて「省エネルギー・

温暖化防止」「省資源・リサイクル」「汚染予防」の3つの領域（3本柱）で活動を展開し、その活動を効率的

に推進するために「環境経営の基盤」を整備しています。

環境経営の全体像

●対象読者

リコーグループの環境経営に関する、現在および将来的なステークホルダーの方々を
対象読者としました。単なる活動結果の報告に終わるのではなく、方針とその背景に
ある考え方や活動の進め方もあわせて紹介することで、環境保全活動の環が社会に
拡がることを目指したコミュニケーションを心がけています。

●情報開示方針

グローバルな情報開示

環境問題は国境を越えた問題であり、事業や環境社会貢献活動を行う各国や地域で
の、地元に密着した活動が重要です。そのため当報告書では、グローバルなパートナー
シップに基づく環境経営活動を報告しています。

経済的側面に関する情報開示

リコーグループでは、経営のすべての分野に「環境」の視点を取り入れて、環境経営を実
現するための改善を図っています。そのため、各部門やグループ全体の活動による環境
保全効果と経済効果を把握し、「環境会計」による情報開示を行っています。

リコーグループの環境経営の全体像（3本柱と基盤）

リコーグループは、環境保全と利益

創出を同時に実現する「環境経営」

を目指しています。当報告書は、環

境経営の考え方や推進方法、活動

事例、環境会計などをわかりやすく

情報開示し、社会とのコミュニケー

ションを図るとともに、社会からの

信頼を得るために発行しています。

環境経営報告書2009
の編集方針

省資源・
リサイクル

省エネルギー・
温暖化防止

汚染予防

資源循環型社会に向けた
取り組み

気候変動問題に対する
取り組み

環境安全性の高い
製品づくりへの取り組み

環境経営の基盤

製品の領域

事業活動の領域

環
境
経
営
の
考
え
方
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品
に
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リコーグループは、製品やサービス、ソリューションを提供するだけでなく、自ら環境経営を実践する中で得た情報

やノウハウを広く社会に提供し、社会全体の環境負荷削減に貢献していきます。

いまや「環境」は、お客様がIT機器を選ぶ際に欠かせない条件

のひとつとなっています｡ アメリカの販売統括会社リコー

アメリカズコーポレーション（RAC）では、リコーグループの

グローバル戦略である「トータル・グリーン・オフィス・ソ

リューション」（TGOS）を販売戦略の核と位置づけ、省エネ、リ

サイクル、紙の環境負荷削減など、さまざまな環境改善ノウ

ハウをお客様に提供しています。RACのショールーム「リコー

テクノロジーポータル」では、セミナーやイベントを開催し、多

くのお客様に「リコーのハードウェアやソリューションがお客

様のビジネスの各ステージで、どのように環境負荷削減に役立

つか」をご実感いただいています｡今後もこのようなライフサイ

クル視点での環境負荷削減を提案し、お客様のニーズに積極

的に応えていくことで、持続可能な社会づくりに貢献します。

お客様・公的機関・地域社会など幅広いパートナーとともに、
持続可能な社会の実現に向け、環境経営の環を拡げています。

アメリカの生産会社リコーエレクトロニクス（REI）は、カリ

フォルニア州初のごみゼロ工場として、地域行政などの依頼

による環境セミナーを開催し、ノウハウを提供したり、また、

仕入先企業やお客様のごみゼロ活動を支援するなど、積極

的に環境経営の環を拡げてきました。さらに、販売会社のグ

リーンマーケティングをサポートし、製造業のお客様に対し

て生産現場の環境負荷削減に役立つノウハウを提供してい

きたいと、工場見学の受

け入れや企業向けセミ

ナーの開催に協力して

います。

お客様のグリーンパートナーとして、ビジネスの
さまざまなステージでの環境負荷削減を提案。

リコーアメリカズコーポレーション

地域のリーダーとして環境経営の環を拡げ、販売
部門のグリーンマーケティングもサポート。

リコーエレクトロニクス

カナダバンクーバー

ロサンゼルス
REI

RACRAC

ワシントンDCワシントンDC

ニューヨークニューヨーク

アメリカ合衆国

ニューヨーク・タイムズスクエアの100%自然エネルギーの看板（完成イメージ図）
※ 2009 年4月太陽光発電による稼働開始。風力発電は7月稼働予定。

企業向けに開催した環境セミナー
RAC マーケティング
シニアバイスプレジデント
Ron Potesky

セミナーで講演する
REI社長 山下良則

リコーテクノロジーポータル
（ニューヨーク市）

パートナーシップで築く持続可能な社会F e a t u r e

特集 環境経営の環を拡げる❶

環境負荷削減のヒント
が書かれた標示板
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アメリカ議会上院の集中購買部門（Sergeant at Arms）様は、

議員や委員会からの注文に基づいて、複写機やプリンターな

どのIT 機器を購買しています。リコーアメリカズコーポレー

ション（RAC）は、同部門様から、環境負荷削減の提案力が認め

られ、上院議員・職員を対象にした環境セミナーのパートナー

にご指名いただきました。製品の省エネ性能やライフサイクル

視点での環境負荷削減のとらえ方など、IT機器を選ぶ際に具

体的に役立つ情報を提供しました。

アメリカ議会上院向け環境セミナーに協力

環境・社会・経済への配慮に重点をおいたオリンピックの開催を支援

2010年開催のバンクーバーオリンピック委員会（VANOC）で

は、環境・社会・経済に配慮したオリンピックの実現を目指し、

IT分野では「最小の環境負荷で、世界15,000のメディアへ適確

な情報発信を」という目標を掲げ、取り組みを始めています。

リコーカナダ（RCI）はこの考えに賛同し、オフィシャルサポー

ターとして、大会で使用する複写機・プリンターの紙の環境負

荷削減をサポートしています。オリンピックの前年に開催され

た2009年冬季ワールドカップ大会を利用して、両面プリント

率の向上など、ドキュメントマネジメントの数々の改善テーマ

を試行しています。

ライフサイクル視点での
環境負荷削減提案は斬新でした。

最近の環境問題への関心の高まりを背景に、議員や委員会

から「IT機器の環境性能」や「サプライヤーの環境活動」に

ついての問い合わせが増え、この機会に多くの議員や職員に、

環境についての知識を深めてもらおうと、各サプライヤーに

環境情報の提供を求めました。中でも、リコーは環境経営の

歴史においても信頼が高く、ライフサイクル視点で環境負荷

削減を考えるという斬新な提案をしてくれました。今後も

リコーには、製品の省エネやリサイクルなど、質の高い情報

を提供してもらい、環境にやさしい選択をするためのより

正確な知識を上院内に提供していくことで、環境負荷削減

に役立つ製品の注文が増えることを期待しています。

Voice ❶ アメリカ議会上院集中購買部門様の声

Voice ❷ バンクーバーオリンピック委員会（VANOC）様の声

リコーカナダの協力で、
サステナブルなオリンピックの実現を。

私たちは、開催中だけでなく、終了後も多くの市民に「オリン

ピックが開かれてよかった」と言ってもらえる大会運営を

目指し、スポンサーやオフィシャルサポーターにサステナ

ビリティ戦略への協力を求めています。リコーカナダ（RCI）

からは、効率的な機器の配置や終了後の製品リサイクルプロ

グラムなど、私たちの戦略に合致する数多くの提案をいただ

きました。その提案のとくに優れた点は、ひとつの施策の

実施後に、その結果に基づく数多くの改善提案がなされる

仕組みです。私たちは、バンクーバーオリンピックを今後

のオリンピック運営のよき前例にしたいと考えています。RCI

には、大会終了後まで、私たちの使命の達成に対する多くの

支援を期待しています。

オリンピック・ロゴ
リコーカナダは、2010年バンクーバー冬季オリンピック/
パラリンピックのオフィシャルサポーターです。

バンクーバーオリンピック委員会の皆様とRCI社員（左から）
Ward Chapin様　  Ann Duffy様RCI Mike Fast   　RCI John H. Gartland  

アメリカ議会上院　集中購買部門の皆様とRAC社員（左から）

Vicki L. Sinnett 様　Ed Jankus様　Tracy I. Williams様

Kimball B. Winn様　RAC Lance A.Helmick 

Diane Adams様
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資源枯渇問題が急速に現実感を増す中、製品メーカーのものづくりにも変化が求められています。

リコーグループは、持続可能な社会実現のためのコンセプト「コメットサークル」をもとに

新しい時代のものづくりへとシフトしていきます。

新規資源とエネルギーの投入量を大幅に減らした、
次世代のものづくりを目指し、改革を進めています。

リコーグループの製品における省資源・リサイクルの取り組み

リユース・リサイクル
再生機の生産、部品リユース（再生機・新造機）、

クローズドマテリアルリサイクル

リサイクル情報システムの充実
回収・再生ネットワークの最適化

リサイクル対応設計
解体性・分別性・回収性・再生性の向上、
軽量化・小型化・長寿命化の促進、

エミッションの低減など

回収・再生
回収量の確保、回収品質の向上とコストの低減、

再生技術の開発による
再生品質の向上とコストの低減

「コメットサークル」に基づいて
再生資源をより多く、有効に活用

リコーグループが1994年に示したコメットサークルは、製品

のメーカー・販売者としての領域だけでなく、その上流と下流

を含めた製品のライフサイクル全体で資源やエネルギーの

無駄遣いを減らし、持続可能な社会を実現しようというコン

セプトです。この考えをもとに、リコーグループは15年以上の

間、資源やエネルギーの効率を重視したリユース・リサイクル

を推進し、製品回収・再生ネットワークの整備と製品のリサイ

クル対応設計を同時に進めてきました。リコーグループでは、

今、このコメットサークルの効

率を加速的に向上させ、新規

に投入する資源とエネルギー

を大幅に減らした次世代のも

のづくりを実現するため、さま

ざまな改革を始めています。

環境経営の環を拡げる❷特集
資源循環型社会に向けたものづくり改革F e a t u r e
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進化を続けるリコーのリサイクル対応設計

資源の無駄遣いを減らすには、製品の小型化や軽量化、部品

のリユース・リサイクルが有効です。設計部門では、1993年

からリサイクル対応設計方針を掲げ、独自の設計手法を進化

させてきました。その主な特徴は、「再生複写機（再生機）に

対応した部品設計」「解体・分別性の向上」「高付加価値部

品のリユース」「高品質素材のリサイクル」「クローズドルー

プリサイクル」「回収時の衝撃や再生使用に耐えるための強

度設計」などです。例えば、解体・分別性向上の取り組みでは、

1994年の複写機と1999年以降の機種を比較した場合、解

体の工数が1台あたり3,500から1,800へと半減し、その

後も新造機の設計時点で解体工数の見積もりを行う規定

を設けるなど、再生しやすい設計に注力することで組立工数・

コストの削減にもつなげてきました｡ さらに、繰り返し使用可

能な樹脂製の包装材「循環型エコ包装＊1」を使うにあたり、

必要とされる強度を確保するための設計配慮ポイントも反映

されています。

積み上げてきたノウハウをもとに
製品の小型化、長寿命化を促進

リコーのリサイクル対応設計の歴史は長く、設計者は日々、

リサイクル対応設計を実践しています。再生機製造や部品

リユースを前提にした設計規定は、新しい機構の設計にお

いて制約になることもありますが、そうした設計者たちの

日々の努力が、高品質の再生機の誕生や高機能部品のリ

ユース・リサイクルにつながり、生産コストにも大きく貢献

してきました。2009年4月には、再生材の使用量拡大、部

品の小型化・長寿命化などの切り口を盛り込んだリサイ

クル対応設計方針レベル6の改定を行いました。今後は

Voice ❶ 社員の声

黒字化を基盤に、グローバルで
部品リユースのさらなる拡大を目指す

環境負荷や経済性の視点からリサイクルを考えた時、できる

だけ形を変えない状態でのリサイクルが最も効率的です。

リコーグループでは、回収した製品を資源としてより高い

価値でいかすため、再生機として販売しています。回収さ

れた製品は、分解、洗浄、必要な部品の交換の後再組み立

てされ、新造機と同じ品質保証の再生機に生まれ変わりま

す。2001年12月、リコーは、再生デジタル複合機 imagio 

MF6550RC を発売して以来、再生機ラインナップを拡充し、

2006年度に販売1万台を突破。リサイクル事業において初

の黒字化を達成しました。再生複写機imagio Neo 753RC

の再使用部品使用率は平均88％（質量比）で、前身機と比べ

てライフサイクル全体の環境負荷は約28％、製造時に限る

と約94％も低減しています＊1。今後は、部品リユースの拡大

に加えて、これまでに築いた高効率のリサイクルネットワーク

をグローバルレベルで最適化し、品質・経済性ともに優れた

ものづくりへの進化を目指していきます｡

＊1：26ページ

デジタルカラー複合機imagio MP C2200＊2。
モノクロ複合機並みの設置面積でお客様の省
スペースに貢献。

＊2：25ページ

リサイクル対応設計事例（前カバー）

●商品名デカル組付け部
裏面からドライバーなどを穴に突き刺し
デカルを容易に剥がすための「穴」を設ける

●複数の部品にまたがる
　デカルの禁止
容易に分解することが可能

●相溶性シートデカル
貼りつけたままリサイクル可能

カバー ドライバー

デカル

●外装カバー表面形状
再生時の洗浄性／乾燥性を妨げない表面形
状とする
カバー部、操作部に設けられる溝は幅2（mm）
以上、深さ2（mm）以下、底部の形状はR0.5
（mm）以上であること。ただし、絵・文字は除く。

2mm以上（溝幅）
R0.5mm以上

 2mm
 以下
（深さ）

「グッドデザイン・サステナブルデザイ
ン賞」を受賞した再生デジタル複合機
imagio Neo 753RC＊2

個々の部品だけでなく、マシンの構成にまで踏み込んで省

資源・リサイクルを推進していく考えです。

リサイクル技術分科会のメンバー

山中 正徳

分科会 リーダー

前 寿行
木村 匡輝

※ 新造機は5年、RC機は10年（前身機5年
とRC機5年）を使用期間とし、1年あたりの
環境負荷に換算しています。

※  算出データでは使用する際の項目は除い
て計算しています。

前身機（新造機）と再生機のLCA比較（CO2排出量）
（単位：kg／年）

imagio Neo 753
前身機

imagio Neo 753RC
再生機

502

701

0

100

200

300

400

700

600

500

約28%
削減

＊1 imagio Neo 753RC とimagio Neo 753（前身機）との比較データ。 ＊2：26ページ
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＊1 ＊2： 15ページ

私たちは、社会全体の環境負荷を、
地球環境の再生能力の範囲内に抑える必要があります。

地球環境と社会との関係を表す「Three Ps BalanceTM」

人間社会が地球環境に与える負荷が、地球の包容力・再生能力の限界を超えた状態

■現在の姿 ■私たちの目指す姿

ダメージ増加

ダメージ
増加

限界を超えたダメージ

ストレス（A）

ストレス（B）

社会

経済

お金 商品

地球環境

環境負荷

ダメージ

ダメージ

消費活動

生産活動

環境負荷

資源

社会

地球環境

経済

お金 商品

許容内の負荷

再資源化

資源

消費活動

生産活動

生態系保全

©2002 RICOH

環境負荷が、地球環境の再生能力の範囲内に抑えられている社会

※ より詳細な説明は､http://www.ricoh.co.jp/ecology/management/earth.html

私たちの目指す姿（Three Ps Balance）

環境保全活動の目的は、地球環境の再生能力の範囲

内に環境負荷を抑制し、地球環境を維持することにあ

ります。リコーグループは、環境・社会・経済の3つのP

（Planet、People、Profit）の関係が、歴史の中でどのよ

うに変化してきたかを考えることで、目指すべき社会の

姿を明らかにし、その実現に向けて企業としての責任を

果たしていきます。

これまでの地球環境と社会

かつて人間社会から排出される環境負荷は、地球環境

の再生能力の範囲内にとどまっていました。しかし18 世

紀の産業革命以後、世界は大量生産・大量消費・大量廃

棄の時代へ突入し、環境負荷は一気に増大しました。

やがて20世紀末には、地球環境や人間社会の未来に対

して警鐘を鳴らす人たちが現れ、環境保全に真剣に取り

組んでいない企業は、社会からの支持を得られなくなっ

てきました。

現在の社会と企業の取り組み

現在の社会では、リサイクル活動や温暖化防止活動など、

地球環境へのダメージを減らす活動が広がっています。

製造業にとっては、製品の長寿命化・小型化・省エネ化

やリサイクルを推進し、最小の資源で最大の社会的利益

と経済的利益を創出することが課題になっています。グ

ローバル企業には、発展途上の国や地域が、少ない環境

負荷で経済発展を遂げられるよう啓発・支援を行うこと

も求められています。また、森林保全や自然修復を行い、

地球環境の再生能力の回復に努めることも重要です。

目指す姿の実現に向けて

環境負荷を地球環境の再生能力の範囲内に抑制するに

は、温暖化防止・省資源・汚染予防の目標を明確にして

いくことも重要です。リコーグループは、持続可能な社会

という長期的に目指す姿を実現するために、その通過点

となる「2050年長期環境ビジョン」＊1 を描き、「中長期

環境負荷削減目標」＊2 と「環境行動計画」＊3 を策定し、

活動しています。かけがえのない地球環境を次世代に

引き継ぐために、私たちは今までにない意識と、明確な

目標をもってチャレンジを続ける必要があります。

＊3： 17ページ
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コメットサークルをコンセプトに、持続可能な社会づくりに貢献します。

※ 詳細は、http://www.ricoh.co.jp/ecology/comet/index.html

製 品
メーカー

部 品
メーカー

材 料
メーカー

リサイクル材
使用者

シュレッダー
業者

最終
処分業者

熱エネルギー
回収業者

シュレッダーダスト

化石・鉱物資源

金属

分解油

オープンループ
マテリアル
リサイクル

クローズドループ
マテリアル
リサイクル

製品の再使用

部品の再使用

分別・分解

製品全体粉砕
埋立

自家再使用

部 品
再生センター

油化業者
製錬業者

材 料
再生業者

リサイクル
センター

原材料
供給者

製 品
再生センター

回収
センター

販売者

ユーザー

 原材料化
 ・ケミカルリサイクル
 ・冶金リサイクル

  エネルギーリカバリー
 （エネルギー･CO2）

保守業者
自家再生機

持続可能な社会実現のためのコンセプト｢コメットサークル TM」

©1994 RICOH

持続可能な社会実現のためのコンセプト（コメットサークル）

①環境負荷を全ステージで把握し、「総量」を削減
ライフサイクル全体で環境負荷を減らしていくためには、リコーグ

ループはもちろん、仕入先企業、お客様、リサイクル事業者など、すべて

のステージおよび輸送段階で発生する事業領域全体の環境負荷を把

握する必要があります｡ このため、これらすべてのステージをカバーす

る「環境経営情報システム」で、環境負荷を把握し、環境技術開発や製

品の再生・リサイクルを推進し、環境負荷の総量削減に努めています。

②内側ループを優先し、重層的な資源循環を促進
資源の経済的価値が最も高いのは、「製品としてお客様に使用して

いただいている状態」です。リコーグループでは、使用済み製品を再び

経済価値の高い状態に戻すため、コメットサークルの内側ループである

製品のリユース、部品のリユースを優先的に採用しています。部品とし

てリユースできないものはマテリアルリサイクルに回りますが、その場

合も高品質な素材へのリサイクル、再び自社で使う資源に戻すクロー

ズドループのリサイクルを進め、より高い経済価値を追求しています。

さらに、リサイクルを可能な限り繰り返し「重層的」に行うことにより、

新たな資源の投入や廃棄物の発生を抑制することができます。

●高い経済的価値を生み出すリサイクルを推進
持続可能な社会を成立させるためには、使用済みの製品が廃棄物と

して扱われるのでなく、価値ある資源ととらえられ、通常の生産・販売

と同様に「お金が物と逆方向」に流れる必要があります。リコーグルー

プは、リサイクル対応設計を高度化させ、繰り返し部品を使えるよう

にするほか、リサイクル事業者とのパートナーシップにより、再生資源

の品質向上と、再生やリサイクルにかかるエネルギーやコストの最小

化を図り、すべてのステージで経済合理性が高く、環境負荷が低いリ

サイクルの仕組みづくりを推進しています。

●再生資源の利用拡大により、新規資源の投入を抑制
1994年のコメットサークル制定以来、リコーグループは、市場から回

収した製品を再生し、再度市場に供給する仕組みを構築し、資源の有

効活用に努めてきました。近い将来、鉱物資源の枯渇が迫っているこ

とを考えると、たくさんの資源を投入しなければ成り立たないものづ

くりは持続可能とは言えません。今後は活動をより加速させ、ライフ

サイクルでの資源の価値を最大化し、新しく投入する資源を大幅に減

らしたものづくりに挑戦していきます。

③すべてのステージとのパートナーシップ
環境負荷を効率的に下げるためにはパートナーとの情報のやり取り

や連携を密にすることが、決定的に重要です｡ 材料・部品メーカーと

の協力による環境影響化学物質の削減をはじめ、輸送の効率化、グ

リーン販売やオフィスの環境負荷削減ソリューションのお客様への

提案など、すべてのステージの方々とのパートナーシップにより、事業

領域全体の環境負荷を削減しています。また、活動を通じて得られた

ノウハウの提供、地域社会との連携によって、社会全体の環境負荷削

減に貢献していきます。

リコーグループが目指す姿を実現するには、私たちだけ

でなく、社会全体が持続可能な社会に向かって変化して

いく必要があります。1994年に制定されたコメットサー

クルは、持続可能な社会実現のコンセプトとして、製品

メーカー・販売者としてのリコーグループの領域だけでな

く、その上流と下流を含めた製品のライフサイクル全体

で環境負荷を減らしていく考え方を表したものです。環境

負荷に最も大きな影響を及ぼすのは、製品の基本設計を

握っている私たち製品メーカーであることを自覚し、主体

となってこのコメットサークルを回しています。

コメットサークルの見方
図のそれぞれの球体は、持続可能な社会を構築するためのパート

ナーです。右上の「原材料供給者」によって自然環境から取り出さ

れた「新規資源」は、上のルートを右から左に流れる間に「製品」

となってユーザー（お客様）に届けられます。使用済みの製品は、

下のルートをたどって、左から右へと流れます。
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2050年長期環境ビジョンに基づく中長期環境負荷削減目標の設定

先進国は、2050年までに環境負荷を1/8に低減する必要がある。
その認識のもと、リコーグループは世界で初めて「省エネ」「省資源」「汚染予防」
の3分野で2050年の環境負荷削減目標を設定しました。

長期的なビジョンに基づいた

環境保全への取り組みの重要性

地球環境を保全し、持続可能な社会を実現するために、

私たちは、環境負荷を地球の再生能力の範囲内に抑える

必要があります。そのためには、地球環境と人間社会の将

来における「目指す姿」を描き、それに向けた長期的なビ

ジョンを設定したうえで、活動を推進していかなければなり

ません。なぜなら、地球環境保全はやり直しのきかない課

題であり、短期的な視点で行動しては成果が得られないか

らです。そこで、リコーグループは、2050年の社会状況を

IPCC 報告書をはじめとするさまざまな情報の収集・分析

により、想定しました。2050年には、世界の人口は90億人

に増加し、化石・鉱物資源の枯渇や土地利用の制限が起き

る一方、温暖化防止に向けて石油からのエネルギー転換な

どが進み、これまでの社会モデルやビジネスモデルは大き

く変化せざるを得ないでしょう。2050年の状況に備え、今

自らの事業活動のあり方を変えなければ、地球環境は最

悪のシナリオを歩むことになるでしょう。これらを踏まえ

て、私たちは2005年に、先進国は2050年に環境負荷を現

在の１/8にする必要があるという「2050年長期環境ビジョ

ン」を策定しました。そして、このビジョンのもと、具体的な

活動計画を立てていく必要があると考えました。

バックキャスティング方式による

3分野での数値目標の設定

リコーグループでは目標設定の手法として、まず最終的に

目指す姿を想定し、その実現に向けた通過点として目標値

を設定していく「バックキャスティング方式」を採用して

います。目指す姿である「Three Ps Balance」から「2050

年長期環境ビジョン」を描き、さらに2009 年3月、この

ビジョンに向けた具体的な道のりを示す「中長期環境負

荷削減目標」を設定しました。これは2020年と2050年

を照準年として、省エネ・温暖化防止に省資源・リサイクル、

汚染予防を加えた3 分野での環境負荷削減の数値目標

を示したもので、私たちが取り組むべき活動のターゲッ

トを明確にし、強化、加速するためのものです。3分野の主

なターゲットは、「ライフサイクルでのCO2 排出総量の削

減」「資源枯渇の動向を視野に置いた新規投入資源量の削

減」「環境リスクを極小化するための化学物質管理・削減」

です。そして、この数値目標は、3 年ごとに策定される「環

境行動計画」に落とし込まれ、目標達成に向けた実効性の

高い活動を各分野で展開していきます。

環境目標の設定方法

大きな方向

バックキャスティング方式による目標設定

地球環境

目指す姿
Three Ps
Balance

2050年
長期

環境ビジョン

2050年長期
環境負荷削減

目標

2020年中期
環境負荷削減

目標

3年ごとの
環境行動計画

バランスを
取り戻した地球

3分野における
目標設定

2050年長期
環境負荷削減目標
からの目標設定（年度）

（％）

2000 2050

140

100

※ 許容レベル＝100％

﹇
地
球
環
境
の
許
容
レ
ベ
ル
に
対
す
る
割
合
﹈

204020302010 2020

地球の環境負荷が削減される二つの世界（シナリオ）

負荷の小さな社会へ
軟着陸するために、環
境負荷を計画的に減
らしていくシナリオ

現在のあり方の先に待つ
破滅的なシナリオ

※ 2050年が国や企業の目標設定対象として定着してきたことを踏まえ、「超長期
　 環境ビジョン」を「2050年長期環境ビジョン」と改称しました。
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「絶対値」での負荷削減と

地球の再生能力回復への取り組み

「中長期環境負荷削減目標」では、企業として世界で例を

見ない3分野での具体的な目標値を掲げました。その理由

は、私たちが想定した2050年の社会で問題となるのは温

暖化の影響だけではないこと、加えて、CO2 の排出削減の

みを目的に活動を進めた場合、CO2 の排出は抑えられた

ものの、活動のプロセスで化学物質の影響や資源の無駄

が発生し、環境負荷が増大する恐れがあると考えるからで

す。また、原単位やファクターなどの効率に基づいた相対

的な指標による目標設定のみでは、実質的な地球環境保全

につながらない可能性があるため、環境負荷総量を製品の

ライフサイクル全体でとらえ、それに対する「絶対値」で

削減目標を設定することが非常に重要です。

さらに、環境に与えるダメージを減らす一方で、地球環境

の再生能力の維持・回復を助けることも意義があります。

2009年3月、「リコーグループ生物多様性方針」を策定し、

事業活動において生物多様性に配慮していくことを明らか

にしました。再生能力の維持・回復のためにこれまで行って

きた世界各地での保全活動に加えて、サプライチェーン

全体の生物多様性への影響の把握に努め、負荷削減活動

に取り組んでいきます。

リコーグループ中長期環境負荷削減目標の骨子

中長期目標

リコーグループライフサイクルでの
CO2排出総量（5ガスのCO2換算値を
含む）を、2000年度比で2050年まで
に87.5％、2020年までに30％＊

削減する。

（1）新規投入資源量を2007年度比で
2050年までに87.5％、2020
年までに25％削減する。

（2）製品を構成する主要素材のうち､
枯渇リスクの高い原油、銅、クロムな
どに対し､2050年をめどに削減お
よび代替準備を完了する。

化学物質による環境影響を2000年
度比で2050年までに87.5％、
2020年までに30％削減する。

＊ 1990年度比34％削減（国内CO2）相当。

考え方 主な活動

・製品の環境性能を向上させ、その性能をお客
様に簡単に使っていただくための技術開発
・製品の環境性能をお客様にフル活用してい
ただくための提案活動
・生産プロセスの革新による低炭素もの作り
・太陽光発電などの再生可能エネルギーの活用
・製品の小型化や長寿命化、リサイクルにより
調達ステージでのCO2排出削減
・仕入先様の環境負荷削減の支援
・物流のCO2把握システムのレベルアップ、物流
の効率化、モーダルシフト

・製品/部品の小型、軽量化の技術開発
・製品/部品の長寿命化など、信頼性向上の技
術開発
・使用済み製品の回収率向上
・再生技術と再生材活用の技術開発による､製
品/部品/材料の再生率向上
・資源枯渇リスクの高い素材の削減および代
替（植物由来プラスチックやトナーなど）

・リスク管理強化を狙った化学物質マネジメン
トシステムのレベルアップ
・リスクの大きい化学物質の削減および代替

・IPCCの警告に基づく、世の中が目指
すべき削減レベルを目指し､ライフサ
イクル全体で目標を設定する。
・事業活動で直接排出するCO2は、生
産・物流などのステージごとに目標を
設定し、確実に削減する。
・製品の使用電力削減は、高い目標を
掲げて積極的に取り組む。
・調達ステージにおいては仕入先様と
ともに活動を展開する。

・新規資源投入を抑制し、限りある資
源を有効に活用しながら事業活動を
継続していく。
・省資源活動は、製品原価そのものを
削減する活動であり､将来の資源高
騰リスクの回避や製品の安定供給に
関わる経営上の重要な活動と位置づ
ける。

・環境影響の評価に加え、人への健康
影響を含めたリスク管理を行う。
・リスク管理は、化学物質の使用量、排
出量、ハザード、曝露情報を考慮する。
・リスクの大きい化学物質は、重点的
に削減や代替を行い、汚染を未然に
防止する。

省エネルギー・
温暖化防止

省資源・
リサイクル

汚染予防

※ 目標値は、2000年度における事業領域・マーケットシェアを前提に設定しています（ニュースリリース http://www.ricoh.co.jp/release/by_field/environment/2009/0422.html）。
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リコーグループ16次環境行動計画（2008年度〜2010年度）　※ 達成目標年度の記載がないものは2010年度が目標。

2010年度までの環境行動計画と2008年度の成果

1

資源循環型社会に向けた
資源の有効利用

1) 環境負荷削減を目指した環境技術開発

　　・事業および社会全般の環境負荷削減に貢献する環境技術開発を行う

2)製品への新規投入資源の削減に向けた資源循環の拡大と資源の有効利用

　 ①部品リユースの促進

　　・使用済み製品からのリユース部品使用質量を2010年度までに1,910トンに向上（日本）

　　・使用済み製品からのリユース部品使用質量を2010年度までに6,000トンに向上（海外）

　 ②PCMR（プラスチック・クローズド・マテリアル・リサイクル）の促進（日本）

　　・再生プラスチック使用質量の2010年度目標の達成。 2010年度目標：750トン

　 ③使用済み製品の資源循環量の拡大（海外）

　　・使用済み製品の資源循環量（再使用量＋再資源化量）を2010年度までに16,000トンに向上

　 ④バイオマス樹脂の製品への活用

　　・バイオマストナーの製品化

３）生産活動にともない発生する排出物の削減

　 ①サーマルメディア事業における資源ロスの削減

　　・排出物発生量を2006年度比10%削減

　 ②包装材に関する資源ロスの削減

　　・国内画像製品生産に関する生産量あたり包装材排出物発生量を2006年度比30%削減

　 ③重合トナー製造にともなう排出物発生量の削減

　　・生産量あたり排出物発生量を2007年度比17%削減

バイオマス樹脂などの代替材料の開発と小型・軽量化、長寿命化を可能にする技術開発を進めています。

リユース部品使用質量の実績は1,735トンとなりました。

リユース部品使用質量の実績は4,898トンとなりました。

再生プラスチック使用質量の実績は821トンとなりました。

資源循環量の実績は13,623トンとなりました。

バイオマストナーの製品化に向け開発を進めています。

排出物発生量8.0％削減。

御殿場事業所8％削減。東北リコー6％増＊。リコーエレメックス20％増＊。　＊ 中国からの調達部品の比率増により08年度実績は増加したものの、2010年度30％の削減計画は積み上げることができました。

生産量あたり排出物発生量2.2％削減。

4 生物多様性の保全
１）地球環境の再生能力を高めるための生態系保全活動の推進  国内外において生態系保全活動が活発に行われています。

［国内計541件］生産事業所・会社135件、　販売会社371件､　非生産事業所・会社35件
［海外 69件］生産事業所・会社39件、　　  販売会社30件

2

気候変動問題に対する
先行的な環境技術開発
と、エネルギー使用を抑え
た事業活動の促進

製品についてはさらなる省電力化が可能な技術開発、生産についてはさらなる熱利用効率の向上が期待できる技術開発に着手しました。

複写機、複合機、プリンターともに省エネ目標を達成した製品を発売しています。

排出総量9.6％削減。 ※ 年率４％を超える事業成長と電力換算係数変動によるCO2増加分についてはCDMによる対応を前提としています。この考え方に基づき、リコープリンティングシステムズおよび山梨電子工業は事業成長分として扱われています。

排出総量：15次環境行動計画（2005〜2007年度）と同じバウンダリでは9.6％削減。事業成長分（リコーサーマルメディア）を含めると2.7％増加。

CO2 以外の温室効果ガスの排出量34％削減。

国内非生産会社排出総量5.1％削減。

輸送トンキロあたりのCO2排出量、前年比6.2％改善。

モデル仕入先を設定し、リコレットを活用したCO2削減活動を仕入先と共同で展開しました。

省エネモードの活用率向上を目指しお客様先での提案活動を行いました。また国内では、製品使用時の環境負荷の見える化を通した環境負荷削減提案活動を実施しました。

リコー（16事業所）において、複写機・複合機をより効果の高い省エネモードに設定しました。2009年度は、リコー全グループで同様の省エネモード設定を実施していく予定です。

１）省エネルギー技術開発の推進

　　・事業および社会全般の環境負荷削減に貢献する製品省エネルギー、生産プロセス革新技術開発を行う

２）製品の省エネ性能の向上

　 ①リコー省エネ目標の達成

３）生産活動にともない排出する温室効果ガスの削減

　　・2010年度までにCO2排出量を1990年度比12%削減（リコーおよび国内生産会社）

　　・2010年度までにCO2排出量を1998年度比10%削減（海外生産会社）

　　・2010年度までに半導体事業分野のCO2 以外の温室効果ガスを1995年度比10%削減

４）非生産活動にともない発生する温室効果ガスの抑制

　　・CO2排出量を2006年度実績以下に抑制（リコーおよび国内非生産会社）

５）物流にともない発生するCO2排出量の削減

　　・物量原単位で前年比1%以上改善

６）仕入先企業へのCO2排出量削減活動の展開

７）お客様先での環境負荷削減への貢献

　 ①省エネ・両面機能の活用状況の把握と利用率の向上

8）社内での環境機能の利用促進

　 省エネ機能の社内利用促進

3

環境安全性の高い
製品づくり・事業活動に
向けた化学物質管理の
強化

製品の環境影響化学物質排出については2007年1月施行のブルーエンジェル基準にも準拠できるよう対応し、2008年度発売の複写機、複合機およびプリンター、17シリーズの機種群においてオゾン、粉じん、VOC類のリコー基準を達成しました。

リスクマネジメント評価の仕組みについて検討を進めるとともに､主要化学物質の使用・排出量を把握しました。

環境影響化学物質使用量2000年度比マイナス70%を達成しました。

環境影響化学物質排出量2000年度比マイナス80%を達成しました。

連結決算対象会社を対象に、PCBs・アスベストのリコーグループのグローバルプレ調査を完了しました。その結果、環境債務（可能性としての債務などを含む）として34.6億円を算出しました。

リコーグループの資産除去債務による影響を分析しました。

リコーグループ全社においてREACH対応WG活動を実施し、共通運用規則・情報シート作成ガイダンスを発行するなど、対応に必要な体制・仕組みを構築しました。

１）製品環境性能の向上

　 ①化学エミッション低減対策の推進

　　・オゾン・粉じん・VOC類のリコー自主基準の遵守

２）化学物質に関するリスクマネジメントの強化

　 ①グローバルでの化学物質リスクマネジメント体制の構築

　 ②環境影響化学物質の削減

　　・環境影響化学物質の使用量を2000年度比マイナス30%以下に抑制（リコー生産事業所および生産会社）

　　・環境影響化学物質の排出量を2000年度比マイナス80%以下に抑制（リコー生産事業所および生産会社）

　 ③環境負債の推定と財務会計への反映

　　・連結決算対象会社の所有地において、PCBs・アスベストの環境負債が推定できている

　　・リコーグループとして、環境負債が財務会計に反映されている

３）製品含有化学物質マネジメントのレベルアップ

　 ①REACH規則への対応

　　・REACH規則への対応に必要な管理、情報伝達の仕組みの強化

19ページ

24ページ

38ページ

19ページ

21ページ

33ページ

46ページ

50ページ

31ページ

48ページ

46ページ

27ページ

42ページ

27ページ

68ページ
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進捗状況（2008年度実績）

1

資源循環型社会に向けた
資源の有効利用

1) 環境負荷削減を目指した環境技術開発

　　・事業および社会全般の環境負荷削減に貢献する環境技術開発を行う

2)製品への新規投入資源の削減に向けた資源循環の拡大と資源の有効利用

　 ①部品リユースの促進

　　・使用済み製品からのリユース部品使用質量を2010年度までに1,910トンに向上（日本）

　　・使用済み製品からのリユース部品使用質量を2010年度までに6,000トンに向上（海外）

　 ②PCMR（プラスチック・クローズド・マテリアル・リサイクル）の促進（日本）

　　・再生プラスチック使用質量の2010年度目標の達成。 2010年度目標：750トン

　 ③使用済み製品の資源循環量の拡大（海外）

　　・使用済み製品の資源循環量（再使用量＋再資源化量）を2010年度までに16,000トンに向上

　 ④バイオマス樹脂の製品への活用

　　・バイオマストナーの製品化

３）生産活動にともない発生する排出物の削減

　 ①サーマルメディア事業における資源ロスの削減

　　・排出物発生量を2006年度比10%削減

　 ②包装材に関する資源ロスの削減

　　・国内画像製品生産に関する生産量あたり包装材排出物発生量を2006年度比30%削減

　 ③重合トナー製造にともなう排出物発生量の削減

　　・生産量あたり排出物発生量を2007年度比17%削減

バイオマス樹脂などの代替材料の開発と小型・軽量化、長寿命化を可能にする技術開発を進めています。

リユース部品使用質量の実績は1,735トンとなりました。

リユース部品使用質量の実績は4,898トンとなりました。

再生プラスチック使用質量の実績は821トンとなりました。

資源循環量の実績は13,623トンとなりました。

バイオマストナーの製品化に向け開発を進めています。

排出物発生量8.0％削減。

御殿場事業所8％削減。東北リコー6％増＊。リコーエレメックス20％増＊。　＊ 中国からの調達部品の比率増により08年度実績は増加したものの、2010年度30％の削減計画は積み上げることができました。

生産量あたり排出物発生量2.2％削減。

4 生物多様性の保全
１）地球環境の再生能力を高めるための生態系保全活動の推進  国内外において生態系保全活動が活発に行われています。

［国内計541件］生産事業所・会社135件、　販売会社371件､　非生産事業所・会社35件
［海外 69件］生産事業所・会社39件、　　  販売会社30件

2

気候変動問題に対する
先行的な環境技術開発
と、エネルギー使用を抑え
た事業活動の促進

製品についてはさらなる省電力化が可能な技術開発、生産についてはさらなる熱利用効率の向上が期待できる技術開発に着手しました。

複写機、複合機、プリンターともに省エネ目標を達成した製品を発売しています。

排出総量9.6％削減。 ※ 年率４％を超える事業成長と電力換算係数変動によるCO2増加分についてはCDMによる対応を前提としています。この考え方に基づき、リコープリンティングシステムズおよび山梨電子工業は事業成長分として扱われています。

排出総量：15次環境行動計画（2005〜2007年度）と同じバウンダリでは9.6％削減。事業成長分（リコーサーマルメディア）を含めると2.7％増加。

CO2 以外の温室効果ガスの排出量34％削減。

国内非生産会社排出総量5.1％削減。

輸送トンキロあたりのCO2排出量、前年比6.2％改善。

モデル仕入先を設定し、リコレットを活用したCO2削減活動を仕入先と共同で展開しました。

省エネモードの活用率向上を目指しお客様先での提案活動を行いました。また国内では、製品使用時の環境負荷の見える化を通した環境負荷削減提案活動を実施しました。

リコー（16事業所）において、複写機・複合機をより効果の高い省エネモードに設定しました。2009年度は、リコー全グループで同様の省エネモード設定を実施していく予定です。

１）省エネルギー技術開発の推進

　　・事業および社会全般の環境負荷削減に貢献する製品省エネルギー、生産プロセス革新技術開発を行う

２）製品の省エネ性能の向上

　 ①リコー省エネ目標の達成

３）生産活動にともない排出する温室効果ガスの削減

　　・2010年度までにCO2排出量を1990年度比12%削減（リコーおよび国内生産会社）

　　・2010年度までにCO2排出量を1998年度比10%削減（海外生産会社）

　　・2010年度までに半導体事業分野のCO2 以外の温室効果ガスを1995年度比10%削減

４）非生産活動にともない発生する温室効果ガスの抑制

　　・CO2排出量を2006年度実績以下に抑制（リコーおよび国内非生産会社）

５）物流にともない発生するCO2排出量の削減

　　・物量原単位で前年比1%以上改善

６）仕入先企業へのCO2排出量削減活動の展開

７）お客様先での環境負荷削減への貢献

　 ①省エネ・両面機能の活用状況の把握と利用率の向上

8）社内での環境機能の利用促進

　 省エネ機能の社内利用促進

3

環境安全性の高い
製品づくり・事業活動に
向けた化学物質管理の
強化

製品の環境影響化学物質排出については2007年1月施行のブルーエンジェル基準にも準拠できるよう対応し、2008年度発売の複写機、複合機およびプリンター、17シリーズの機種群においてオゾン、粉じん、VOC類のリコー基準を達成しました。

リスクマネジメント評価の仕組みについて検討を進めるとともに､主要化学物質の使用・排出量を把握しました。

環境影響化学物質使用量2000年度比マイナス70%を達成しました。

環境影響化学物質排出量2000年度比マイナス80%を達成しました。

連結決算対象会社を対象に、PCBs・アスベストのリコーグループのグローバルプレ調査を完了しました。その結果、環境債務（可能性としての債務などを含む）として34.6億円を算出しました。

リコーグループの資産除去債務による影響を分析しました。

リコーグループ全社においてREACH対応WG活動を実施し、共通運用規則・情報シート作成ガイダンスを発行するなど、対応に必要な体制・仕組みを構築しました。

１）製品環境性能の向上

　 ①化学エミッション低減対策の推進

　　・オゾン・粉じん・VOC類のリコー自主基準の遵守

２）化学物質に関するリスクマネジメントの強化

　 ①グローバルでの化学物質リスクマネジメント体制の構築

　 ②環境影響化学物質の削減

　　・環境影響化学物質の使用量を2000年度比マイナス30%以下に抑制（リコー生産事業所および生産会社）

　　・環境影響化学物質の排出量を2000年度比マイナス80%以下に抑制（リコー生産事業所および生産会社）

　 ③環境負債の推定と財務会計への反映

　　・連結決算対象会社の所有地において、PCBs・アスベストの環境負債が推定できている

　　・リコーグループとして、環境負債が財務会計に反映されている

３）製品含有化学物質マネジメントのレベルアップ

　 ①REACH規則への対応

　　・REACH規則への対応に必要な管理、情報伝達の仕組みの強化
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＊ 社会全体の環境負荷削減に寄与する技術開発

環境技術の重点検討領域

材料自体の負荷削減省資源・リサイクル 新規／代替材料の獲得＊

製品の省エネ省エネルギー・温暖化防止 画像形成プロセスの省電力化

資源投入量の削減 リユース・リサイクル性の向上

小型・軽量化、長寿命化

エネルギー変換効率の向上

生産の省エネ 生産プロセスの高効率化

用紙使用量の削減 ITによるペーパーレス化＊

リユース／リライタブル技術による紙代替＊

環境快適性汚染予防 エミッションフリー

計測技術の高度化

環境技術開発の取り組み

外
部
環
境

資源問題
資源の高騰・枯渇など

リコーグループ環境目標（2050年長期環境ビジョン、中長期環境負荷削減目標、環境行動計画）

気候変動問題
京都議定書、IPCCシナリオなど

化学物質問題
各国の環境法規制など

全
　

社

部
　

門

省資源 省エネ 汚染予防

技術開発活動

環境技術開発の目標（全社横断組織による活動）

各部門における技術開発の目標

低炭素社会に向けた「環境産業革命」を目指し、
革新的な環境技術開発に挑戦していきます。

製品開発の考え方と環境技術開発に関する取り組み製 品

環境技術開発の加速
環境技術開発は、環境経営を実現する

ために最も重要な取り組みのひとつで

あり、原材料調達からお客様先での使

用、リサイクルまでのライフサイクル全

体において環境負荷の少ない製品を

提供し、環境負荷削減と経済価値の創

出を同時に実現していくための基盤と

なります。リコーグループでは、近年の

気候変動問題、資源枯渇、環境法規制

などに対応し、低炭素社会／資源循環

型社会に向けたものづくりを実現する

には、従来技術の積み上げだけでは不

十分であるとの認識のもと、2008 年

1月、革新的な環境技術開発を加速、

推進する目的で、のべ92名の社員に

よる全社横断組織「環境技術開発加速

ワーキンググループ」を発足しました。

2008 年度は、リコーグループの環境

目標である2050年長期環境ビジョン、

2050年長期／2020年中期環境負荷

削減目標、さらに環境行動計画から技

術開発で達成すべき目標設定を行い、

2009年度に各部門で見直される技

術戦略や、技術開発活動への反映を行

いました。主な開発テーマは「省エネル

ギー」「省資源」「汚染予防」の3分野から

6つの重点検討領域を抽出し、それぞ

れの領域ごとに活動を推進しています。

■製品開発の考え方
リコーグループは、製品のライフサイ

クル全体の「統合環境影響＊」を地球

環境の持続可能な範囲内に抑えるこ

とを目標に製品開発を行っています。

まず、事業活動全体の環境負荷をエコ

バランスで把握し、その結果をもとに

環境行動計画の製品分野の目標値を

設定（P）、目標達成に向けてLCA設計

や生産プロセス技術の開発を行います

（D）。その結果を再びエコバランスで把

握し（C）、次の目標に反映させています

（A）。また、製品に直接関わる技術開発

だけでなく、社会全体の負荷削減に寄

与する技術開発テーマにも取り組んで

います。「新規／代替材料の獲得」「ITに

よるペーパーレス化」「リユース／リライ

タブル技術による紙代替」 など、リコー

のコア技術をより広い分野で応用でき

る環境技術に進化させるため、活動を

加速しています。

■2010年度までの目標
◎事業および社会全般の環境負荷削減

　に貢献する環境技術開発を行う＊： 5、58、59ページ
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技
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開
発

TO P I C

リコーでは、紙の消費による環境負荷の削減を目指した技術開発に取り組ん

でいます。紙が果たす主な役割のひとつにディスプレイの機能がありますが、

リコーは、インクジェット方式の印刷技術を利用し微細画素を作成する反射

型ディスプレイの開発に成功しました。今後、電子書籍や広告看板などへの

実用化を目指します。この技術は、紙のように薄くて曲げられる樹脂（電子

ペーパー）上に、紫外光をあてた部分だけが水と馴染む特殊な樹脂を塗布し、

トランジスタの電極パターンに沿って画像を作成するもので、従来型の電子

ペーパーと同等レベルの画像解像度を実現します。従来型の電子ペーパー

は、半導体の微細加工技術で作られているため、製造工程が複雑であり、

大掛かりな真空設備を要するなど、環境負荷やコスト面で課題がありまし

た。リコーのこの技術は、電子ペーパー製造にかかる環境負荷とコストを

半減できると期待されています。

反射型ディスプレイの開発

環境負荷とコストの大幅な削減

を実現するインクジェット印刷

技術を利用した電子ペーパー

LCA設計の推進
LCA設計とは、ライフサイクル全体を通

した製品の環境負荷削減目標を設定し、

PDCA のサイクルを回すことによりそ

の目標を達成する設計プロセスです。

リコーでは、2006 年度に「LCA 算出

ツール」を開発し、設計者がより効率的

かつ効果的にLCA 設計を行えるように

なりました。その後、このツールを活用し

て、仕様と関連づけたLCA評価を開発機

において行い、その結果から開発機の削

減目標を設定しています。

バイオマス樹脂による代替材料の開発
リコーでは低炭素／循環型社会での

ものづくりを見据えた「代替材料の開

発」の一環として、バイオマス樹脂を利

用した複写機部品やトナーの開発に取

り組んでいます。バイオマス樹脂は、石

油由来のものに比べて、温暖化を進め

ない再生可能な素材として注目されて

います。リコーでは、2002年から複写

機向けバイオマスプラスチックの開発

に着手し、2005 年、業界に先駆けてデ

ジタル複合機に植物比率（バイオマス

度）50％の本体部品を採用しました。

さらに、2008 年10月には、バイオマス

度を約70％に向上させた新開発のバ

イオマスプラスチック部品を採用した

imagio MP C2200 を発売しました。

また、主成分が樹脂であるトナーは、印

字された後に回収・再利用が難しいた

め、原材料の環境負荷低減が重要です｡

リコーでは、2006 年からバイオマスト

ナーの実用化に取り組み、2009年度中

に発売を予定しています｡

環境ラベルによる情報開示
環境技術開発やLCA 設計により環境に

配慮した製品を開発することはもちろ

ん、そのことをわかりやすく情報開示す

ることも重要です。リコーでは、環境に配

慮した製品であることをお客様にご理解

していただくため、世界のタイプⅠ環境

ラベルの取得を積極的に進め、タイプⅢ
環境宣言による情報開示にも取り組ん

でいます。

部品再生工程のドライ洗浄技術
資源のリサイクルを行っても、再生工程

で発生する環境負荷が大きければ効果

的なリサイクルとは言えません。リコー

では循環型生産システムの開発に注力

し、水を使わない独自の「ドライ洗浄」

技術を開発しました。従来、部品の再生

工程ではトナーの付着した部品の洗浄

に水を使用していたため、廃水の後処

LCA（Life Cycle Assessment）
製品の「ゆりかごから墓場まで」、つまり原材料を
製造するための資源採取から、製造・輸送・販売・
使用・保守・回収・リサイクル・廃棄に至るまでの
間に、どのような環境負荷が、どの程度あるの
かを定量的に把握することを意味します。また、
その一部を取り出して使用することもできます。

※ 環境ラベルについての詳細はホームページをご覧ください。
　 http://www.ricoh.co.jp/ecology/label/index.html

理や乾燥のためのエネルギーが必要で

した。ドライ洗浄では水の代わりに小

さなフィルムを高速で吹き付け、付着し

たトナーをそぎ落とすことで、超音波洗

浄と同等の洗浄品質を実現しました。

リコー御殿場事業所の感光体ユニット

カートリッジ再生工程で実用化したと

ころ、洗浄の時間や廃水、乾燥に必要な

エネルギーを大幅に削減することがで

きました。2008年度は、この技術をリ

コーインダストリーフランスの再生工程

に展開しました。

気流で樹脂のフィルムを加
速して対象物に衝突させ
汚れを除去します。

汚れのみが排出され、樹脂
フィルムは循環しながら繰
り返し利用されます。

汚れの除去 汚れの分離・排出

汚れ

樹脂フィルム 樹脂フィルム

集塵口

排出
汚れ
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に関する取り組み製 品 省エネルギー・温暖化防止

お客様先での省エネ効果を高めるために、
使いやすさと省エネを両立する技術開発を行っています。

■考え方
省エネ性能が優れていても、それが

使いやすく、実際にお客様にご利用

いただけるものでなくては、お客様の

省エネにも、温暖化防止にも貢献す

ることはできません。リコーは、使い

たい時すぐに使える独自の省エネ

技術「QSU」＊をさらに進化させ、全

機種を省エネモードからの復帰時間

10秒以下にすることを目標に、QSU

搭載製品のラインナップを拡充して

います。また、紙の生産には多くのエ

ネルギーを必要とすることから、無駄

な紙の使用を削減することも重要

です（間接的な省エネルギー）。リコー

は生産性の高い両面コピー性能や、

電子化、再生紙の販売促進などに

より、お客様の紙の使用による環境

負荷削減に努めています。

■2010年度までの目標
◎リコー省エネ目標の達成

■2008年度のレビュー
高速複合機の分野において、リコー

独自の省エネ技術「HYBRID QSU」

により、省エネモード(スリープモード)

から10秒復帰＊1を達成した「imagio

MP 7501/6001シリーズ」を発売

しました。省エネモード設定を有効

にしている時でも原稿のセットやコ

ピーの設定を行っている間にウォー

ムアップが完了する「使いやすさと

省エネの両立」を実現しており、標準

消費電力量（TEC値）＊27.73kWh＊3

を実現しました。また省エネモード

から10秒以下で復帰するQSU技術

搭載機の販売台数も順調に増加し、

CO2削減効果は年間約48,200トン

に上りました（グラフ❹）。

＊ 待機時の省エネモードからすぐに復帰 (Quick
　 Start-Up)できる、リコー独自の省エネ技術｡

エネルギー消費量の推移

省エネモードからの復帰時間の推移 QSU技術の効果

（kWh）

❶モノクロ複写機・複合機 ❷カラー複写機・複合機

2004

10.6

2005

5.6

2006

5.0

2007

4.6

2008

3.2

◎省エネ値の算出方法は以下の通りです。
　Σ〔〈復帰時間10秒の場合の消費エネルギー（kWh）〉＊1×年間販売台数〕／Σ年間販売台数
＊1 復帰時間10秒の場合の消費エネルギー：省エネモードからの復帰時間が10秒となるモードで、国際

エネルギースタープログラムで定められた測定法に基づき、測定したTEC値を使用しています。
（10秒で復帰しない機種は待機時電力にて測定）

（秒）

❸カラー複写機・複合機

2008

◎省エネ値の算出方法は以下の通りです。
　Σ〔〈スリープモードからの復帰時間（秒）〉×年間販売
台数〕／Σ年間販売台数

0.0

12.0

10.0

6.0

4.0

2.0

8.0

20.0

40.0

0.0

60.0

80.0

120.0

100.0

（年度）

（年度） （年度）2007200620052004

107.0

※ ❶❷のグラフは、日本での販売台数をもとに算出しています。

❹QSU技術によるCO2の削減量

（千 t - CO2）

0.0

40.0

20.0

60.0

80.0

100.0

《グローバル》

《日 本》

（kWh）

2004

22.0

2005

20.0

2006

10.8

2007

10.5

2008

9.7

0.0

25.0

20.0

10.0

5.0

15.0

（年度）

●CO2発生量A

34.138.0
44.6

98.5

2004

29.0

A

B

2005

22.7

2006

46.1

2007

50.4

2008

48.2

49.1

35.1 37.2 37.1

21.7

※ ●＋●：全てのQSU製品がQSU技術非搭載と仮定
　 した場合のCO2排出量
　 ●：実際のCO2排出量
　 ●：QSU技術搭載製品により削減されたCO2量

●CO2削減量B

BA

B

A

■今後の取り組み
より多くのお客様に省エネモードを

ご使用いただけるように、ＱＳＵ技術

のさらなる改善を行い、カラー機分

コ　ス　ト

コスト項目 主なコスト 金　額

研究開発コスト
省エネユニット開発費、

部品費など
583.3
百万円

私的効果 顧客効果
経済効果

売上貢献額
1,155.3百万円

使用時電気代削減
422.5百万円

CO2削減量
6,943.4（t）

環境保全効果

効　　果

※ 使用時電気代およびCO2排出量削減は、1日8時間、1カ月20日稼働時間による1年間の効果です。
　 私的効果は、2008年度売上実績に対する効果です。

製品における省エネルギー活動のセグメント環境会計（カラー QSU製品開発におけるコスト対効果実績）

＊1 従来機「imagio MP 7500 / 6000シリーズ」は
　　30秒以下。 
＊2 国際エネルギースタープログラムで定められた測
　　定法による数値。 
＊3 数値はimagio MP 7501 SP。 imagio MP 7501
　 は9.22kWh、imagio MP 6001 SPは6.75kWh、
　　imagio MP 6001は7.60kWhとなります。

野でも使いやすさ（省エネモードから

の復帰時間短縮）と省エネを目指し

ます。
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省エネ技術の進化
QSU（Quick Start-Up）とは、複写機の

効果的な省エネを実現するリコー独自

の省エネ技術で、省エネモードから素早

く複写機を使用可能にします。お客様調

査により、省エネモードからの復帰時間

が長くなるほど省エネモードの利用率

が下がることがわかっています。リコー

では、お客様に省エネモードをもっと利

用していただくため、QSU技術の開発

に力を注いできました。2001年、QSU

を初搭載したモノクロ複合機imagio 

Neo 350シリーズが省エネ大賞の最

高賞である経済産業大臣賞を受賞。そ

の後も、従来のQSUとキャパシタ（蓄

電デバイス）を組み合わせた「HYBRID 

QSU」をモノクロ高速デジタル複合機

に搭載し、QSU搭載製品のラインナッ

プを拡充してきました＊1。2006年度

には、新たにIH＊2 定着方式による「カ

ラーQSU」技術を開発し、従来困難とさ

れてきたカラー複合機においても復帰

時間を短 縮しました。2008年6月発

売のimagio MP C4000では、カラー

QSUと新開発の新カラーPxPトナーの

搭載により、スリープモード＊3からの復

帰時間15 秒以下を達成しています。プ

リンターの分野では、独自のGELJETテ

クノロジーによる省エネ製品を開発し

ました。2007年9月発 売 のIPSiO GX 

2500は最大消費電力35W以下、蛍光灯

1本並みの低消費電力を実現しました。

＊1  キャパシタ搭載機は、100V電源を使用する日本国内

　　 発売製品のみ。

＊2  「Induction Heating」の略で、コイルに流れる電流に

　　 より発生する磁力を使って金属を瞬時に高温にする

　　 技術。電気炊飯器やコンロでも広く採用されています。

＊3  省エネモードの種類

HYBRID QSU技術

AC電源

メインヒーター

サブヒーター

キャパシタ加圧ローラー

定着ローラー

用紙

●HYBRID QSU技術
QSU技術にキャパシタ（蓄

電デバイス）を搭載し、待

機電力の一部をため込み、

立ち上げ・印刷時に使う技

術。高速タイプの複合機に

搭載。

●カラー QSU技術
磁力の働きで発熱させる

IH（電磁誘導加熱）技術に

よって、定着ローラー自体

が発熱する方式に改良。カ

ラー機でも、使いやすさと

省エネを両立。

カラーQSU技術

IHコイル

用紙
定着ローラー 加圧ローラー

●GELJETビスカスインク
GEL JET ビスカスインク

（高粘度高浸透性顔料イン

ク）は、普通紙でレーザープ

リンター並みの高画質、両

面高速印刷を実現。低消費

電力でコストセーブ。

GELJETTMビスカスインク

紙の繊維に染み
込みやすく、にじ
み、広がる。

染料インク

紙についた瞬間
にジェル化し、
にじみを抑制。
乾きも素早い。

GELJET
ビスカスインク

乾きが遅く、定着
時間がかかる。

顔料インク

●新カラーPxPトナー
より定着温度が低いトナー

を採用し、ウォームアップ

タイムの短縮と連続出力ス

ピードの高速化、使用時の

省エネルギーを実現。

新カラーPxPトナー

（℃）

新カラー
PxP

カラー
PxP

粉砕カラー

トナー定着温度の比較（リコー製品比）

200
190
180
170
160
150
140
130
120

23ページ
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に関する取り組み製 品

より使いやすい省エネモード

10秒復帰を目標にした取り組み
リコー製品がライフサイクルを通して地

球環境に及ぼす影響を温暖化の面から

評価した結果、生産・輸送・販売・保守な

どのリコーグループの事業活動によっ

て排出する温室効果ガスと同様に、お

客様が製品を使用する際の電力による

ＣＯ2 の量が大きいことがわかっていま

す。省エネモードとは、製品が待機状態

のまま一定時間が経過すると、自動的に

電力消費を抑えた状態に移行する機能

で、お客様がリコー複写機をご使用にな

る際の省エネルギーに貢献します。より

高い省エネ効果を得るには、節電レベ

ルの高いモードへの移行時間を短く設

定する必要があります（右表参照）。お

客様調査の結果、省エネモードからの

復帰時間が10秒以上になると、待ち時

間が長いと感じるお客様が多いことが

わかっています。そこで、省エネモードを

より多くのお客様にストレスなしで使っ

ていただくために、リコーでは、省エネ

モードからの復帰時間10秒以下を目標

省エネルギー・温暖化防止

＊1 省エネモードの種類。
＊2 室温20℃以下の場合。ご使用環境やご使用状況により、
　   数値が異なる場合があります。

RFタグの情報を書き換え表示できる

RECO-View RFタグシート

《リコー／日本》
2003 年、リコーは、カードやシートに

印字した文字を再び書き換えて印字す

る独自の「リライタブル技術」とRFタ

グを連携させた「RECO-View RFタグ

シート」を開発しました。このシートは、

タグに記録されているデジタル情報を

シートに表示し、タグを書き換えるごと

に表示も書き換わる仕組みをもち、約

1,000 回＊の書き換えが可能で、ライ

フサイクルでのCO2を85％削減できま

す。また、RFタグに書き込まれた業務プ

ロセスの管理情報を作業者が目視で確

認できるため、人為的なミス防止に役立

ち、物流、医療、オフィスなど幅広い分野

のお客様にご活用いただいています。

に技術開発に取り組んでいます。モノク

ロ複合機では2001年2月に発売された

imagio Neo 350においてスリープモー

ド＊1からの復帰時間10 秒以下＊2 を

達成し、以降、多くの機種で「10秒復帰」

を展開しています。カラー複合機では

imagio MP C4000 にスリープモード

からの復帰15秒以下＊2を達成しました。

また、スリープモードからの復帰時間10

秒を達成していない機種については、

10秒で復帰できる範囲で省エネを行

う「予熱レベル2」ボタンを設け、使い

やすさを損なわずに、少しでも省エネを

していただけるようお客様にお勧めして

います。

紙削減による温暖化防止

1,000回プリント時のCO2排出量比較

76

紙によるプリント
（1,000枚）

リライタブルプリント
（1枚）

543210

●製造時 ●使用時 ●回収時 ●処理時

【対象範囲】●製造時：材料および製造工程●使用時：RW用プリンター（使用電力から算出）/レーザープリンター（使
用電力およびトナーから算出）●回収時：使用現場から 4tトラックで100km 輸送●処理時：廃棄（熱回収あり）/
廃棄（熱回収なし）/埋立 / 古紙回収（紙のみ対象）　【出典】●紙：J-LCAデータベースによる。●リライタブルシート：
材料は独立行政法人物質・材料研究機構エコマテリアル研究センター 4000ss による。●電力・ガスは環境省データ
による。●プリンター：IPSiO NX810 データによる。●回収と処理：紙パ技協誌 55（6）838-852（2001）

約85％削減

●A

A B C D

●B

●B

（kg-CO2）

●C

●A ●D

●D

省エネモード設定レベルとその効果

説　明設　定 省エネ効果

予　熱 小

低電力 中

スリープ 大

＊ 製品には操作パネルにある「電源」と胴体にある「主電源」があります。
※ 各機種で設定可能な省エネモードおよびモード別の消費電力等については「使用説明書」等をご確認ください。

すぐに復帰可能な状態で待機するモードです。機種により約10秒で復帰で
きる範囲で省エネを行う「予熱レベル2」を用意しています。

定着ヒーターの温度を下げることで、短時間の復帰を維持しながら省エネ
を行います。

操作パネルの電源ボタン＊を切った状態に移行することで高い省エネを実
現します。製品が室温並みまで冷めてしまうと、ウォームアップ同等の復帰時
間を要することがあります。

＊ 使用状況に応じて変動します。
※ RECO-Viewの詳細は、http://www.reco-view.com
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に関する取り組み製 品 省資源・リサイクル

■考え方
リコーグループは、コメットサークル

のコンセプト「内側ループのリサイク

ル優先」に基づいて、リユースやリサ

イクルの優先順位を細かく定め、環

境負荷が少なく、経済効果の高いリ

サイクルに取り組んでいます。今後予

想される資源枯渇に備え、徹底した

資源の有効活用に取り組み、新規資

源投入量の少ない製品づくりを実現

するため、開発、設計、調達、生産、回

収・リサイクルの各部門が連携して、

「製品の小型・軽量化、長寿命化」「リ

ユース・リサイクル性の向上」「クロー

ズドループのマテリアルリサイクル

の促進」「再生機の品質向上」「包装材

の削減」などの活動を展開していま

す。さらに、枯渇リスクに備えたバイ

オマス樹脂などの「代替材料の開発」

「より環境負荷の少ない再生プロセス

技術の開発」に取り組んでいます。

■2010年度までの目標
◎使用済み製品からのリユース部品

　使用質量を2010年度までに1,910

　トンに向上（日本）

◎使用済み製品からのリユース部品

　使用質量を2010年度までに6,000

　トンに向上（海外）

◎再生プラスチック使用質量の2010

　年度目標の達成。2010年度目標：

　750トン（日本）

◎使用済み製品の資源循環量（再使

　用量＋再資源化量）を2010年度

　までに16,000トンに向上（海外）

◎バイオマストナーの製品化

■2008年度のレビュー
日本国内での使用済み製品からの

リユース部品使用質量は、1,735トン、

海外は4,898トンとなっています。

また、海外での使用済み製品の資源

循環量は13,623トンとなり、目標

達成に向けリサイクルを促進してい

ます。また、日本国内での再生プラ

スチックの使用質量につきましては

821トンと2010年度の目標値を上

回っています。複写機の回収台数と

再資源化率は米州のシステム不具合

により、2008 年度分のデータの収

集ができなかったため、米州を除い

た数値となっています。また、トナー

カートリッジの回収質量が減少して

いますが、軽量化による削減効果が

含まれています。

■今後の取り組み
今後も再生複写機の生産・販売量の

拡大と再生部品・再生材料の使用量

拡大など、再生資源の有効利用を進

めることで、より環境負荷が少なく、

経済性の高い製品の提供を進めてい

きます。このためには、資源の再生技

術や、使用済み製品の回収量拡大お

よび回収品質の向上が重要です。回

収資源を有効に活用し、新たに自然

界から取り出す新規資源の投入を抑

制することにより、持続可能な社会

の実現に貢献していきます。

❶複写機・トナーカートリッジの回収実績／再資源化率

回収量

複写機

トナーカートリッジ

307,047台

1,023（t）

319,643台

993.5（t）

2006年度 2007年度

再資源化率

2008年度

264,899台＊

982.6（t）

2008年度

98.7％＊

99.0％

《グローバル》

＊ 米州のデータを除いた実績を記載しています（「2008年度のレビュー」参照）。

コメットサークルの考え方に基づいて、
再生資源の使用量拡大を世界で推進しています。

コ　ス　ト

コスト項目 金　額

製品リサイクルコスト 632百万円

2,197百万円

項　目 金　額
経済効果

売上高

環境保全効果

効　　果

※ 社会的効果は、お客様の廃棄物処理費回避額です。

製品におけるリサイクル活動のセグメント環境会計（日本）

回収／再資源化コスト

コスト総計 2,829百万円 社会的効果

12,999百万円

2,115百万円

再資源化量
26,440（t）

前年比
2,229（t）減

最終処分量
117（t）

❷リユース部品使用質量
（t）

2008

1
,7
3
5

2010
目標

1
,9
1
0

（年度）
0

500

1,000

1,500

2,000

❹リユース部品使用質量
（t）

（年度）
0

2,000

4,000

6,000

❸再生プラスチック使用質量
（t）

（年度）
0

200

400

600

800

1,000

《日本》 《日本》

《海外》 《海外》
2008

8
2
1
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7
5
0
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4
,8
9
8
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目標

6
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❺資源循環量
（t）
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1
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1
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に関する取り組み製 品 省資源・リサイクル

リサイクル対応設計

《リコー／日本》
リサイクル対応設計は、製品の「省資源・

リサイクル」を促進するために欠かせ

ない取り組みです。1993年に発足した

リサイクル技術分科会（当初は別名称）

は、「コメットサークル」に基づいた初の

リサイクル対応設計方針を策定し、材料

へのグレード表示、再使用を想定した

強度設計、高付加価値部品のリユース、

高品質素材のリサイクル、解体・分別性

の向上、包装材を減らすための強度設

計などさまざまなノウハウを確立してき

ました｡設計者は設計後にリサイクル対

応設計セルフアセスメントを行って、さ

らに改善を行う仕組みになっており、複

写機やプリンターの設計者にとって、リ

サイクルへの配慮は設計手順に組み込

まれています。また、規定の改定や新し

い法規制への対応のフォローアップとし

て、年2回のリサイクル対応設計講座を

開催しています。対象はリコー設計部門

だけでなく、グループ会社や仕入れ先企

業の設計者で、2008年度は2月と8月

に開催し、約60名が参加しました。

リサイクル事業の推進

《リコーグループ／グローバル》
日本においてリースを中心としたビジ

ネスモデルをもつ複写機には、製品１台

１台を把握する仕組みがあり、それを活

かした回収システムで資源の有効利用

を図っています。またそこで蓄積したノ

ウハウは、ビジネスモデルの異なる国々

でのグローバルなリサイクルシステムの

構築にいかされています｡しかし、回収

には輸送のエネルギーやコストがかか

るうえ、せっかく回収した製品を有効活

用しなければ大きな損失です。リコーで

は、1990年代はじめから「省資源・リ

サイクル」を環境保全活動の柱のひとつ

と位置づけ、市場から回収した複写機・

レーザープリンター、トナーカートリッジ、

TO P I C

モノクロ機に比べ33％の省スペース、

省エネ、バイオマス樹脂部品など

最新の環境技術を搭載
2008 年10月発売のimagio MP C2200

は、カラー複合機でありながら、モノクロ

機を超える小型化を実現しました。カラー

機は、複数色のトナーを使うため機構が

複雑になり、これまでモノクロ機並みの小型化は困難とされてきました。

imagio MP C2200 は、用紙の搬送経路と両面ユニットを大幅に改良す

るとともに、各機構をリコーのもつ最小モジュールをベースに小型化する

ことで、設置面積を従来のモノクロ機に比べて約33.3％削減＊1、質量をカ

ラー前身機に比べて約20％軽減＊2しています。また、マニュアルポケット

にはバイオマス度約70％の新開発のバイオマスプラスチックを採用し、

省資源・再生可能資源によるものづくりの新しいモデルとなる複写機で

す。省エネ性能においても、新カラーPXP

トナー＊3 採用により、標準消費電力量

（TEC）を約30％削減＊4し、お客様の省

スペースと省エネの両方に貢献します。

省資源カラー複合機モデル
imagio MP C2200を発売

消耗部品などのリサイクルに取り組ん

できました。使用済み製品として回収

されるリコー製品は、日本で年間20万

台以上に上り、現在はその全数を再資

源化＊または再生機として再利用して

います。また、リサイクルを継続的に推

進するには、リサイクルによって新たな

経済価値を創出する必要があります。

そこで日本においてリコーは、回収した

製品を再度市場に提供する再生複写

機（再生機）事業に取り組んできました。

1997年10月に初の再生機を発売して

以来、業界に先駆けてラインナップを拡

充し、2008年度現在、35枚／分機から

75枚／分機までを取り揃えています。

また2009年には初のカラー再生機を

発売する予定です。
＊ 複写機の再資源化率99.5％以上。

＊1 imagio MP 2550との比較。本体、両面ユニット、
　　手差し（閉じた状態）、インナーフィニッシャーを装着。
＊2 imagio MP C2500との比較。ADFなし。

胴内装着を可能にしたインナーフィニッシャー

＊4 国際エネルギースタープログラムで定められた測定法に
　　 よる数値。imagio MP C2500 SPの数値3.74との比較。

＊3： 22ページ

小型軽量化を実現したカラー複合機
imagio MP C2200
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リサイクル情報システムによる

再生品質の向上
リコーグループでは、原材料の調達から

販売までの製品情報に限らず、販売後も

オフィス機器を個体ごとに管理する回

収・再生のためのトレーサビリティシス

テム「リサイクル情報システム」を構築し

ています。これは、回収機1台ごとにバー

コードを付し、工程をトレース（追跡）で

きるようにした独自のシステムで、お客

様がご使用中の複写機の使用状況もシ

ステム内のモニタリングDBに記録され

ます。このシステムの導入により、回収機

1台ごとの状態管理ができ、それによる

再生機の効率的な生産と品質向上が可

能となっています。市場から回収された

使用済み複写機は、販社・販売店または

グリーンセンター（全国11拠点）で回収

され、その後、集約センターで機種や品

質を選別し、再生機として再生可能か、部

品リユース、あるいはマテリアルリサイク

ルに回すかの判定を行います。その際、

厳しい基準をクリアした機器のみが再

生センターに送られます。再生センター

では、再度、各部の品質や劣化状態を診

断します。次に、分解、清掃・洗浄を行い、

ハードディスクのデータを完全に消去し

ます。組み立て工程では、劣化した部品

や消耗部品を新品に交換します。その後

検査工程で、新造機の基準と同じ通紙テ

ストや調整、仕上げを施し、出荷します。

このような仕組みにより、リコーの再生

機では、新造機と同じ品質保証が実現し

ています。

資源循環型トナーカートリッジを採用

IPSiO SP 4210

《リコー／日本》
2009年1月、リコーは、資源循環に寄与

するトナーカートリッジを採用したA4

モノクロレーザープリンターIPSiO  SP 

4210を発売しました。この製品では、

カートリッジ（容器）の所有権をリコーが

もち、お客様には中身のトナーのみをお

買い上げいただくことが可能です。カー

トリッジの回収リサイクルの活用効果に

より、トナーの価格を通常と比べて10%

低価格に設定することができました。こ

の製品により、お客様の手間やコストを

省いて、回収・リサイクルを進めることが

でき、資源循環の促進につながります。

imagio Neo 753RC／603RCが

サステナブルデザイン賞

《リコー／日本》
リコーの再生デジタル複合機 imagio 

Neo 753RC/603RC が、2008年度、

財団法人日本産業デザイン振興会主催

のグッドデザイン賞に新たに制定され

た、地球環境問題を踏まえ、持続可能な

社会の実現を目指していると認められ

る商品に贈られる「サステナブルデザイ

ン賞」を受賞しました。受賞理由は「市

場から回収した製品をリサイクルする

という基本的な企業姿勢は業界でも傑

出しており、高く評価できる。さらに、全

体のカタチは明快でシンプル、各部の組

み付け、仕上げもしっかりしている。操作

部のガイダンス性にも優れ、メンテナン

ス性も高いレベル」との評価でした。複写機の再生工程

お客様から
（回収機）

お客様へ
（再生機）

診 断 分 解 洗浄・乾燥

部品検査・組立検査・調整仕上げ

包装改革の推進

《リコーグループ／日本》
リコーでは、1994年にダンボール資源

を節約した「エコ包装」を導入するなど、

包装材の削減に積極的に取り組んでき

ました。2001年には、何度も繰り返し使

える樹脂製の包装材「循環型エコ包装」

を初めて市場に投入しました。2008年

度、日本国内で出荷された複写機の約

70％は「循環型エコ包装」を利用してい

ます。このほか、キズ防止用のラップのみ

を使った簡易包装で、製品を工場からお

客様に直接お届けする活動も行ってい

ます。これらの取り組みによる包装材の

削減効果は、年間約1,350トンで、CO2に

換算すると約1,750トンになります。

循環型エコ包装
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に関する取り組み製 品

環境影響化学物質の低減と確実な管理で、
環境と人に配慮した製品を提供しています。

汚染予防

《グローバル》
●製品の環境影響化学物質排出基準達成状況

オゾン

粉じん

スチレン

ベンゼン

TVOC

3.0

4.0

1.8

＜0.05

18

1.5

4.0

1.0

＜0.05

10

17

リコー基準（mg/h）＊1

［＝2007年1月施行ブルーエンジェル基準］ 達成機種群数＊2

カラー モノクロ

＊1　リコー基準はブルーエンジェル基準と同等です。
＊2  2008年度発売の複写機、複合機およびプリンターの達成機種群（シリーズ製品）数を表示しています。

環境影響化学物質の管理

《リコーグループ／グローバル》
リコーは1993年から「製品に使用され

る可能性のある環境影響化学物質」に

ついて独自の基準を設け、削減に取り組

んできました。その後も定期的に見直し

を行い、最新の規制動向や科学的知見

などを取り入れ、化学物質の管理を行っ

ています。製品づくりに関わる全部門

（設計・資材・生産）が一体となって化学

物質管理体制強化を進め、2006年3月

末に、仕入先企業における化学物質

マネジメントシステム（CMS）をグローバ

ルに構築。同時に、リコーグループ内の

化学物質管理体制の強化を図り、国内

で製品含有化学物質マネジメントシステ

■考え方
リコーグループは、製品による環境

への影響削減と、お客様の使用時の

快適性・安全性の向上を図るために、

「製品に含まれる環境影響化学物質

の確実な管理体制の構築」と「製品

使用時に排出されるオゾン・粉じん・

VOC類＊の低減」「サプライ製品の安

全性の確保」を大きな目標として取り

組んでいます。また、製品に含まれる

環境影響化学物質は、使用後の廃棄

時に適切な処理を行わないと環境に

影響を及ぼします。エコバランス評価

によると、製品に含まれる環境影響

化学物質の使用量削減は、製品のラ

イフサイクル全体の環境負荷低減と

製品リサイクル時のコスト削減に大

きく寄与することもわかっています。

リコーグループでは、仕入先企業を

含む製品づくりのフロー全体の中で、

環境影響化学物質の削減と確実な管

理体制の構築に取り組んでいます。

■2010年度までの目標
◎オゾン・粉じん・VOC類のリコー自主

　基準の遵守

◎REACH規則への対応に必要な管理、

　情報伝達の仕組みの強化

■2008年度のレビュー
製品の環境影響化学物質排出につ

いては2007年1月施行のブルーエン

ジェル基準にも準拠できるよう対応

し、2008 年度発売の複写機、複合機

およびプリンター、計17シリーズの

機種群においてオゾン・粉じん・VOC

類のリコー基準を達成しました。

■今後の取り組み
引き続き製品の環境影響化学物質

の製品からの排出低減を図ってい

きます。

＊ 揮発性有機化合物（Volatile Organic Compound)。

ムの構築を完了、海外に関しても2006

年7月に完了しました。さらに化学物質

が万が一混入した場合に適切な一次

対応を行い、拡大（部品や製品の出荷）

を阻止し、再発防止を図るフローを確立

し、製品含有化学物質マネジメントシス

テムのさらなるレベルアップを進めてい

ます。リコーグループ管理対象物質につ

いては、2007年度に、リスク管理の考

え方に基づき、人体・環境に影響を与え

る可能性のある化学物質の使用の制限

と管理の強化を行うべく、対象物質の

見直しを開始し、2008年度に対象物質

の範囲を拡大し、約3,400物質としまし

た。また、REACH 規則＊に対応するため、

2007年度からサプライチェーン全体で

化学物質情報の伝達が確実に行える

仕組みづくりも行っています。

＊： 28ページ
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リコーグループ機器製品の含有禁止物質、含有制限物質、含有管理物質、欧州RoHS 指令規制物質の関係

リコーグループ
機器製品の含有禁止物質 
（16物質群）

リコーグループ
機器製品の含有管理物質

欧州RoHS指令
規制物質（6物質群）

リコーグループ
機器製品の含有制限物質
（1物質群）

●PVC（ポリ塩化ビニル）

●鉛およびその化合物
●六価クロムおよびその化合物
●カドミウムおよびその化合物
●水銀およびその化合物
●PBB
●PBDE

●アスベスト
●PCB
●PCN
●PCT
●短鎖型塩化パラフィン
●オゾン層破壊物質
●TBTO
●TBT類、TPT類
●PFOS
●特定アミンを形成する一部の
　アゾ染料・顔料

REACH規則への対応

《リコーグループ／グローバル》
欧州における新たな化学物質規制であ

るREACH規則＊1 は、欧州に輸出する

製品や部品に含まれる一定量以上の化

学物質のすべてについて、2018年5月

までにデータ登録することを義務づけ

ています。また、機器製品などの成形品

も対象とした情報伝達義務があり、その

対象物質は1,500以上に及ぶと言われ

ています。リコーグループでは、規制に対

応できるよう仕組みのレベルアップを

目的に2008 年2月、グループ生産部門

（一部販売部門も含む）社員のべ180名

による「REACH対応ワーキンググルー

プ」を発足しました。主な取り組みは、

素材・化学品メーカー、部品メーカー、

グループ生産事業所など川上から川下

までのサプライチェーンのすべてを通し

て、化学物質情報を正確かつ効率よく

収集・管理し、お客様の要請に応じて迅

速に情報提供できる仕組みを構築する

ことです。2008年度は、JAMP＊2 シス

テムと連動した化学物質情報伝達に関

＊1 REACH規則
　　EU化学物質の登録・評価・認可・制限に関する規則（Regist-
　　ration, Evaluation, Authorisation and Restriction of
　　Chemicals Regulation）。化学物質の安全性評価のため、
　　事業に関わる化学物質を使用状況に応じて登録・管理
　　することを求めるEUの規則。2007年6月1日発効、2008
　　年6月1日から段階的に規制開始。

＊2： 29ページ

製品含有化学物質マネジメントシステムとCMS

リコーグループ
製品含有化学物質
マネジメントシステム

リコーグループ

仕入先企業

生産工程での混入・
汚染防止

お客様への
正確な含有情報の提供

不適合製品発覚時に
誤出荷しない識別管理

グループで遵守する禁止・制限・
管理物質の決定および周知

サービス用消耗品の禁止・
管理物質の管理

製造部門

設計図面への禁止・
管理物質情報の記載

販売部門

保守・
サービス
部門

輸送部門 開発・設計
部門

CMS＊

（化学物質
マネジメント
システム）

購入品の禁止・
管理物質情報の入手・

管理

資材部門

環境部門

＊ Chemical substance Management
　 Systemの略で、環境影響化学物質
　 が混入しない生産体制・仕組みのこ
　 と。リコーグループは仕入先企業の
　 CMSの構築支援・認証を行っている。

部品・材料に
混入しない生産体制

32ページ

する共通ルールの作成や情報伝達関連

データベースの開発を行い、2008年11

月には、国内仕入先企業408社を集め

て説明会を開き、化学物質情報の提供

を求めました。2009年2月には、中国

の仕入先693社、同4月に韓国の仕入

先92社に展開しました。2009年度は、

2011年の届出開始を目指して、これら

の仕組みの強化、改善を行い、その後の

運用につなげていきます。
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に関する取り組み製 品 汚染予防

＊1 「形があって寸法が測れるもの」全般をいい、製品・半
　　 製品や部品などが該当します。
＊2 ‘Material Safety Data Sheet plus’と‘Article Infor-
　　 mation Sheet’。どちらもJAMPが推奨する製品含有化
　　 学物質情報を伝達するための基本的な情報伝達シート。

I N TERV IE W
（社）産業環境管理協会（JAMP事務局） 様

世界初の業界横断的組織の活動
REACH規則は、人や環境への危険性（ハザード）が立証

された特定の物質を制限する従来の考え方とは異なり、

物質のハザード、量、状態、暴露機会などを評価するリスク

管理の考え方に基づいた新しい化学物質規制です。この

ようなリスク管理の考え方が広まれば、膨大な数の化学

物質を有効かつ適正に利用するにはどうすればよいかの

理解が進み、世界レベルで化学物質の使用による環境へ

の影響を最小にする社会が実現します。JAMPは、電機、

化学、精密機械などの17社の環境先進企業が発起人と

なり、製品に含まれる化学物質情報の伝達をシームレス

で行う仕組みづくりを目的に発足した組織です。このよう

な業界横断的な取り組みの実現は、世界初とも言われて

います。

リコーグループなどの環境先進企業の協力で、

シームレスな化学物質情報伝達が実現。

アーティクル
マネジメント
推進協議会に

聞く

物と情報が一緒に流れる効率のよい情報伝達
2009年5月現在、JAMP 会員企業は345社を超え、6月には

JAMPグローバルポータルシステムがいよいよ本格的に稼働

します。このシステムの活用により、従来は川下メーカーが川上

にさかのぼって請求していた化学物質情報を、物の流れと同

じく川上から川下へスムーズに伝達することができます。

リコーには、JAMPの事業企画実行委員会や国際化企画実行

委員会などで、組織の運営実務サポートとシステムの国際的整

合性やパフォーマンスの向上という重要な役割を果たしてい

ただいています。日本メーカーのサプライチェーンはすでに

アジア全域に広がっており、このシステムの活用は、アジア圏

全体の競争力向上につながります。今後もリコーには、JAMP

システムの国際標準化に向け、積極的にご協力いただけるよ

う期待しています。　※ http://www.jamp-info.com/　（JAMPホームページ）

（社）産業環境管理協会
（JAMP事務局）
企画参与　工学博士
横山 宏 様

JAMPサーバー
情報の共有

JAMPによるアーティクルの化学物質情報伝達システム

化学品メーカー
MSDS plus

素材・原材料メーカー
MSDS plus

AIS

部品メーカー
AIS

製品メーカー

化学物質含有情報登録 化学物質含有情報取得

製品の上流工程での化学物質含有情報取得

JAMPとの連携

《リコーグループ／グローバル》
REACH 規則の発効を受け、欧州への

輸出製品を扱うメーカーは対応が必要

となっています。この規制はサプライ

チェーン全体に及ぶため、川上、川中の

素材・化学品、部品メーカーは、複数の

取引先から個別に情報提供を求められ

ることになります。その際に、共通のルー

ルや書式、データベースなどがあれば、

サプライチェーン全体で、化学物質情報

を効率よく、円滑に伝達・開示すること

ができます。アーティクルマネジメント推

進協議会（Joint Article Management 

Promotion-consortium：JAMP）は、

アーティクル＊1 に含まれる化学物質情

報伝達の仕組みを業界横断で作り、普

及させることが、産業の競争力向上に

つながるとの認識のもと、2006年9月

に発足しました。リコーはこの理念に賛同

して発起人企業の1社として参画し、運

営やデータベース提供とシステム化な

どに協力しています。JAMPの主な活動

は、製品含有化学物質情報を伝達する

ための基本的な情報伝達シートである

「MSDS plus」や「AIS」＊2 の作成です。

さらに、各メーカーのもつ化学物質情報

をJAMP サーバーに登録し、多くのメー

カーがこれらを共有できるポータルシス

テムを構築しています。これらの仕組み

の完成により、メーカーは個別の情報提

供システムを構築する必要がなくなり、

効率的に規制に対応できます。リコーで

は、今後もJAMPの活動を通じて、化学

物質の使用による環境への影響を最小

限に抑える社会の仕組みづくりに貢献

していきます。
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サプライ製品の安全性評価システム

製品ごとに決められた安全性評価項目を入力
評価プロセスと評価方法も設定

原材料の安全性データと
各国法規制に該当するか

否かを入力

製品の安全性試験結果を入力

原材料安全性
データベース

製品試験結果
データベース

自動判定により、製品安全性評価の
精度と効率が向上

製品の
安全性評価結果
データベース

安全性仕様
データベース

リコー安全基準
各国法規制

自動判定

サプライ製品の化学物質管理

《リコーグループ／グローバル》
トナーや現像剤などのサプライ製品に

は、さまざまな化学物質が使われていま

す。リコーグループでは、「製品の安全性

は顧客満足の基本条件である」との考

えのもと、適切な化学物質管理による

サプライ製品の安全確保に取り組んで

います。サプライ製品の安全評価には、

RECSIS ＊1と呼ばれる情報システムを活

用しています。製品形態に応じて、安全性

の確認が必要な項目を定め、MSDS＊2

の作成、新規化学物質の評価、処理方法

の確認、各法規制との照会を行い、製品

の安全性仕様情報を作成しています。ま

た、サプライ製品に使用される化学物質

を各国の法規制や社内基準と照合し、安

全性の自動判定を行っています｡2008

年度は、このシステムの情報を活用し、

2008年6月から予備登録が始まった

REACH規則＊3への対応を進めました。

製品使用時に発生する

環境影響化学物質の削減

《リコー／日本》
リコーでは、製品の使用時に発生する

化学エミッション＊について独自の基準

を設け、その削減に取り組んでいます。

複写機やプリンターなどの製品は、社内

に設置された化学エミッション試験所

で測定が行われます。リコーは、ドイツ

のBAM（Bundesanstalt für Material-

forschung und -prüfung：材料研究お

よび材料試験に関するドイツ連邦研究

所）から公式試験機関として認証されて

おり、この試験所での測定データは、ド

イツの環境ラベルであるブルーエンジェ

ルの申請用データとして認められます。

化学エミッション試験所（大森事業所）

＊3： 28ページ

＊1 Ricoh Environmental & Chemical Safety Information 
　　System（リコー環境・化学品安全情報システム）
＊2 Material Safety Data Sheet（材料安全データシート）

＊ 製品から排出される化学物質で、オゾンや粉じん、VOC
　（Volatile Organic Compound: 揮発性有機化合物）など
　 があります。
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に関する取り組み製 品 原材料・部品調達

■考え方
リコーグループでは、仕入先企業と

のパートナーシップを重視したグ

リーン調達活動を推進しています。

グリーン調達とは「環境保全の進ん

だ工場で作られた、環境負荷の少な

い原材料・部品・製品を調達するこ

と」です。その狙いは「リコー製品の

ライフサイクル全体の環境負荷低

減」「資源・エネルギーの有効活用に

よる仕入先企業およびリコーグルー

プのコスト低減」にあります。さらに

これらの活動を積み重ねることで、

地球環境保全はもちろん、リコーグ

ループと仕入先企業の経営体質の

強化を目指しています。2010年度ま

での活動方針は「部品調達における

環境負荷削減」「化学物質マネジメ

ントシステム（CMS）の維持・更新」

「REACH規則への対応による環境

負荷情報収集」です。また、紙につい

ては独自の調達基準と再生紙の古紙

配合率規定を設け、生物多様性保全

に配慮した調達活動を行っています。

■2010年度までの目標
◎仕入先企業へのCO2排出量削減

　活動の展開

■2008年度のレビュー
CO2削減活動は、温暖化防止への貢

献と同時に原価低減効果もあり、仕

入先企業の経営体質強化につなが

ると考え、業務での改善活動とCO2

削減活動を展開しています。2008

年度は画像機器製品分野の主要な

仕入先企業に対し、省エネ活動推進

に関する研修会を開催し、自ら削減

計画を立案いただくことで、自主的

取り組みを促しました。また、CO2削

減の先行事例づくりのため、モデル

仕入先企業とともに仕入先企業の目

標達成に向けた共同活動を実施して

います。また、リサイクル用紙につい

ては、古紙配合率の不適正表示問題

に関連して、2008年1月より販売を

中止していましたが、工場監査を実

施し、古紙配合率を含めた品質の確

保が確認されたことから、2009年

4月に販売を再開しました。

■今後の取り組み
モデル仕入先企業との活動で得た

ノウハウ・事例を整理して、改善の進

め方・基準ガイドづくりを行います。

またこれらを通して情報を共有化

し、仕入先企業とともに進めるCO2

削減活動のさらなる展開を図ってい

きます。

仕入先企業とのパートナーシップにより、
製品ライフサイクル全体での環境負荷削減に取り組んでいます。

古紙配合率の

不適正表示問題に対する対応

《リコーグループ／日本》
2008 年1月、リサイクル用紙の古紙配

合率の不適正表示が明らかになり、4月

末には、製紙会社8社に対し公正取引委

員会による排除命令が出されました。リ

コーは、同年1月以来、自社ブランドのリ

サイクル用紙の販売を中止しておりまし

たが、その後、日本製紙連合会の古紙パ

ルプ等配合率検証制度＊に独自の監査

項目（投入古紙品質のチェック､パルプ

自の規準を設けて、グリーン購買を推進

しています。

仕入先企業とのパートナーシップ

によるグリーン調達活動
仕入先企業への環境保全活動支援は、

省資源・リサイクル、汚染予防、省エネル

ギー・温暖化防止の3つの領域で行わ

れています。リコーでは、1998年から、

これらの活動を支える基盤として環境

マネジメントシステム（EMS）や化学物

質マネジメントシステム（CMS）の構築

支援を行ってきました。また、リコー製品

のライフサイクルで発生する温室効果

ガスを分析すると、原材料・部品製造な

どの上流工程で発生する割合が大きい

ことがわかっています。リコーグループ

では、自社で取り組んできた生産プロ

セスにおけるCO2削減活動のノウハウ

を活用して、2007年度から仕入先企業リコーが販売しているリサイクル用紙

流量・濃度などの品質の安定性チェック

および製造ラインの現場確認など）を

加えた工場監査を実施し、古紙配合率

を含めた品質確保が可能であることが

確認されたことから、2009年4月、古

紙配合率100％を含むリサイクル用紙

の販売を再開いたしました。

グリーン購買

《リコーグループ／グローバル》
紙や文具、事務機器などのユーザーとし

て、環境配慮型製品を積極的に使用する

「グリーン購買」を推進しています。国内

のリコーグループは2002年4月に、紙、

文具、事務機器、OA機器、家電製品、作

業用手袋、作業服、照明の8分野を対象

とする「グリーン購買ガイドライン」を

策定し、海外の生産・非生産拠点でも独

＊ 古紙パルプ等配合率検証制度：
　 http://www.jpa.gr.jp/file/topics/20080404044926
　 -2.pdf
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システム（CMS）＊構築を目的に、仕入先

企業の社員を対象にしたCMS 審査員

の育成と認定を開始しました。認定審査

員は、自社の内部監査のほかに、環境影

響化学物質を扱う重要工程をもつ2次・

3次の上流仕入先企業の審査とCMS

構築の支援を行います。2009年3月末

現在、仕入先企業のCMS審査員597社

1,250人が活動し、CMS 構築状況は、

1次仕入先企業944 社1,985サイト、

環境影響化学物質の重要工程をもつ

2次・3 次仕入先企業147社です。さら

に、CMSは2年ごとに更新審査を行っ

ており、2008年度は、181社が更新を

完了しています。

部品製造におけるCO2 排出量算出

ツール「リコレット」の活用
リコーでは、製品の環境負荷削減を確実

に進めるため、部品製造時に発生する

CO2 を可視化する算出ツール「リコレット

（RICO2 RET：RICOH CO2  Reduction

& Evaluation Tool）」を開発し、仕入先

企業での活用を通じたCO2 削減活動を

推進しています。このツールは、部品素

材や製造用消耗品の種類と量、加工に

使われる生産装置や空調・照明などの

エネルギー使用量から、部品1個あた

りの工程ごと、あるいは加工設備ごと

のCO2 排出量を算出するものです。部

品製造工程におけるCO2 の可視化によ

り、製造工程改善の着眼点を早期に見

つけることができ、工程の短縮、複数工

程の同期化といった環境視点（CO2 ）で

なければ実現し得なかった効果を生み

出しています。また、仕入先企業でのリ

コレットを活用した改善活動を通じて、

「新たな工法の構築・新技術の獲得」と

いった他工程へも展開可能な付加価値

も生まれてきており、CO2 の可視化によ

り、部品製造工程で使用している照明、

空調、エアーコンプレッサーなどの間接

的な環境負荷の改善においても大きな

成果につながっています。今後もサプラ

イチェーン全体でCO2 削減の環を拡げ

ていきます。

TO P I C

仕入先企業の事業所CO2削減活動を支援する

研修会を開催
2008年7月に実施した一次仕入先企業174社のCO2 削

減活動実態調査によると、ほとんどの企業がEMSの基盤

をもちながら、CO2を指標としたライフサイクルでの環境

負荷削減活動を実施している企業は4割強にとどまること

がわかりました。削減活動が進まない主な原因は、事業所

設備のCO2 排出量の正確な把握が難しかったことにあり

ました。リコーは、仕入先企業のCO2削減を推進する前段

仕入先企業のCO2削減活動支援

として、2008 年10月、事業所全体のCO2 削減についての

「CO2 削減仕入先様研修会」を開催しました。主なプログラ

ムは、換算係数によるCO2の算出法、エネルギー管理の基

礎知識、事業所の削減活動事例などで、当日集まった45社

66人に対して、より高いレベルでCO2 削減に取り組んで

いただくためのCO2可視化ツール「リコレット」の有効な

使い方を紹介しました｡

国内仕入先企業向け研修会

のCO2削減活動を支援・推進していま

す。2008年度は、部品製造時における

CO2 可視化ツール「リコレット」を仕入

先企業約100社にご導入いただき、工

程、設備ごとのCO2を把握し、改善活動

に着手していただきました。

仕入先企業のCMS構築

《リコーグループ／グローバル》
環境影響化学物質を含有しない製品づ

くりをより確実に行っていくためには、

製造工程の上流にさかのぼって、管理

を徹底していく必要があります。リコー

グループでは、2005年から、サプライ

チェーン全体での化学物質マネジメント

活動の基盤

活動領域

EMS

CMS

汚染予防
製造工程禁止
物質全廃

省エネルギー・
温暖化防止
部品加工工程
環境負荷削減

省資源・
リサイクル
廃棄物削減

仕入先企業の活動領域と基盤

＊： 28ページ
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■考え方
リコーグループは、トップランナーと

して実効性のある温暖化防止に取り

組むために、2010年度までの目標を

設定しています。温暖化防止にはCO2

排出量を総量で削減することが重要

であり、国内リコーグループは2010

年度までに1990年度比で排出総量

12%削減（京都議定書の日本の目標

は6%削減）という高いレベルの目標

を設定し、温暖化防止に取り組んで

います。これは、事業規模の拡大を前

提として設定された目標です。また、

M&A などによる事業の急速な拡大

や、可能性は低いものの、電力事情

の悪化などにより増加するCO2排出

量についても最大限に予測し、それ

に備える手段としてCDM＊1（Clean 

Development Mechanism）の 準 備

を進めています。CO2以外の温室効

果ガスについては、2010年度までに

1995年度比10%削減に取り組んで

いきます。また2009年3月にはライフ

サイクルCO2排出総量の中長期削減

目標（2050年までに87.5％、2020

年までに30％削減：2000年度比）＊2

を設定しました。

■2010年度までの目標
◎2010年度までにCO2排出量を1990

　年度比12%削減（リコーおよび国内

　生産会社）

◎2010年度までにCO2排出量を1998

　年度比10% 削減（海外生産会社）

◎2010年度までに半導体事業分野の

　CO2以外の温室効果ガスを1995年

　度比10%削減
2020年度目標 2050年度目標

リコーグループ
ライフサイクルでのCO2排出総量
（5ガスのCO2換算値を含む）

30％削減＊（2000年度比）
＊ 1990年度比34％削減（国内CO2）相当。

87.5％削減
（2000年度比）

■2020年度と2050年度までの目標

＊1： 37ページ ＊2： 15、16ページ

国内リコーグループ（生産）の2010年度のCO2排出総量削減目標達成のシナリオ

（万t-CO2）

0

15

20

25

（年度）1990
基準年

2010
目標

自主努力による削減
●生産プロセス革新
●高効率設備の導入
●自然エネルギーの導入

17.65

2008

1
6
.0
1

15.60

17.320.65

23.49

国内リコーグループ目標値
90年度比 12%削減

2007

（87.3%）
（90.4%）

1
5
.4
6

A A A

C

●C

18.59
17.71

0.62

2.51

A

●C

D

B

●●●の合計がCO2の
総排出量
（2010年は最大予測値）

A C D

35ページ

●年率4％の事業成長により
　増加するCO2排出量予測
　………………………1.7万t

可能性は低いが、発生し得る
CO2増加リスクを最大限見込
んだ排出量予測
●発電事情の悪化により大幅
　に増加するCO2排出量
●年率4％を超え、7.9％まで
　の事業成長およびM&Aに
　よる事業拡大によるCO2
　排出量…………計6.2万t

C

●CDMによる対応 37ページ

D

B

90年度比 9.6%削減

●D

0.99

（100%）

※ 2008年度からリコープリンティングシステムズおよび山梨電子工業の実績を含めるとともに、過年度の数値を

　 さかのぼって再計算しました（●に含まれています）。C

●D

地球温暖化防止を進めるために、
2010年度までにCO2排出を総量で12%削減します。

生産　省エネルギー・温暖化防止に関する取り組み事業活動

コ　ス　ト

コスト項目 主なコスト 金　額

事業エリア内
コスト 273.7百万円

項　目 金　額
経済効果 環境保全効果

効　　果

事業所における省エネルギー活動のセグメント環境会計（日本）

温暖化防止
コスト

削減項目 削減量

光熱費削減額 1,424.6百万円 CO2排出量
（削減量）

48,956.0（t）

※ CO2排出削減量は、各事業所の温暖化防止施策による削減効果を積み上げたもの（過去に実施した削減施策の貢献分を含む）。

［参考］国内リコーグループのCO2排出量売上高原単位の推移

0

60

80

100

（％）

2000 2007 2008
（年度）
1990 20062005

69.6

100.0

65.871.069.571.2
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■2008年度のレビュー
生産拠点のCO2排出量は、国内で1990

年度比0.3％削減、海外では、1998年

度比2.8％増加しました（グラフ❶、❸）。

1990 年度からの事業成長を考慮す

ると、生産プロセス革新を中心とした

CO2 削減活動は、着実にその効果を

上げています。また、年率4％を超える

事業成長と電力換算係数の変動に

よるCO2増加分をCDMで対応してい

くという、目標達成の考え方に基づく

評価を行った場合、実質的には1990

年度比で9.6％の削減となっており、

目標に向けて順調に推移しています

（　　　　「CO2 排出総量削減目標達

成のシナリオ」の●）。CO2 以外の温室

効果ガスについては、半導体事業分野

で1995年度比34％の削減、グループ

全体で26％削減しました。（グラフ❹）

■今後の取り組み
年率4％までの事業成長によるCO2

排出増加を自主努力で吸収すべく、

2009度以降も生産プロセス革新に

よるエネルギーの使用を抑制したも

のづくりを中心にCO2削減活動を展

開していきます。とくに、成長の大きい

サプライ分野や中国での部品事業な

どを中心に4％以上の成長によるCO2

増加分も削減していけるように進めて

いきます。高効率設備や新エネルギー

の導入についても、投資対効果の大き

いもの、さらに効率的な運用方法もあ

わせて検討しながら、積極的に取り組

んでいきます｡また、発生し得るCO2増

加リスクを最大限見込んだ場合でも

「国内CO2排出総量12％削減（1990

年度比）」を達成するため、CDMによる

対応を準備しています。

❷リコーグループ（生産）

2005年度

 都市ガス（千m3）

 購入電力（千kWh）

灯油（kℓ）

A 重油（kℓ）

2006年度 2007年度

 天然ガス（千m3）

2,205

2,706

15,400

6,079

274,273

1,525

2,730

15,899

7,219

291,276

1,389

2,706

15,789

7,257

296,150

2008年度

1,404

2,945

14,059

6,450

313,902

主要なエネルギーの使用量内訳

❸リコーグループ（生産） ❹リコーグループ（生産）

800

900

1,000
熱量（TJ）

（万 t - CO2）

＊ 温室効果ガスとは、地球温暖化を促進する効果の
ある物質のうち、京都議定書で定められたものお
よびNF3を対象としています。

1995
基準年

3.82

エネルギー使用量（CO2換算・熱量） CO2以外の温室効果ガス＊排出量（CO2換算）

0

2

4

6

8

10

877

1998
基準年

8.45

944

2008

8.69

934

2007

8.67

969

2006

9.10

789

2010
目標

7.61

0

1

2

3

4

（年度） （年度）

●半導体事業A ●半導体事業以外B

（万t - CO2）

A

●B

※ 各グラフでは以下のCO2排出係数を使用しています。
❶❹：環境省の「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（平成15年）」
❸：「GHGプロトコル」

2008

2.51

0.31
2.82

2010
目標

3.44

3.680.24

2007

2.94

0.59
3.53

2006

2.91

0.82
3.73

B

《海 外》 《リコーグループ全体》

0

5

10

15

❶リコーグループ（生産）

●グループ生産会社

エネルギー使用量（CO2換算・熱量）

（万t - CO2）

（年度）

熱量（TJ）
2,459

1,750
2,000
2,250
2,500

●リコーA B
●リコープリンティングシステムズ＋山梨電子工業C

3.47

17.71

1990
基準年

14.24

A

B

2,220

3.45

2006

17.27

13.82

0.99

2,203

3.23

2008

17.65

13.43

2,274

3.42

2007

17.34

13.93

2,164

3.05

2010
目標

15.58

12.53

《日 本》

●C
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33 ページ
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に関する取り組み事業活動

CO2排出削減目標達成に向けた

生産プロセス革新

《リコーグループ／グローバル》
2010年度に国内CO2排出総量12%削

減（1990年度比）を達成するために、リ

コーグループ国内主要生産事業所の事

業責任者が委員を務める「生産プロセ

ス省エネ委員会」で各事業所の生産プロ

セスをチェックし、エネルギーロスを洗

い出すとともに、目標達成のためのCO2

削減量を各事業所に割り当てています。

生産プロセス革新を重視するのは、生

産ラインのコンパクト化によるラインそ

のものの省エネに加え、その波及効果と

して生産ラインの付随設備である空調

やエアコンプレッサーなどの省エネが

図れるからです。これまでに感光体の生

産ラインのコンパクト化や、トナーの充

填装置の大幅な小型化、トナー粉砕ライ

ンや、サーマルシート塗工方式の変更な

どのプロセス革新を実現しました。また

これらの技術は、海外生産会社における

CO2排出総量10%削減（1998年度比）

という高い目標を達成するため、順次、

海外生産ラインへ展開しています。

生産プロセス革新／高効率設備の導入／自然エネルギーの導入

天然ガスボイラーへの転換

《山梨電子工業／日本》
2006年11月にリコーグループに加わっ

た山梨電子工業はセレン／有機感光体ド

ラムなどを生産しています。2007年4月

から2008年8月にかけて、主力工場で

ある宮原工場、大里工場の感光体生産で

使用しているボイラーを、重油型から高

効率の天然ガス型ボイラーに転換しまし

た。その結果、燃料の削減が図れただけ

でなく、ボイラー設置スペースが約40％

になり、重油備蓄用タンクも不要になっ

たため煩雑な管理業務も削減できまし

事業活動の改善による

CO2削減目標の設定

《リコーグループ／日本》
リコーグループは、2010年度までに国

内CO2排出総量12%削減（1990年度

比）の目標を達成するために、生産プロ

セスの革新、高効率設備の導入、自然エ

ネルギーの導入を中心に活動を進めて

います。目標を確実に達成するために

は、計画的な削減活動を展開していかな

ければなりません。2003年、リコーで

は2010年までの事業成長（年率4％）

生産プロセスの省エネと波及効果

生産プロセス

製 品原材料 生産プロセスの革新

エネルギー供給設備の改善

製造側

供給側
事
業
活
動インプット アウトプット

エネルギー源

設備 設備 設備

化石燃料、電力

空調、コンプレッサーなどのユーティリティ、
照明、コージェネ、新エネルギー

CO2 CO2 CO2

CO2

CO2

OIL

を予測し、CDMなどに頼らず、事業活動

の改善などの自主努力によって削減す

るCO2の量を約61,000トンと設定し

ました。そのうち2008〜2010年度に

24,000トンを削減することを目標とし

ています。中期的に具体的な削減量を明

らかにすることで、着手してから効果が

出るまでに時間がかかる削減テーマで

も計画的に進められるようになります。

2008 年度も生産プロセス革新などの

活動を展開し、約10,700トンのCO2を

削減しました。

（年度）

事業活動の改善によるCO2削減量の累計

2010
目標

24,000

2008

10,700

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（t-CO2）

生産　省エネルギー・温暖化防止

た。これらの取り組みによる年間の削減

効果はCO2換算で約531トン、コストでは

約980万円です（フル稼働ベース）。

設置スペースが40％になった天然ガスボイラー
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半導体生産ラインのクリーン空調の改善

《リコー電子デバイスカンパニー 

やしろ工場／日本》
半導体の生産には、空調で厳密に制御さ

れたクリーンな空間が必要です。クリー

ン空調は、外気を取り入れながら空調装

置内の空気とミックスさせ、一定の温度・

湿度・清浄度の空気をクリーンルームへ

と導入するための制御を行います。この

クリーン空調にかかるエネルギーは、半

感光体コンパクトラインの水平展開

《リコーRS事業部／グローバル》
複写機やプリンターに使われる感光体

の生産プロセスでは、ほこりの少ないク

リーンな状態に保たれた空間で感光体

を取り扱う必要があります。従来の大型

ラインではクリーン空調に使用するエネ

ルギーが大きく、投資面、環境面ともに

負担となっていました。そこで、数十本の

感光体をパレットに並べて生産する従来

ラインの発想を根本から見直し、1～2

個流し方式を採用し、局所的にクリーン

空調を行う生産ラインを開発。さらに、

使用エネルギーが大きかった熱風による

乾燥工程も見直し、IH加熱方式による

乾燥技術を開発し、 乾燥時の立ち上げ

時間とエネルギーの大幅な削減に成功

しました。これらの取り組みにより、ライ

ン長6分の１、設備スペースは16分の１、

クリーン空調容積わずか92分の１と

いう超小型の感光体生産ラインが完成

しました。スペースやエネルギーはもちろ

ん、設備コストとライン立ち上げ期間が

大幅に削減され、生産効率も約2倍に向

上しました。 感光体コンパクトラインは、

2009年3月末現在、国内および中国の

2拠点に展開されており、これらの取り

組みによる年間の削減効果はCO2 約

2,300トン、電力量約6,300MWh、コス

トでは約6.5億円です。 この活動は、もの

づくりを根本から見直し、革新的なプロ

セス改善を成功させた事例であり、環境

面、コスト面ともに削減効果が大きいこ

とから、2008年度リコーグループ環境

経営活動賞のプロセス技術革新部門大

賞に選ばれました。

導体生産におけるエネルギーの2分の1

を占めています。やしろ工場では、従来か

ら局所的なクリーン空調を取り入れるな

どの改善を行ってきましたが、2008年

度、空調システムの設定の本格的な見直

しと検証を行い、最適化を図りました。

季節による気温の変化と生産現場から

の発熱の再利用などを考慮して綿密な

設定を行った結果、年間約410トンの

CO2を削減できました。

部品成型工程の加熱方式の変更

《リコーアジアインダストリー／中国》
リコーアジアインダストリー（RAI）の部

品生産部門では、素材の溶解を行う成

型工程における熱エネルギーの利用が

大きな負担となっていました。2009年

1月、この工程をヒーター方式からIH加

熱方式に変更しました。これにより、約

28％の電力消費量を削減できたうえ、

装置からの発熱がなくなったため空調

のエネルギーも削減できたほか、スク

リューの寿命も6倍に延びて設備コスト

の大幅な削減につながりました。この活

動によるCO2削減効果は12.4トンで、今

後はこの改善を他の装置にも展開し、効

果を拡大していく予定です。

太陽熱エネルギー湯沸かし器の導入

《上海リコーデジタル機器/中国》
事業所における継続的な省エネ活動を

進めるうえで、自然エネルギーの活用は

有効な手段のひとつです。上海リコーデ

ジタル機器（SRD）では、2008年8月、

事業所シャワールームの給湯設備に太

陽熱エネルギーを利用した湯沸かし器

を導入しました。これは、太陽光エネル

ギーによる電力とともに、熱も利用して

給湯する新方式のもので、従来の設備に

比べ、電力消費量を80％削減します。今

回の導入によるコスト削減効果は年間

で約2.5万元（35万円）、CO2 換算では

年間22.7トンの削減が見込まれます。

コンパクトライン開発の成果

従来の大型生産ライン

フレキシブルコンパクトライン

洗浄機 UL塗工 CGL塗工 CTL塗工

従来の大型生産ライン長

6分の1 大幅なスペースの削減に成功
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に関する取り組み事業活動 生産　省エネルギー・温暖化防止

CDMプロジェクトへの取り組み
CDM＊（クリーン開発メカニズム）とは、

京都議定書で排出削減義務が設定され

ている先進国の企業などが、途上国で活

動することによって削減・吸収した温室

効果ガスを、一定のルールのもと自らの

削減実績として獲得する仕組みのことで

す。先進国の企業などは、獲得した削減

分を自社のCO2排出削減に利用でき、最

終的には自国の目標達成に活用されま

す。また、途上国にとっては、投資や技術

移転の機会が得られるというメリットが

あります。リコーは、M＆Aなどにより事

リコーグループのCDMプロジェクト選定方針

① 生態系保全・生物多様性の観点で好まし

い案件。植林に関しては環境NGOの認め

るもの。

② どのステークホルダーからも社会的に認

められるもの。

業が急速に拡大した場合や、電力の換算

係数の変化などの外部要因によるCO2

の増加量を最大138,000トンと予測

し、それに備える手段としてCDMの準

備を進めています。プロジェクトは、コス

トパフォーマンスの良さだけでなく、環

境NPOなどとのネットワークを通じて、

「生態系保全や現地の人々の生活向上に

つながるもの」という視点で選定してい

ます。また、プロジェクトを行う事業者に

ついては、CSRの側面からも評価して

います。2008年6月、リコーとして初の

クレジット取得となる、インドの風力発

電事業の排出権30,632トンがリコーの

口座に移転されました。その後も取得に

向け、順調に活動中です。
＊ Clean Development Mechanism

風力発電《インド》

経済成長が続くインドでは、電力需要の

拡大にともなって、廉価な石炭を使った

発電所の増大が懸念されています。リ

コーは、発電に利用するエネルギーを化

石エネルギーから風力エネルギーに切

り替えるため、インド各地で推進されて

いる風力発電事業に参画しています。

バガス発電《エルサルバドル》

エルサルバドルでは、化石燃料への依

存を減らすため、国連のCDM事業とし

てのバガス発電に力を入れています。主

要産業である精糖工場のエネルギー

供給を従来の火力発電からサトウキビ

の搾りかす（バガス）を燃料とした発電

に切り替え、CO2 排出の削減を行いま

す。リコーが参画しているこの事業で

は、2002 年から2005 年の間に合計

45MWの発電機を導入。さらに、コー

ジェネレーションシステムによりエネル

ギーの利用効率を高め、余った電力を

販売する仕組みづくりを行いました。

環境植林《エクアドル》

チョコ・マナビ地方は、世界的に生物

多様性の高い地域でありながら、牧畜

用に森林が切り開かれ、その後の不況

で放棄されていました。プロジェクトで

は、森林再生のため、種子採取と苗木育

成を行い、地元の人々の雇用、植林や原

生林の維持･管理を行います。植林プロ

ジェクトは、CO2吸収量の測定が困難な

ことから国連CDM 理事会の承認が得

にくいにもかかわらず、日本企業単独の

植林プロジェクトとして初の方法論承

認が実現しました。また、生物多様性保

全を主目的としたプロジェクトとしても

世界初の承認例です。

リコーが進めるCDMプロジェクト

プロジェクト名

風力発電
《インド》

バガス発電
《エルサルバドル》

環境植林
《エクアドル》

2006年12月15日 2008年6月／30,632トン、現在59,000トン移転手続中

2007年11月30日

2007年2月15日

モニタリング検証・認証中（190,792トン）

プロジェクト設計書作成中

方法論承認 国連登録 クレジット移転 ／ クレジット取得トン数（CO2）

プロジェクトの進捗
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グローバルでのごみゼロ達成を基盤に
排出物発生と資源ロスの徹底した削減を推進しています。

■考え方
リコーグループは、資源生産性の最

大化を目的に、「排出物の発生抑制」

「用水使用量の削減」「用紙使用量の

削減」を重点課題として、グローバル

に省資源・リサイクル活動を展開して

います。資源の有効活用、生産の効率

化、排出物処理費の削減、社員の意識

改革を通じた企業体質の改善など、環

境経営の一環としてごみゼロ＊を推進

しています。2001年度には、世界の主

要生産拠点でごみゼロを達成し、現在

は、国内・海外の非生産事業所や販売

会社にも活動が拡がっています。さら

に、2008年度からは「サーマルメディ

ア事業の資源ロス」「重合トナー製造

にともなう排出物」「国内外の事業所

間輸送にともなう生産包装材」に的

を絞り、新たに削減活動を展開してい

ます。また、日本では、廃棄物処理委託

業者の監査制度を設け、廃棄物の適

正処理の強化・徹底を図っています。

＊ 再資源化率100％、埋立処理ゼロを意味します｡

■2010年度までの目標
◎サーマルメディア事業における排出 

　物発生量を2006年度比10%削減

◎国内画像製品生産に関する生産量

　あたり包装材排出物発生量を2006 

　年度比30%削減

◎重合トナー製造にともなう生産量

　あたり排出物発生量を2007年度

　比17％削減

■2008年度のレビュー
リコーグループ全体の排出物発生量

は増加していますが（　　　 グラフ

❶）、重点化した3つのテーマで改善

が進んでいます。サーマルメディア事

業における排出物発生量は、2006年

度比8.0%削減しました。画像製品

生産に関する包装材排出物につい

ては、現状の可視化と削減ポテンシャ

ルの抽出により、2010年度の目標

達成に向けての施策を積み上げまし

た。重合トナー製造にともなう排出

物は、2007年度比で生産量あたり

2.2％削減しました。

■今後の取り組み
サーマルメディア事業および重合ト

ナー製造にともなう排出物について

は、生産・開発・設計部門が協力して

改善テーマを抽出しながら、引き続

き資源ロス削減の活動に取り組んで

いきます。生産包装材削減について

は、積み上げた施策の確実な実施を

進めていきます。

リコーグループのごみゼロの定義

リコーの定義する
ごみゼロ

ごみゼロレベル3

レベル2

レベル1

産業廃棄物＋一般廃棄物の
  埋立ゼロ

     産業廃棄物＋一般廃棄物＋生活系廃棄物
       （し尿などの浄化槽の汚泥）の埋立ゼロ

産業廃棄物の埋立ゼロ

コ　ス　ト

コスト項目 金　額

1,460.8
百万円

項　目
経済効果

排出物処理費
削減額

環境保全効果
効　　果

事業所におけるリサイクル活動のセグメント環境会計（リコーグループ全体）

事業エリア内
コスト

−70.9百万円 排出物
最終処分量
（削減量）

−159.4（t）

主なコスト

資源循環
コスト 299.6百万円有価物売却額

金　額 削減項目 削減量

に関する取り組み事業活動 生産　省資源・リサイクル

事
業
活
動　

生
産　

省
資
源
・
リ
サ
イ
ク
ル

39ページ
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に関する取り組み事業活動

《リコーグループ全体》

❶リコーグループ（生産）

（t）

排出物総発生量

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（千t）

❷リコーグループ（生産）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

水の使用量

《日 本》

（t）

（％）

❸リコーグループ（生産）

96
97
98
99

95

100

2008

13.3

3
2
,4
3
8

排出物再資源化率／総発生量／最終処分量

0

15,000

5,000

25,000

35,000

《海 外》

排出物再資源化率 : 再資源化量／排出量
排 出 物 発 生 量 : 事業所内で発生した排出物量
排出物最終処分量  : 排出物のうち、埋立量と単純焼却した量

❹リコーグループ（生産）

排出物再資源化率／総発生量／最終処分量

2008

2
1
,2
1
2

53,650

3
2
,4
3
8

2007

2
2
,17
6

51,449

2
9
,2
7
3

（年度）

（年度）

（年度）2008
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3
,18
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3
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3
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B
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9.8
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,2
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3
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2
1
,74
3

2
6
,9
7
8

A

B

48,721

※ 汚泥については脱水後のスラッジを発生量としました。

2006

17.4

2
6
,9
7
8

（t）

2008

1280
0

2
1,2
12

0
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10,000
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（年度）2007
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,17
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2
1,74

4

●BA ●BA

99.9 100.0 100.0

（％）

96
97
98
99

95

100
100.0 100.0

99.4

●日本A ●海外B ●日本A ●海外B

●排出物再資源化率

●排出物総発生量A ●排出物最終処分量B

●排出物再資源化率

●排出物総発生量A ●排出物最終処分量B

※ 排出物最終処分量の発生は、上海リコーデジタ
ル機器の浄化槽汚泥の埋立および、リコーサー
マルメディア（無錫）の稼働開始による一部埋立。

※ ❶～❸のグラフは、リコー非生産事業所のデータを含みます。

生産　省資源・リサイクル

廃棄物処理委託業者の監査

《リコー／日本》
リコーでは、自ら排出した廃棄物が信頼

できるパートナーによって確実かつ適正

に処理されるために、2005年から廃棄

物処理委託業者の監査を強化する取り

組みを実施しています。従来は事業所ご

とに監査を行っていたため、監査員の知

識や経験などにより評価にばらつきが

生じることがありました。そこでグループ

統一の監査基準を構築したうえで、各事

業所の廃棄物処理にたずさわる社員に

監査員教育を実施し、グループ監査員と

して認定。リコーグループの生産事業所

と取引のあるすべての処理業者の監査

を行いました。不適合が見つかった業者

には指導および改善要求を行い、後日に

確認監査を完了しています。2008年度

は、グループ内での監査業務の効率化、

監査員のローテーションやフォローアッ

プ教育などを実施し、監査レベルの向上

を図りました。リコーグループでは今後

も、より確実で効率の良い廃棄物処理

を推進していきます。

実地監査の様子
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生産包装材削減の取り組み

《リコーグループ／グローバル》
グローバルな生産体制の広がりにとも

ない、国内外の生産拠点間の物流に利

用する生産包装材が増加する傾向に

あり、環境面、コスト面での負担となっ

ています。生産包装材とは、お客様に製

品をお届けする際の包装材ではなく、

部品の調達や半完成品の輸送に使わ

れる包装材のことで、リコーグループは

2010 年度までに「国内画像製品の生

産量あたりの生産包装材の発生量を

30％削減（2006年度比）」という目標

を掲げ、活動に取り組んでいます。生産

包装材は、包装を行うのは荷送側です

が、廃棄を行うのは荷受側の事業所と

なるため、発生量を効率よく削減するに

は事業所拠点間の連携が必要です。削

減のステップは、まず拠点間で発生す

る包装材の量と内容の可視化を行い、

削減施策のアイデアを抽出、その後、ど

の程度の削減が可能かを定量化して

IN TERV IE W
株式会社エコ計画 様

管理レベルの向上に役立つリコーの監査
2006年6月にリコーグループ様の廃棄物処理監査をお受け

しました。当社は、埼玉と群馬の4つの拠点で、収集運搬から

中間処理、最終処分まで一貫してお引き受けする総合リサイ

クル事業を行っており、リコーグループ様とは、トナーカート

リッジをはじめ、さまざまな廃棄物の処理委託で10年ほど

お取引をさせていただいております。当社は、ISO14001を取

得し、民間事業者としては日本で唯一の産業廃棄物処理特

定施設整備法の特定施設認定を受けており、いつでも自信

をもって県や企業の監査をお受けできるよう、法定基準を上

回る自主基準による管理を行っておりますが、リコーグルー

プ様の監査には少々驚きました。委託企業というより、私た

ち処理業者に近い視点で多くのチェック項目を抽出されて

おり、自社の管理レベル向上のヒントになりました。監査の

結果、とくに問題となる指摘はありませんでしたが、当社から

委託をしている外部業者に対しても、より厳しいチェックをす

べきとのアドバイスをいただき、すぐに改善を図りました。

法定基準を上回る自主基準を設け、

廃棄物の適正処理に取り組んでいます。

廃棄物処理
委託業者に

聞く

安全性の高い独自の

トナーカートリッジリサイクル技術を開発
当社は、2007年に焼却蒸気の有効利用による粉じん対策を

施したトナーカートリッジ処理技術を開発しました。トナー

の付着した廃棄物は、粉じん爆発を起こす危険性があり、取

り扱い業者も少ないことから、この技術はリコーグループ様

をはじめ、複数のメーカー様のお役に立っております。当社

は創業以来、「地球は子どもたちから借りたもの」をスローガ

ンに、地球環境を次世代に残していくことを社会的使命と

とらえ、地域に密着した事業を39年間続けております。廃棄

物と言えどもお客様の大切な商品。大切にお預かりし、今後

も適正な管理を続け、「環境貢献企業」として資源循環型社

会の実現に貢献していきたいと思っております。

代表取締役社長

井上 綱隆 様

環境貢献事業部
嵐山エコスペース 所長
青木 貞雄 様

環境貢献事業部
企画営業部 部長
坊山 道洋 様

事
業
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動　
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生産包装材の削減ステップ

1. 現状発生量の可視化

2. 削減施策の候補抽出

3. 削減施策ポテンシャルの定量化

4. 削減施策の決定、計画の策定

目標を決め、施策の実施につなげます。

2008 年度は、生産包装材削減のため

の関連区による情報交換会議を国内3

拠点で開催し、現状発生量の可視化か

ら削減計画の策定までを行いました。
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に関する取り組み事業活動 生産　省資源・リサイクル

リコーサーマルメディア（中国・無錫）

リターナブルラックによる輸送

グローバル拠点間輸送における

包装材削減

《リコーアジアインダストリー／中国

リコーエレメックス（深圳）／中国

リコー御殿場事業所／日本》
リコーアジアインダストリー（RAI）から

世界各地の生産関連会社／生産事業

所に輸送する部品や半完成品は、ダン

ボール包装によるコンテナ輸送で行わ

れていました。廃材は荷受側の事業所

で、ダンボールとして再生されますが、

再生にかかる環境負荷や資源のロスを

考えると、包装材そのものを削減する必

要があります。そこで2007年度から、

RAIから御殿場事業所へのスキャナー

ユニットなどの一部の部品の輸送を、繰

り返し使用できるリターナブルラック

に切り替え、2008年度には、リコーエレ

メックス（深圳）から御殿場事業所への

ADFユニットの輸送に適用を拡大しま

した｡ラックの導入とあわせて積載効率

の向上にも取り組み、年間約105トンの

包装廃材の削減と1,370万円のコスト

改善が同時に実現できました。

仕入先企業との連携による

包装材削減

《東北リコー／日本》
東北リコーでは、生産包装材が増加傾

向にあり、中でも仕入先からの段ボール

が多くを占めることから、発生量削減の

目標を達成するため、自社で処分する生

産包装材の重量や種類ごとの発生量の

可視化を行いました。機種ごとに数百点

に上る部品ごとの段ボール重量を明ら

かにし、仕入先企業の協力を得て回収・

再利用や循環利用できるポリ容器への

転換を進めました｡また、広幅印刷機の

部品調達における包装材を分析したと

ころ、通い箱やリターナブルラックを採

用しやすい国内輸送に比べ、海外から

の輸送ではダンボールで運ばれる比率

が高く、さらに包装が過剰になる傾向が

あることがわかりました。そこで、海外

の仕入れ先企業2社に協力を依頼し、ダ

ンボール内の空間を極力減らして1箱の

入り数増や箱サイズの縮小を行う改善

施策を開始しました。

生産包装材削減活動

《リコーエレメックス／日本》
リコーエレメックスでは､部品の納入日

数や重量を調査し、過去の周辺機輸送

のノウハウをいかして改善対象部品を

選定しています。2009年1月、これまで

廃棄していた中国からの輸入部品包装

材を、その仕入先と同系列の国内仕入

先との間でリユースする試みを開始しま

した。今後は、輸入部品の箱内容積率の

向上とユニット包装材のリターナブル

化を行う計画です｡

ごみゼロ活動の展開とレベルアップ

《リコーグループ／グローバル》
ごみゼロ活動＊は、世界中の拠点で行わ

れています。リコーグループの定義するご

みゼロとは再資源化率100%、つまり埋

立処理する廃棄物をゼロにすることで

す。2001年3月に国内の主要生産拠点

で、2002年3月には海外でもごみゼロ

を達成し、リコーグループは世界のすべ

ての主要生産拠点で、ごみゼロを達成し

ました。その後は、国内外の非生産系拠

点や新しくグループに加わった会社で活

動を推進しています。また、すでにごみゼ

ロを達成した拠点でも、環境経営の考え

方に基づいて、発生量の抑制や有価物化

など、ごみゼロのレベルアップを目指し

た活動に取り組んでいます。

中国における生産排水ゼロ工場

《リコーサーマルメディア／中国》
化学薬品メーカーなどの工場が集まる中

国・無錫地区では、工場排水が景勝地で

ある太湖の水質を汚染していることが

問題となっています。2007年7月にサー

マルペーパーの生産拠点として操業を

開始したリコーサーマルメディア（RTM）

は、建設当初から場内に廃液処理施設

を完備し、工場排水ゼロを達成していま

す。また、生産開始からわずか8カ月後の

2008年3月にISO14001の認証を取得

しました。さらに、RTMでは、新生産方式

の採用により、従来の生産プロセスと比

べて約60％のエネルギー削減を実現し

ており、地域の環境トップランナー工場

として注目を集めています。

部品を４つまとめて1マスに入れて入
り数を増やし、箱のサイズも縮小。改善
後、ダンボールの量は1 ／2に削減。

改善前

改善後

＊： 38ページ
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に関する取り組み事業活動 生産　汚染予防

リスク管理の考え方に基づき、化学物質の使用・排出量の削減と
汚染予防にグローバルで取り組んでいます。

■考え方
リコーグループでは、国際的化学物

質管理に関する戦略的アプローチ

（SAICM）＊1に基づき、化学物質のラ

イフサイクルを通じたリスクの最小

化と情報の共有化を目指し、リスク

評価手法を用いた化学物質のリスク

管理に取り組んでいます。対象物質

はリコー製品の製造工程で使用・排

出・廃棄するすべての化学物質で、ハ

ザード＊2 のレベルと曝露量および

使用量（または排出量）のレベルとを

掛けあわせたリスク評価を行ったう

えで管理・低減を行い、さらにそれら

の情報を共有化する仕組みを2010

年度までにグローバルで構築してい

きます。また、事業用地や地下水への

化学物質の流出については、各事業

所がグループ統一基準に基づいて汚

染防止に努め、もし汚染が生じた場

合には直ちに発見・浄化ができる体

制を構築しています。さらに、土壌や

地下水の汚染、PCBs、アスベストに

ついては、財務会計に影響を及ぼす

可能性のある環境債務＊3 の把握に

いち早く取り組んでいます。

■2010年度までの目標
◎グローバルでの化学物質リスクマ

　ネジメント体制の構築

◎環境影響化学物質の使用量を2000

　年度比マイナス30%以下に抑制　

（リコー生産事業所および生産会社）

◎環境影響化学物質の排出量を2000

　年度比マイナス80%以下に抑制

　（リコー生産事業所および生産会社）

◎連結決算対象会社の所有地におい

　て、PCBs・アスベストの環境負債が

　推定できている｡

◎リコーグループとして、環境負債が

　財務会計に反映されている｡

◎新規グループ会社を含めたリコー

　グループの塩素系有機溶剤の全廃

■2008年度のレビュー
リスクマネジメント評価の仕組みに

ついて検討を進めました。環境影響

化学物質の使用量は2000年度比

69.9%削減、排出量は2000年度比

80.3％削減となりました（グラフ❶）。

環境債務調査においては、連結決算

対象会社を対象に、PCBs・アスベス

トのリコーグループのグローバルプ

レ調査を完了し、その結果、環境債務

を算出いたしました。塩素系有機溶

剤の使用については、全廃計画を策

定し､2010年度までの全廃に向けて

活動を開始しました。　

■今後の取り組み
リコーグループの新たなグローバル

化学物質管理に向け､リスクマネジ

メント体制の構築・整備を積極的に

推進していきます。

環境影響化学物質の使用量・排出量推移＊1
《リコーグループ全体》

❶リコーグループ（生産）

（t）
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4
3
,8
41

1
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,2
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6
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3
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3
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6
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●使用量A ●排出量B
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5
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❷リコーグループ（生産）　大気
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2008

9
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6

（t）

公害防止関連項目の排出量推移

0

20

40

（t）

0

20

40

60

（年度）

●NOxA ●SOxB

60

（年度）

リコーグループ（生産）　水質（BOD）＊2

＊1 PRTR法対象物質を主に、グループとして使用量の多い化学物質を加え、環境行動計画で定めた物質を対象と
しています。

＊2 公共用水域への排出分を集計しています。
 ※  ❷のグラフには、Shanghai Ricoh Digital Equipment のデータは含まれていません。

A
●B

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

コ　ス　ト

コスト項目 主なコスト 金　額

事業エリア内
コスト 269.7百万円

項　目 金　額
経済効果

社会コスト
削減額 107.1百万円

環境保全効果
効　　果

事業所における汚染予防活動のセグメント環境会計（リコーグループ全体）

公害防止
コスト リスク回避効果額

（偶発的効果） 2,077.2百万円

削減項目 削減量
NOx……………
SOx………………
BOD……………
環境影響化学物質

−5.3（t）
0.3（t）

−2.8（t）
428.7（t）

（リコー換算係数により合計）

＊1 Strategic Approach to International Chemicals 
　　Management
＊2 人の健康や環境に対する有害性

事
業
活
動　

生
産　

汚
染
予
防

❸化学物質使用量割合 リコーグループ（生産）

トナー原料
70.2％

酢酸エチル
13.2%

2-ブタノン、
メチルエチルケトン
4.2％

テトラヒドラフラン
1.7％

メチルアルコール
1.1%

トルエン
5.8%

その他
3.8%

2008年度

＊3： 44ページ
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に関する取り組み事業活動 生産　汚染予防

事業所内削減活動

化学物質情報
●物質情報
●法規制情報
●有害性情報

化学製品情報
●MSDS
●管理物質含有情報

使用・排出情報
●使用量情報
●排出・移動情報

PRTR情報

製品含有化学物質
法規制情報

外部問い合わせ

化学物質
管理システム

化学物質管理システム

化学物質管理

化学物質リスク管理体制の構築

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは、リスク管理の考え

方に基づいた化学物質リスク管理体制

の構築をグローバルレベルで進めてい

ます。リコーグループが目指すリスク管

理体制とは、①リコー製品の製造工程

で使用され、環境へ排出・廃棄される

すべての化学物質について、その安全

性データと、各工程での使用量・排出量

が把握・管理されている、②従業員、地

域の住民と環境、地球環境に対する化

学物質のリスクが評価されている、③許

容レベルを超えるリスクについては管

理・低減活動を実施している、④これら

の評価結果について利害関係者とのコ

ミュニケーションによりリスクの共有と

合意がなされている、という4つのステッ

プを満たした状態を意味し、2010年度

までの構築を目指します。

化学物質管理と情報開示

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループは、「化学物質管理シス

テム」によって、製造工程で使用する化

学物質の使用量・排出量・廃棄量を把握

しています。このシステムを活用して、使

用削減活動の推進やPRTR 資料の作成

を行っているほか、世界各国からの化学

物質使用量に関するお問い合わせにも

迅速に対応しています。

塩素系有機溶剤全廃への取り組み

《山梨電子工業／日本・タイ》
塩素系有機溶剤は、複写機やプリン

ターの画像部品である感光体の製造

などに使われる化学物質ですが、環境や

人体に影響を及ぼすリスクが高いため、

リコーグループでは2005 年度に社外

生産委託分も含めたすべての感光体製

造において塩素系有機溶剤の全廃を完

了しています。しかし、2006 年11月に

グループに加わった山梨電子工業は、

一部の感光体生産ラインで、溶媒として

塩素系有機溶剤のクロロホルムとジク

ロロメタンを使用していたため、2006

年度下期から塩素系有機溶剤の使用量

および排出量の削減に取り組んできま

した。さらに2008年度からは全廃を目

指し、塩素系有機溶剤を使わない溶媒

の処方開発に取り組んでいます。感光

体の製造において、溶媒の処方は微妙

な品質の違いを決める重要な技術の

ひとつで、取引先企業にも変更を知らせ

る必要があります。2008年度には、新

処方の開発に着手し、取引先企業に変

更計画の説明を行いました。2009年度

は、処方の確立と山梨2工場、タイ１工場

の生産品種の処方変更により2010年

度中に塩素系有機溶剤の全廃を目指し

ています。

リスクマネジメント体制整備活動スケジュール

・使用量の多い化学物質について、プロセスの物質収支が把握されている2009年3月

・人と環境に対するリスク管理システムがグローバルに構築・運用されている2010年3月

・グリーンでサステナブルな技術の導入により、リスクの管理・低減活動が行われている
・コミュニケーションにより利害関係者と環境リスクに関する情報が共有できている

2011年3月

ハザード指標 GHS＊1におけるハザード分類

グループ管理対象 グローバル（リコーグループ）

評価方法 リスク＝ハザード分類×曝露量×量（使用量または環境排出量）

評価対象物質 すべての化学物質（有害・無害にかかわらず、使用量、環境排出量、曝露量
などによりリスクを判定する）

アクション 物質収支を把握（PRTR集計方法）
MSDSの登録（GHSハザード分類含む）
リスクの評価
リスクの管理・低減
リスクコミュニケーションの実施

＊1 GHS（化学品の分類および表示に関する世界調和システム）：世界的に統一されたルールに従って、
化学品を危険有害性の種類と程度により分類したもの。
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環境債務算出プロジェクトの実施フローと役割

浄化・除去の方針
と対象範囲を含む
計画の策定

①

環境債務の特定と
リスクの洗い出し
調査

②

環境債務の浄化・
除去費用の見積
もり

③

財務への影響の
分析（資産および
負債）

④

報告と開示（財務
報告・環境報告）

⑤

環境部門、施設部門が担当 経理部門が担当

全サイト土壌汚染リスク管理体制構築／アスベスト、PCBs への取り組み

全サイト土壌汚染調査完了

《リコーグループ／グローバル》
土壌・地下水の汚染に気づかずに放置

された場合は周辺住民の方々への健康

被害も懸念されるため、リコーグループ

は企業の社会的責任と環境リスクマネ

ジメントの2つの視点から、1990年代

より主要生産拠点の調査・浄化に取り

組んできました。リコーグループは、「土

壌・地下水汚染に関するリスク管理標

準」において「土壌・地下水汚染に対す

る基本方針」を定め、これに基づいて、

2004 年度から孫会社の生産拠点や非

生産拠点＊を含む、世界のリコーグルー

プの全事業用地の土地履歴調査を開始

し、2006 年度に調査を完了していま

す。現在は、土壌・地下水汚染リスク管

理の維持・向上と、M&A などで新たに

取得した事業用地についての調査を進

めています｡

アスベスト・PCBsについて

《リコー／日本》
リコーの事業所や設備に使用されてい

るアスベストについては、吹きつけアス

ベストを中心に調査を行い、封じ込め、

囲い込みなどの飛散防止対策を施し、

周辺地域の皆様・従業員を含め、人体

に影響がないレベルにあることを確認

しています。今後は計画的に改善・除去

を進めていきます。PCBsについては、

保有するPCBs含有製品を調査し、法

令に基づく管理と届出を行っています。

2008 年度は、3 事業所の処理を開始

しました。今後も順次処理を実施し、

2016 年度までに処理を完了する予定

です｡

環境債務の把握

《リコーグループ／グローバル》
過去から現在、将来にわたる事業活動

に起因する環境汚染または環境汚染

となる可能性があるものについては、

企業が将来責任をもって予防・拡大防

止、浄化・修復などの処理を行わなけれ

ばなりません。リコーグループは2007

年度に、これらの処理や対策で企業が

負うべき義務（環境債務）が、業績に及

ぼす影響を財務会計に適正に反映さ

せるため、経理・環境・施設の各部門が

連携し、土壌・地下水汚染、アスベスト、

PCBs および原状回復義務について調

査しています。その結果を受け、①会計

基準に従って計算した資産除去債務＊

の金額、②法令や契約などにより将来

財務会計上の負債となる可能性のある

もの、③法令や契約にはよらないがリ

コーグループが自社方針として実施する

浄化・モニタリングなどの費用のそれぞ

れにつき見積もりを行っています｡2008

年度末において把握されたリコーグ

ループの資産除去債務の将来支出見積

額は10.5 億円（会計基準の考え方に

従って割引計算した額は3.0 億円）でし

た｡また、財務会計上の債務以外に、法

令や契約などにより将来負債となる可

能性のあるもの12.0 億円、および自主

的な取り組みとして実施する浄化・モニ

タリング費用12.1億円があることを確

認しています｡ 事
業
活
動　

生
産　

汚
染
予
防

＊ 将来の有形固定資産の除去に関して法令または契約で要求
　 される支払義務で、有形固定資産に使用されている有害
　 物質等を除去する義務も含まれる。日本でも2010年度
　 から「資産除去債務に関する会計基準」が適用されます。

①近隣の生活環境への影響を抑えることを最優先とする。

②リコーグループの事業に起因する汚染については、調査・対策に取り組む。

③国・自治体からの法規制・条例を遵守する。

④自治体や地域住民とのリスクコミュニケーションに取り組む。

⑤土地の取得・譲渡、借用・返却時は土壌汚染の可能性を確認する。

リコーグループの土壌・地下水汚染に対する基本方針

＊：  47ページ
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に関する取り組み事業活動

リコーグループ生産関連事業所　地下水汚染調査結果と浄化状況（2008年度平均値）

事業所 汚染物質 調査結果（mg/ℓ） 実施中の対策方法日本の基準値（mg/ℓ）

リコー大森事業所

国内

海外

リコー光学

リコーエレメックス（岡崎）

リコーエレメックス（恵那）

リコー計器

※ 自然由来と考えられるケースは除外しています。
※ 調査結果は、モニタリングを実施している井戸の中で最も高い濃度の数値を掲載しています。
※ すべての事業所で周辺地域への影響はありません。

リコーエレクトロニクス
アーバインプラント
（アメリカ）

リコーインダストリー
フランス（フランス）

リコーUKプロダクツ
（イギリス）

・定期モニタリング

・地下水揚水
・バイオレメディエーション
・定期モニタリング

・地下水揚水
・土壌ガス吸引
・定期モニタリング

・地下水揚水
・バイオレメディエーション
・定期モニタリング

・地下水揚水
・定期モニタリング
・原位置化学酸化
・オイル除去

・地下水揚水
・定期モニタリング

・地下水揚水
・定期モニタリング
・土壌ガス吸引

トリクロロエチレン

cis-1.2-ジクロロエチレン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

トリクロロエチレン

1.1-ジクロロエチレン

六価クロム

カドミウム

cis-1.2-ジクロロエチレン

トリクロロエチレン

四塩化炭素

六価クロム

ふっ素

1.1-ジクロロエチレン

cis-1.2-ジクロロエチレン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

テトラクロロエチレン

cis-1.2-ジクロロエチレン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

塩化ビニル

全石油系炭化水素（TPH）

0.052
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0.67

0.96

0.18
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0.076

0.25

2.2
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0.52

5.5

0.035

0.013

0.010

2.7

0.22

0.9

0.27

5.7

0.097

8.8

0.03

0.04

0.03

0.01

0.03

0.02

0.05

0.01

0.04

0.03

0.002

0.05

0.8

0.02

地下水汚染の検出

《リコーエレメックス恵那事業所／日本》
2007年7月、リコーエレメックス恵那事

業所で実施していた土壌・地下水汚染

浄化対策の過程で、新たに揚水井を設置

し、分析を行ったところ、敷地の境界付近

の地下水から有害物質に該当する四塩

化炭素（環境基準値［0.002mg/ℓ］に対

して、最大25.5倍［0.051mg/ℓ］）が検

出されました。恵那事業所の事業用地に

おける四塩化炭素の使用実績は過去、現

在ともになく、汚染の発見から2008年

3月までに、事業用地内の地下水および

土壌ガスの綿密な再調査を行いました

が、汚染源は特定できませんでした。今

後も、揚水井の水質分析を継続し、汚染

状況の監視を行うとともに、浄化作業を

進めていきます。
※ http://www.ricohelemex.co.jp/news/2008/1218_2.html

生産　汚染予防
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に関する取り組み事業活動 非生産

■考え方
リコーグループでは、非生産事業所

でも、生産事業所と同様の考え方で

PDCAサイクルによる省エネ活動や

ごみゼロ活動を推進しています。空

調設備や照明、ごみの廃棄など、オ

フィスのどの部分の環境負荷が高い

かを定量的に把握し、効果の高い施

策を計画的に展開しています。リコー

グループでは、文書管理の仕方や電

話やPCの使い方など、社員の

働き方やワークフローの見直しに踏

み込んだ改善施策を展開し、より環

境負荷が低く、業務効率の高いオフィ

スづくりを進めています。今後も、

ワークスタイルの革新により、オフィ

スの環境経営を追求していきます。

■2010年度までの目標
◎非生産活動にともなうCO2排出

　量を2006 年度実績以下に抑制

　（リコーおよび国内非生産会社）

■2008年度のレビュー
オフィスでのCO2削減活動は、働き

方やワークフローの見直しに踏み込

んだ改善活動を展開し、CO2排出量

を2006年度比5.1％削減しました。

全員参加型の活動も継続しており、

一斉退社を呼びかける活動を徹底

して、効果を上げています。また、自ら

のオフィスでリコー製品の省エネ性

能活用を推進する活動を展開し、環

境負荷削減効果を上げるとともに、

お客様に活用をお勧めするための

ノウハウとして役立てています。

■今後の取り組み
業務での改善を中心としたCO2削減

活動を中心に進めていきます。また、

このノウハウを社内で共有するとと

もに、オフィスソリューション事業の

ノウハウとして蓄積し、お客様へご提

案できる事例づくりにもつなげてい

きます。

❶リコーグループ（非生産）

●総合サービス（リコー三愛サービス）
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環境負荷が低く、業務効率が高いオフィスを目指し、
ワークスタイルの革新を進めています。

スーパーフレッシュアップデー

実施によるCO2削減効果

《リコー／日本》
リコーでは、社員の長時間残業防止や

心身のリフレッシュ、および事業所の環

境負荷削減の目的で、毎月第3水曜日

を「スーパーフレッシュアップデー」とし、

19：30までの社員の退社とオフィスの消

灯を実施しています。1,624名の社員が

働くリコー本社事業所で、この施策の効

果を測定したところ、スーパーフレッシュ

アップデー1日分のCO2削減効果は、平均

約0.12トン、年間では約1.42トンでした。

スーパーフレッシュアップデーのCO2排出量／排出削減効果
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に関する取り組み事業活動 非生産

新しいオフィスづくり

《リコー本社事業所／日本》
リコー本社事業所では、環境負荷が低

く、業務効率の高いオフィスを目指し、自

社のOA機器やITソリューションを活用

した施策を展開しています。オフィスの

各フロアには、OA機器を集約したコー

ナーを設置し、効率化と紙の削減を実施

しています。自席のPCから印刷指示を出

し、OA機器の操作パネル上で確認した

文書だけを出力できるため、誤出力によ

る紙資源とエネルギーの無駄を削減で

きます。また、両面・集約印刷をデフォル

ト設定とするなど、紙資源の節約も実施

しています。リサイクル活動では、11種類

の分別により再資源化を徹底し、ごみゼ

ロを達成しています。食堂の残飯は減量

化したうえで、堆肥としてリサイクルして

います。そのほか省エネ施策では、オフィ

スフロアの小区分ごとの空調温度設定、

昼休みの消灯、自動調光装置による明る

さの無駄削減、人感センサーを用いた有

人時のみの点灯などを徹底し、業務を効

率よくこなしながら、省エネ活動を展開

しています。リコーでは、こうした取り組み

をご紹介するエコツアーを企画し、本社

オフィスを公開しています。2008年度は、

15団体のお客様企業や学生・学校関係

者の方々などにご訪問いただきました。

電動アシストつき自転車の導入

《リコーテクノシステムズ／日本》
リコーテクノシステムズでは、2006 年

の道路交通法改正により、カスタマーエ

ンジニアの移動手段として使用していた

三輪バイクに替えて、機動力を損なわず

に環境に配慮できる電動アシストつき

自転車の導入を開始しました。2009年

3月末現在、首都圏を中心に合計146台

が稼働しています。エンジニアによると

「駐輪しやすいうえに、車やバイクよりも

小回りがきき、お客様への到着時間の

短縮も図れる」と好評で、今後も順次切

り替えていく予定です。

非生産事業所1,022サイトの

土壌・地下水汚染履歴調査の完了

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは、グローバルでの土

壌・地下水汚染リスクの管理体制の構築

を目指し、2004年度から、非生産事業

所を含めた全事業用地の履歴調査を開

始しました。2006年9月には、全世界の

販売、物流、サービス、技術開発などの非

生産事業所1,022拠点の所有地・借用

地の調査を完了し、汚染リスクのないこ

とを確認しました。この調査の完了によ

り、生産事業所を含め、リコーグループの

全サイトで土壌汚染リスクが把握され、

管理された状態になりました＊。

TO P I C

リコーテクノロジーセンターで検証の結果、

省エネモード活用率が40％向上
リコーグループでは、お客様の環境負荷削減を支援する

ため、省エネモード利用率の向上を目指しています。お客様

に省エネモードをお勧めするには、設定によりお客様が

どのようなご不便やご不満を感じるかを詳しく把握しな

ければいけません。リコーでは、自らのオフィスで省エネ

モード活用推進活動を行い、その効果の把握と課題の抽

出を行いました。設計・開発拠点のリコーテクノロジー

センター（神奈川県海老名市）D 棟では、複写機39 台に

「省エネモード設定中」のステッカーを貼ったうえで、省エ

ネモード＊を設定し、1カ月間モニタリングを行いました。

省エネモード活用推進活動の社内実践

その結果、省エネモード活用率が約40％向上しました。

利用者の意見では、「コピーに比べプリンター使用の時

は待ち時間が気にならない」「省エネモードの削減効果を

もっとよく知りたい」などの肯定の声が多く上がった一

方、課題として「省エネモードが複数あってわかりにくい」

「出力指示の際にオフ状態なので不安」などの意見もあ

りました。リコーグループでは、今後も社内での検証を

進め、お客様への省エネモード活用推進活動にいかして

まいります。
＊ 省エネモードの詳しい説明は　　　　　 をご覧ください。23ページ

電動アシストつき自転車

操作パネル上で確認した文書を選択

＊：44ページ
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製品ライフサイクルでの環境負荷削減を目指し、
お客様とともに進める活動を実践しています。

事
業
活
動　

お
客
様

お客様の活動に関連した環境負荷を低減する製品・サービス

お客様の活動 製品・サービス 貢献内容

廃　棄

・廃棄物の削減
・リユース・リサイクル機器回収サービス

・廃棄物の削減
・リユース・リサイクルトナーカートリッジ回収サービス

MFP・LP
・オフィスの消費電力および
　用紙使用量の削減

出力管理アプリ ・用紙使用量の削減

@Remote ・機器使用状況の提供

使　用

購　入

・製造工程での資源投入量抑制および
　エネルギー消費量削減再生MFP

・梱包資材の削減
・製品輸送でのエネルギー削減工場キッティング

・グリーン購入情報の提供Net RICOH

お客様とともに進める

環境負荷削減活動

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループの販売部門では、①再生

機販売や、国内工場でのキッティング＊

などによる「環境負荷の少ない製品・

サービスの提供」、②CO2 の見える化を

通じた「リコー製品使用時のお客様の

環境負荷削減提案」、③販売関連会社

や専門のコンサルティング組織を通じた

「社内実践で蓄積した自らの環境負荷

削減ノウハウの提供」の3領域で、お客

様の環境負荷削減を支援する販売活動

を展開しています。
＊ 国内工場で製品出荷時に、個々のお客様の注文に応じた
　 オプションを組みつけることで、製品は工場からお客様
　 に直送されます。

■考え方
リコーグループは、自社の事業活動

による環境負荷だけでなく、リコー

製品の使用時に発生する分につい

てもお客様とともに積極的に削減

していかなければならないと考えて

います。このような考えに基づき、リ

コーグループではこれまでも、消費

電力や紙使用量を抑制する機能を

拡充させ、製品本体の環境性能の向

上に努めてきました。しかしさらに

環境負荷削減効果を高めるために

は、これらの機能が十分に活用され

ることが不可欠であると考え、製品

使用時の環境負荷の見える化を通

した提案活動を展開しています。ま

た、リコー製品の利用によるもの以

外にも、リコーグループの社内で実

践しているさまざまな環境負荷削減

活動をお客様にご紹介・ご提案して

います。

■2010年度までの目標
◎省エネ・両面機能の活用状況の把

握と利用率の向上

■2008年度のレビュー
お客様の省エネモードの活用率向上

を目指し、リコーテクノシステムズを

中心に、お客様先での提案活動を積

極的に行いました。また、国内におい

てはお客様の製品ご使用時の環境負

荷（CO2）を＠Remote（アットリモー

ト）などのインフラを利用してお客様

ごとに試算し、環境負荷の見える化

を通した環境負荷削減提案活動を

実施いたしました。環境負荷の見え

る化にあたっては全社PGを立ち上

げ、国内海外共通の算出ロジックを

もったツールを整備いたしました。

■今後の取り組み
海外のお客様への省エネ機能の活

用率向上活動の展開と両面機能の

活用推進、並びに製品開発区との連

携による環境負荷の算出精度向上

活動を実施していきます。
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に関する取り組み事業活動 お客様

TO P I C

お客様のニーズに応え、再生複写機のラインナップを拡充

《リコータイランド／タイ》
タイの販売会社リコータイランド（RTH）は、高品質な再生

機に対するお客様のニーズを受け、2003年度から本格的

な複写機再生事業戦略を展開してきました。回収インフラ

や再生技術の向上により、2007～2008 年度には回収機

のうち約40～60％を再生、販売しており、再生機販売が全

体に占める割合は約20％に達しています（台数比）。近年

は、高速機に対するお客様のニーズに応え、デジタル機を含

む再生機ラインナップを拡充。環境負荷の削減と同時に、

お客様満足度の高いグリーン販売を展開しています。

タイでのグリーンマーケティング

ビジネスでの環境提案やイベントを通じて、

お客様の環境経営の実現に貢献
RTHは、トナーカートリッジ回収プログラムによる廃棄コス

トの削減や、両面プリントによる用紙使用量の削減など、お

客様への環境提案を積極的に行ってきました。また、2002

年度にはタイの環境ラベルを複写機業界で初めて取得。そ

の後も順調に取得を続け、環境配慮型製品としてアピール

しています。さらに、植林活動や世界環境デーのイベントに

お客様を招待し、ともに環境保全活動に取り組むことで、お

客様の環境意識啓発をサポートするなど、さまざまな面か

らお客様の環境経営の実現に貢献しています。

再生複写機のグリーン販売や、お客様の意識啓発を通じて、

環境経営の環を拡げています。

リコー製品のライフサイクルでのCO2排出量

原材料・部品製造

製品使用（紙と電力）

500 750 4,6000 250

生　産
輸　送
販　売
保　守

リサイクル・廃棄

間接的な影響範囲
リコーグループの直接的な温暖化影響の範囲

（千t-CO2）

環境負荷大

CO2の見える化を通じた

環境負荷削減活動

《リコーグループ／日本》
リコー製品がライフサイクルを通じて地

球環境に及ぼす影響を、温暖化の面か

ら評価すると、リコーグループの事業活

動によって直接排出する温室効果ガス

以上に、お客様先で製品が使われる際

の電力や紙を原因とする発生量が大き

いことがわかっています。このため、紙

の使用量を抑えるための効率アップと

電力消費量を低減することが重要です。

リコーグループでは、製品ご使用時の

環境負荷を「見える化」するために、独

自の遠隔サポートサービス「＠Remote

（アットリモート）」＊を通じて収集した

データから消費電力や紙使用量を試算

し、それらをCO2に換算した結果をご

報告するサービスを提供しています。そ

のうえで、製品機能の効果的な使い方や

リコーが社内実践から得たソリューショ

ンをご提案するなどの取り組みを進め

ています。お客様のご使用状況を分析

し、効果を見えるかたちにしてご提示す

ることで、製品の環境負荷削減機能を

積極的にご活用いただきたいと考えて

います。

ライブオフィス

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは、ペーパーレス化や

ごみ分別によるリサイクルの徹底など、

環境配慮型オフィスづくりを自ら実践

し、そこから得られたノウハウをお客様

と共有するために「ライブオフィス」と

して公開しています。ライブオフィスは

日本でスタートし、現在70カ所以上で

展開しています。これらの活動は海外に

も拡がり、アジア・パシフィック極の販

売統括会社リコーアジアパシフィックで

も、お客様の環境配慮型のオフィスづく

りを支援する事例が増え、環境経営の

環が拡がっています。

＊ ブロードバンドなどの通信回線で、機器の使用状況を
　 遠隔診断し、故障の未然防止やトナーの自動配送をす
　 るシステム。このインフラを活用し、CO2 排出状況をモ
　 ニターできるようにしました。
　（http://www.ricoh.co.jp/remote/ ）

リコータイランド（RTH）のショールーム
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グローバルにSCMの最適化を図り、
物流におけるCO2とコストの削減に取り組んでいます。

物流の環境負荷削減に向けた

サプライチェーン全体での取り組み

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは、調達物流、生産物

流、販売物流においてもコストおよび

CO2 削減の視点によるSCM（サプライ・

チェーン・マネジメント）を展開していま

す。リコーグループの生産拠点が米州、

欧州、中国、アジアへと拡がったことで、

グローバルな拠点間輸送が年々増加

しています。例えば、中国から日本への

製品・部品の輸送量は月間で40フィー

トコンテナ400～600 本に上ります。

米州、欧州へもほぼ同量の輸送が行わ

れており、物流の効率化はグローバルで

ビジネスを進めるにあたっての重要な

課題です。リコーグループでは、物流プ

ロセス全体を見て「空間の無駄」「輸送

の無駄」「積み替えの無駄」「梱包の無

駄」の4つの視点を切り口に、包装材

の見直しや混載による積載効率向上、

倉庫間物流のモーダルシフト、直送化

やミルクラン回収による輸送ルートの

最適化などの活動をグローバルで進め

ています。

に関する取り組み事業活動 物流・輸送

事
業
活
動　

物
流
・
輸
送

物流におけるCO2排出量（2008年度、リコー）

動脈物流

グリーン
ロジスティクス
センター

静脈物流

物流
拠点

生産
工場

リサイクル
センター

グリーン
センター

再生
センター

仕入先
企業

調達物流 847 t 販売物流 19,509 t生産物流 3,165 t

拠点への
商品物流

材料・部品の
調達

再資源化
製品の
再利用

工場からの
直接納品

・工場からお客様への直送体制の構築
・トラックから鉄道や船へのモーダルシフト
・リユースできる包装材の利用

・使用済み製品などの直接回収体制の構築
・回収センターなどインフラの拡充

動脈物流 静脈物流

お客様

納品時
同時回収

R

R

R

R

回収リサイクル物流 1,442 t

海外拠点間CO2排出量 239,706 t

※ 国内CO2排出量は省エネ法に基づいて算出しています（2008年度実績）。

国内CO2排出量
24,963 t

■考え方
持続可能な社会を実現するために

は、物流活動から排出されるCO2の

削減はとくに重要な取り組み課題で

す。この課題の解決には、CO2の削減

と同時にコストの削減も進める必要

があります。そのためにまず、物流に

おける改善テーマを明確にし、物流コ

ストとCO2を同時に可視化し改善活

動を行っています。また、改善事例は

グループ内で水平展開することで効

果の拡大につなげています。「積載効

率の向上」「モーダルシフト」「お客様

への直送化」などの活動に重点をお

き、グローバルSCM（サプライ・チェー

ン・マネジメント）の最適化を図り環

境負荷低減をさらに進めていきます。

■2010年度までの目標
◎物流にともない発生するCO2 排出

　量を前年比1％以上削減（物量原

　単位）

■2008年度のレビュー
国内の輸送におけるCO2排出量を、

輸送情報から把握するシステムの構

築を行い、2006年度よりデータの

把握を開始しました。2008年度は、

システムによる可視化の範囲を、港か

ら港、空港から空港など、グローバル

な拠点間での範囲に拡大しました。

これにより、拠点間での物流情報と

CO2 排出情報がつながり、コスト削

減とCO2削減を同時に考えることが

できるようになり、今まで以上に改善

が加速されることとなります。

■今後の取り組み
お客様への直送化やモーダルシフト

の推進はもちろん、把握したデータ

を活用して、グローバルで全体最適

を考えた物流効率向上につながる

改善を進めていきます。CO2 排出量

の把握については、海外域内での把

握に向けた活動を進めていきます。
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に関する取り組み事業活動 物流・輸送

物流の環境負荷削減に役立つ

荷主への輸送情報の提供

《リコーロジスティクス／日本》
物流の負荷削減には、荷主企業と物流

事業者が一体となった取り組みが重要

です。2006 年の省エネ法改正を受け、

物流事業者は輸送する荷物の重量と輸

送距離を、発注者である荷主に提供し

ています。リコーグループの物流関連会

社であるリコーロジスティクス（RLC）

では、荷主企業が環境負荷削減を効果

的に進めるためには、重量と距離だけ

でなく、環境負荷の増減に大きく関わ

る「車種」「使用燃料」「積載率」といった

情報も積極的に提供する必要があると

考え、輸送の詳細情報とそれにともなう

CO2 排出量を可視化する情報システム

を構築。2007年より荷主企業への情報

提供を始めました。これらの情報は、荷

主企業により、配送方法や荷姿、輸送タ

イミングなどの改善に積極的に利用さ

れ、物流分野の環境負荷削減に役立っ

ています。

トラック積載率の向上による

物流プロセス改善

《東北リコー、迫リコー／日本》
東京都の排ガス規制強化（2003年）を

契機に、物流事業者の間で、旧型に比べ

て荷台のサイズが大きい新型トラック

への切り替えが進みました。そのため、

製品を出荷する際に従来の4段積みで

は空きスペースが生じていました。しか

し製品をさらに積み増すには、梱包材の

強度や、作業員の身長より高い位置に荷

積みをする際の安全確保など、いくつか

の課題を解決することが必要でした。そ

のため、梱包用ダンボールの強度向上、

ハンドリフトの可動範囲の改善などによ

り5段積みを実現し、トラックの積載効

率は80％以上に向上しました。この施

策により荷役費や保管費は少々上昇し

たものの、トラック輸送費が大幅に下が

り、コスト削減効果は約800万円／年、

CO2 削減効果は約39トン／年です。

地方港利用による

海外向け製品の輸送ルートの改善

《リコーグループ／日本》
複写機やユニット・部品の生産拠点で

ある東北リコーや迫リコー（いずれも宮

城県）から海外に輸出される製品は、従

来、トラック輸送で横浜に集積され、京

浜地区の港から船積みされていました。

2008 年度は、この輸出ルートの改善

を行いました。出荷時に40フィートコン

テナ１本に満たない積載率の低い積み

荷は、モーダルシフトによりまず横浜ま

で鉄道輸送し、他の積み荷とまとめてか

ら船積みするようにしました。また、積

載率が高いコンテナについては、工場で

コンテナに積み込み、仙台港で船積み

して、欧米向けに輸出するルートに変更

しました｡比較的物量が少なく仕向先の

多いアジアについては、リコーグループ

各社や仕入先の荷物を積み合わせるこ

とで効率を向上させています｡これらの

改善によるコスト削減効果は約1,000

万円／年、CO2 削減効果は約156トン／

年になりました。

工場からお客様への直送化の拡大

《リコーグループ／日本》
効率的な物流の仕組みを作るには、

リードタイムや輸送ルート自体の無駄

を省くことも重要です。リコーグループ

では、従来、生産計画に基づいて生産

された製品を在庫拠点でいったん保管

し、受注に応じて出荷していましたが、

この仕組みを根本から見直し、受注に応

じて製品の生産を行い、工場から全国

の販売店・お客様へ直送するルートを設

けました。すでに、御殿場事業所や東北

リコーで生産している一部の機種でこ

の在庫レス・直送化を実施しています。

この方式は物流効率の改善効果が非常

に高いため、2010年度までに大型機種

への拡大展開を計画しています。この展

開の成果として、通常の倉庫保管がなく

なり、工場からお客様へのお届けリード

タイムは4～5日に短縮されました。1台

あたりの物流コスト削減効果は3,000

円以上で、CO2 の削減は年間2.6トン以

上が期待できます。

CO2（t） SOx（t）年度

2,626.1

NOx（t）

5.0

2,339.5 4.4

0.8

0.7

2006

2008

2,678.2 5.1 0.82007

リコーロジスティクスの輸送におけるCO2、NOx、SOx排出量

改善前

改善後

仙台港・高砂コンテナターミナル全景
（写真ご提供：国土交通省 東北地方整備局 塩釜港湾・空港
整備事務所）
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環境マネジメントシステム（EMS）

は、グローバルな環境経営を推進す

るリコーグループにとって、重要な

ツールのひとつです。各事業活動の

プロセスにEMSを組み込んで環境

経営を推進しています。経営トップ

が策定した環境行動計画は、各事業

部門の目標に落とし込まれ、活動の

結果がトップにフィードバックされ

る仕組みを構築し、グループ全体お

よび事業部門ごとのPDCA（Plan-

Do-Check-Act）サイクルを回して

います。また、全社の戦略的目標管

理制度に「環境」の項目を取り入れ、

部門別の業績評価を行っています。

リコーグループ環境経営システム組織図

・グループ環境会議
 　各部門の環境推進責任者
　による環境情報共有、
　課題検討

・全社執行コミッティ
   環境活動のトップ決裁

・執行役員会議
   各部門執行役員への
   環境情報提供、課題検討

・社長環境相談会
   社長への環境活動報告、課題検討

・環境統括会議
   環境担当役員への環境活動報告、
   課題検討

社　 長

社会
環境本部

国内・海外生産会社

国内販売・サービス会社

各部門／カンパニー

事業関連会社 海外極販社

・海外4極環境経営会議
　各海外地域統括会社の環境推進
　責任者による環境情報共有、課題
　検討

環境マネジメントシステムの

範囲の拡大
リコーグループの環境マネジメントシ

ステムの範囲は、グローバルの連結対

象会社＊を対象としています。ただし、

経営上の意思決定と環境施策の意思決定が一体となった
新しいマネジメント体制で環境経営を進めています。

環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

＊ 環境負荷データおよび環境会計データの収集範囲に
　 ついては、　　　　　をご覧ください。76ページ

I N TERV IE W
山梨電子工業株式会社

グループ環境方針により、環境活動が変化
山梨電子工業は、2006年11月に新たにリコーグループに

加わりました。当社も従来から環境方針を掲げていました

が、これを機にリコーグループの環境方針に移行しました。

それによってとくに変わったのは、「環境保全活動と経営

が同軸」「ステークホルダーと連携した活動の展開」「もの

づくりの視点に環境を入れる」という点で、環境保全活動

に対する取り組み姿勢が大きく変わりました。現在は、「省

エネ」「廃棄物削減」「環境に優しい製品」「大気汚染物質対

策」の4部会に分かれ、環境技術開発、省エネやごみゼロ活

動、化学物質の管理・全廃活動などに取り組んでいます。

リコーグループの一員として、

長期的な視点に立った環境経営を

進めています。

グループ
会社に
聞く

山梨電子工業環境専門部会のリーダー

M&Aなどで新たに取得した事業につい

ては、順次、EMSへの統合を行い、範囲

に加えています。2008 年度は、山梨電

子工業がリコーグループのEMSに加わ

りました。

長期的な目標を見据えた環境施策を展開
また、グループ統合後、従来は1年単位で設定していた環

境目標が中期行動計画の3年単位になりました。そして、

その目標は長期的な環境目標、長期環境ビジョンからの

バックキャスティングによって設定されています。このよ

うな長期的な視点に立った目標のおかげで、思い切った

生産プロセス革新や設備更改が経営計画に組み込みやす

くなり、2007年、2008年と2工場のボイラーエネルギー

転換＊が実現しました。今後も塩素系有機溶剤の全廃活

動をはじめ、より質の高い環境経営を目指した活動を推

進していきます。 ＊：35ページ

品質保証部 部長

土肥 一仁

品質保証部
環境・標準推進室 室長
諸角 茂宏
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環境経営の基盤 環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステムの

強化とレベルアップ
環境経営を実現するためには、事業活動

と環境保全が別々に進むのではなく、同

じ意思決定のもとで進められるのが効

果的です｡リコーグループは、環境マネジ

メント体制の強化を目的に、当初は事業

所単位でISO14001の認証を取得して

きました。1995年にリコー御殿場事業

所がISO/DIS14001の認証を取得した

のをはじめ、2000年3月には世界の主

要生産拠点すべてが認証を取得。2001

年には国内販売グループで一括認証を

取得し、海外の販売会社でも積極的に認

証を取得するなど、ISO14001の認証取

得を通じた「全員参加による環境経営の

風土づくり」を進めてきました。2007年

2月からは、事業と環境の融合を図り、事

業部門が主体となって環境保全活動に

取り組むために、リコーおよび国内販売

会社でISO14001統合認証を取得しま

した。これにより2008年度からの16次

環境行動計画では、事業部門ごとの目標

を設定し、事業部門が主体となった環境

施策を多角的に展開しています。

戦略的目標管理制度
リコーグループでは、環境活動の評価基

準を明確にし、部門の業績評価に結びつ

ける仕組みとして、1999年から「戦略

的目標管理制度」を導入しています。これ

は、1990年代にアメリカで開発された

「バランスト・スコアカード」の4つの視点

に「環境保全」の視点を加えた戦略的な

目標管理の手法です。グローバルな環境

経営を実現するために、リコーグループ

全体に「戦略的目標管理制度」の展開を

進めています。

EMS活動のレベルアップ

第3段階

　　　 ●生産・非生産拠点でごみゼロ活動を展開
　　●非生産拠点でISO14001の認証取得を推進
　●生産拠点でISO14001の認証取得を推進
●御殿場事業所がISO14001の認証を取得

社員全員参加の風土・仕組みづくり

　　　●戦略的目標管理制度の導入
　　●各部門での環境視点によるビジネスモデル構築
　●環境配慮型製品の開発・グリーン販売の推進
●仕入先企業のEMS構築支援・グリーン調達の推進

利益創出を同時実現する事例・仕組みづくり

　　　●経済効果の目標値設定
　　●各事業部門・カンパニーへの目標展開
　●環境経営の評価指標の開発

事業と環境を融合する仕組みづくり

第2段階

第1段階

リコーグループの環境マネジメントシステム

各部門の
環境経営システム

グループ全体の環境経営システム

環境綱領
環境行動計画

環境行動計画の
達成確認
エコバランス
環境会計

全社規則、環境教育・啓発、
環境技術開発

PLAN

DO

CHECK

ACT

戦略的目標管理制度

全社環境
マネジメント
システムレビュー

①財務的視点
財務的に成功するために、
株主に対してどのように
行動すべきか

②お客様の視点
戦略を達成するために、
お客様に対してどのよう
に行動すべきか

③社内ビジネス・プロセスの視点
株主とお客様に満足いただく
ために、どのようなビジネス・
プロセスに秀でるべきか

⑤環境保全の視点
社会的責任を達成するために、
とくに環境保全に対してどの
ような対応を取るべきか

④学習と成長の視点
戦略を達成するために、ど
のようにして変化と改善の
できる能力を維持するか

中期戦略

リコーグループの
戦略的目標管理制度

※ ISO14001認証取得状況については、ホームページを
　ご覧ください。
　 http://www.ricoh.co.jp/ecology/base/iso.html
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全員参加の活動
リコーグループは「全員参加」を基本に、

環境経営のレベルアップに取り組んで

います。「全員参加」とは、研究開発から

製品設計、調達、製造、輸送、販売、保守・

サービス、回収・リサイクルの各部門の

一人ひとりが、自分の業務に環境の視点

を取り入れて活動することを意味しま

す。これらの活動は、利益創出を追求する

「QCD活動＊」と、ほぼイコールになって

います。また、活動のレベルアップを図る

ために、グループ内ベンチマークも随時

実施し、ノウハウを水平展開しています。

リスクマネジメント
リコーグループでは、『リコーグループ

トータルリスクマネジメント基本規定』

に基づき、PDCAサイクルによる内部

統制機能としてのリスクマネジメントが

実行されています。また、「クライシス＊

発生時の初期対応」では、クライシスの

種類に応じてそれぞれの対応主管区や

報告レベルが明確にされており、リコー

の社長および関連する役員への逐次報

告と社長方針に基づく応急対応策がな

されます。環境に関わるクライシス発生

時、またクライシスにつながりそうなレ

ベルの問題の発生時の初期対応は、

右記のフロー図に基づいて受付・報告・

指示・対応・協議が行われます｡

■ 高いレベルの環境目標設定
・省エネ、リサイクル、新エネルギーなどの環境技術開発

■ 製品の環境アセスメントと環境技術の実用化
・部品の点数削減・共通化・長寿命化　・環境影響化学物質の使用制限

・省エネ・リサイクル対応設計、両面コピー性能の向上

■ グリーン調達とグリーンパートナーシップ
・環境負荷の少ない材料・部品の調達

・仕入先企業のEMS、CMS（化学物質マネジメントシステム）構築支援

■ 生産プロセスの革新による環境効率の改善
・生産設備のコンパクト化　・歩留り、稼働率の向上

・省資源・リサイクル活動　 ・環境影響化学物質の削減

■ 循環型ロジスティクスの推進
・工場からお客様への直送納品　・循環型エコ包装の開発・運用

・モーダルシフトなど輸送の環境負荷削減

■ グリーン販売と環境コミュニケーション
・環境負荷の少ない商品・システム提案　・オフィスの環境保全

・お客様との環境コミュニケーション

■ 保守・サービスを通じたオフィスの環境改善
・お客様の環境改善への貢献

・使用済み交換パーツのリサイクル

■ リサイクル事業
・リサイクル情報システムの展開　・回収台数、回収品質の向上

・再資源化率の向上　・リサイクル対応設計へのフィードバック

製品設計

輸　送

販　売

保守・サービス

回収・リサイクル

研究開発

調　達

製　造

全員参加の環境経営活動

＊ 品質（Quality）、コスト（Cost）、納期（Delivery）の管理
　 改善活動

報告

指示

第一報報告

担当部署
の指示

報告

報告

指示

報告

協議

協議

報告

協議

応急対応
策検討

担当部署
の指示

協議

応急対応
策検討

状況把握

報告

協議

環境に関わるクライシス発生時の対応フロー図

環境コミュニケーション推進室

担当部署への
連絡

受付部署
各主管管理部門

本　社

CSR
担当役員

副社長
専務取締役
関連役員

社会環境本部

社　長

広　報

協議

報告

対外対応

対応指示

環境
担当役員

本部長

・対策PGの召集

・対策委員会の
　設置を社長へ
　具申

発生区

リコーグループ各社

担当部署

2006年度

件 数

金 額

2007年度 2008年度

0 0 0

0 0 0

環境に関する罰金・科料（リコーグループ）

＊ ｢クライシス｣とは、発生したリスクが持続/拡大し、リコー
　 グループの企業活動に極めて重大な悪影響を及ぼす
　 事態となる状況のことをいいます。



リコーグループ 環境経営報告書200955

環境経営の基盤 環境経営情報システム

環境経営の意思決定支援や
環境配慮設計を推進する情報システムです。

「環境経営情報システム」は、環境経

営の進捗を把握・推進するためのシ

ステムで、環境負荷を集計する「環境

負荷情報システム」と、環境コスト・

効果を集計する「環境会計システム」

で構成されています。収集した情報

を加工・解析することにより、事業活

動全体の統合環境影響の把握＊1を

はじめ、環境行動計画＊2 の策定、環

境経営の意思決定支援、環境配慮設

計の推進、部門別の改善活動、コーポ

レート環境会計＊3 の集計や社会へ

の情報開示に役立てています。

環境負荷情報システム
調達、設計、製造、輸送・販売、使用、保

守・サービス、回収・リサイクルの各事

業工程、および事業全体の環境負荷を

把握・集計するシステムです。事業全体

の環境負荷をとらえるのはもちろん、各

事業工程における業務フローの中から

環境データを自動的に収集し、それぞ

れの環境改善活動のPDCAにも活用し

ています。データ分析や改善活動により

活用しやすいシステムの構築を推し進

めるとともに、収集データの項目や範

囲拡大、精度向上に取り組んでいます。

2008年度は、輸送工程のCO2排出量＊1

をグローバルで把握するシステムの構

築、およびREACH 規則＊2 対応のシス

テムの構築を完了しました。

環境会計システム
環境負荷情報システムの環境保全効果

データと、会計システムの環境コストデー

タを集計し、環境経営指標＊などに加工

することにより、「コーポレート環境会計」

をタイムリーに把握するシステムです。

＊3：61ページ

環境経営情報システム

環境会計システム

環境負荷情報

調
　

達

環境配慮設計を推進するために、環境
面・コスト面から最適な材料や部品を
選定するシステムです。調達管理システ
ムや化学物質管理システムと、設計の
CADシステムが連動しています。

事業活動の環境負荷を把握するための
システムです。生産事業所はもちろん、
本社オフィスなど非生産事業所を含む
全事業所の電気使用量・化学物質使用
量・CO2排出量・廃棄物排出量などを
収集しています。

製
　

造

物流拠点・輸送工程・販売拠点での環
境負荷を削減するために、電気使用量・
ガソリン使用量・廃棄物発生量などを
収集するシステムです。収集したデータ
は、各拠点でのEMSのPDCA にも活用
されます。

輸
送
・
販
売

製品別の環境性能（消費電力・両面生産
性・リサイクル対応設計のレベルなど）
を共有し、環境配慮設計やカタログで
の情報開示などに活用するためのシス
テムです。設計データをもとに製品別の
環境負荷情報を集計しています。

使
　

用

製品メンテナンス時の環境負荷を把握・
分析するためのシステムです。製品の保
守履歴データベースおよび保守拠点で
のガソリンや電気使用量を集計する
データベースをもとに関連情報を収集
しています。

保
守
・
サ
ー
ビ
ス

製品設計時のリサイクルプランを回収
製品のリユース・リサイクルに活用する
ための情報インフラや、再資源化処理
の詳細を把握するシステムを展開して
います。

回
収
・
リ
サ
イ
ク
ル

環境会計集計データベース

統合データベース

PDCA（Plan-Do-Check-Act）＊を
推進するための情報が導き出されます。

環境会計情報

情
報
解
析

情
報
加
工

収集した情報を加工するためのデータ
・生産台数(工程別) ・製品重量 ・販売実績 ・配分情報（部署や設備と製品の関係）

リコーグループの事業活動全体を通した広
範囲かつさまざまなデータを環境経営情報
システムから収集し、統合化された環境影響
を算出しています。

環境保全活動による経済効果、および
グループ会社の環境保全コスト・経済効
果を、四半期または半年ごとに環境会
計集計データベースに入力し、集計して
います。

会計システム

環境保全コストを把握するために、会計
システムに環境会計コード入力欄を設
け、日次集計される会計情報から環境保
全コストを抽出しています。

統合環境影響の把握

製品の省エネ、省資源、化学物質管理やLCA
設計など、設計者の環境性能のつくり込み
のために環境経営情報システムと製品設計
ツールを連動させています。

環境配慮設計

製品の環境情報をお客様や仕入先企業、
リサイクル事業者などにホームページや環境
ラベル情報を通じて開示しています。

情報開示

環境行動計画の策定･進捗管理

環境負荷情報システム

設
　

計

環境経費

環境設備投資

環境経営情報システムから算出した統合環境
影響に基づいて行動計画を策定、削減目標を
設定します。また、集計の自動化や随時実績を
把握、工程ごとのデータ収集の精度を向上させ
ることで問題点を早期に把握し、改善活動に
つなげています。

環境行動計画や法規制情報と連動し、
グリーン調達を推進するためのシステ
ムです。仕入先企業とのネットワークを
活用し、原材料や部品の質量・構成素
材・含有化学物質などの情報を収集し
ています。

＊：53ページ

20ページ

20ページ

17、18ページ

57～60ページ

＊1： 50ページ

＊： 5、6ページ

＊2： 28、29、30ページ

＊1：59ページ ＊2：17ページ
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環境経営情報システム

環境会計システム

環境負荷情報

調
　

達

環境配慮設計を推進するために、環境
面・コスト面から最適な材料や部品を
選定するシステムです。調達管理システ
ムや化学物質管理システムと、設計の
CADシステムが連動しています。

事業活動の環境負荷を把握するための
システムです。生産事業所はもちろん、
本社オフィスなど非生産事業所を含む
全事業所の電気使用量・化学物質使用
量・CO2排出量・廃棄物排出量などを
収集しています。

製
　

造

物流拠点・輸送工程・販売拠点での環
境負荷を削減するために、電気使用量・
ガソリン使用量・廃棄物発生量などを
収集するシステムです。収集したデータ
は、各拠点でのEMSのPDCA にも活用
されます。

輸
送
・
販
売

製品別の環境性能（消費電力・両面生産
性・リサイクル対応設計のレベルなど）
を共有し、環境配慮設計やカタログで
の情報開示などに活用するためのシス
テムです。設計データをもとに製品別の
環境負荷情報を集計しています。

使
　

用

製品メンテナンス時の環境負荷を把握・
分析するためのシステムです。製品の保
守履歴データベースおよび保守拠点で
のガソリンや電気使用量を集計する
データベースをもとに関連情報を収集
しています。

保
守
・
サ
ー
ビ
ス

製品設計時のリサイクルプランを回収
製品のリユース・リサイクルに活用する
ための情報インフラや、再資源化処理
の詳細を把握するシステムを展開して
います。

回
収
・
リ
サ
イ
ク
ル

環境会計集計データベース

統合データベース

PDCA（Plan-Do-Check-Act）＊を
推進するための情報が導き出されます。

環境会計情報

情
報
解
析

情
報
加
工

収集した情報を加工するためのデータ
・生産台数(工程別) ・製品重量 ・販売実績 ・配分情報（部署や設備と製品の関係）

リコーグループの事業活動全体を通した広
範囲かつさまざまなデータを環境経営情報
システムから収集し、統合化された環境影響
を算出しています。

環境保全活動による経済効果、および
グループ会社の環境保全コスト・経済効
果を、四半期または半年ごとに環境会
計集計データベースに入力し、集計して
います。

会計システム

環境保全コストを把握するために、会計
システムに環境会計コード入力欄を設
け、日次集計される会計情報から環境保
全コストを抽出しています。

統合環境影響の把握

製品の省エネ、省資源、化学物質管理やLCA
設計など、設計者の環境性能のつくり込み
のために環境経営情報システムと製品設計
ツールを連動させています。

環境配慮設計

製品の環境情報をお客様や仕入先企業、
リサイクル事業者などにホームページや環境
ラベル情報を通じて開示しています。

情報開示

環境行動計画の策定･進捗管理

環境負荷情報システム

設
　

計

環境経費

環境設備投資

環境経営情報システムから算出した統合環境
影響に基づいて行動計画を策定、削減目標を
設定します。また、集計の自動化や随時実績を
把握、工程ごとのデータ収集の精度を向上させ
ることで問題点を早期に把握し、改善活動に
つなげています。

環境行動計画や法規制情報と連動し、
グリーン調達を推進するためのシステ
ムです。仕入先企業とのネットワークを
活用し、原材料や部品の質量・構成素
材・含有化学物質などの情報を収集し
ています。

＊：53ページ

20ページ

20ページ

17、18ページ

57～60ページ
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環境経営の基盤 環境経営評価手法

「エコバランス」「統合環境影響」「環境会計」をツールとして、
 行動計画策定や環境経営評価を行っています。

リコーグループは、2050年までに先

進国は環境負荷を１/8に削減しなけ

ればならないという長期環境ビジョ

ン＊1を描くとともに、2050年長期環

境負荷削減目標＊2で、ライフサイクル

CO2排出総量、新規投入資源量およ

び化学物質による環境影響をそれぞ

れ87.5％削減することを明らかにし、

これを環境経営のレベル向上によっ

て達成しようとしています。環境経営

のレベル向上とは、環境保全活動を推

進することによって、環境負荷が下が

り、同時に経済効果が上がっていく状

態を意味します。これを実現するため

には、事業全体の環境負荷を低減する

ための適切な行動計画を設定し、効果

的な施策を検討・実行するとともに、そ

の結果を評価し、情報開示する仕組み

が必要です。リコーグループは、「エコ

バランス」＊3「統合環境影響」＊4「環境

会計」＊5をツールに、行動計画・施策・活

動結果を評価し、環境経営のレベル

向上のためのPDCAを回しています。

エコバランスと統合環境影響評価に

よる事業全体の環境影響把握 
リコーグループは、環境影響の大きい

工程から効果的に環境負荷を削減する

ために、「エコバランス」と「統合環境影

響」をツールとして、事業活動全体およ

び工程別の環境負荷を把握しています。

まず、「環境経営情報システム」＊1で収集

した各工程別・環境影響物質別のイン

プット／アウトプットデータをもとに、

エコバランスを作成。しかし、この段階

では、異なる環境影響物質を使用する

工程の環境影響の大きさを比較するこ

とはできません。そこで、人間の健康へ

の影響、化石燃料や鉱物資源などの資

源の枯渇、生態系・生物多様性への影

響など、事業活動から発生するすべての

環境影響を指標化する統合化分析手法

によって「統合環境影響評価」を行い、

環境負荷の大きい工程を特定します。リ

コーグループは、「エコバランス」により

把握された「統合環境影響」の評価をも

とに、「環境行動計画」＊2 の設定を行っ

ています。

環境会計による施策選定と

活動結果評価
環境経営を推進するためには、環境負

荷削減を、利益創出に結びつく施策に

より行うことが重要です。リコーグルー

プは、どの事業の、どの工程で、どのよう

な施策を実施すれば有効かを判断する

ために、環境会計を活用しています。「エ

コバランス」と「統合環境影響」の評価

によって特定した環境影響の大きい工

程を改善するために、社会や法規制の

動向、競合他社の動きなどを考慮してさ

まざまな改善施策を検討します。そして

「セグメント環境会計」によって、それぞ

れの施策のコストに対する環境負荷削

減と利益創出効果のシミュレーション

を行うとともに、各施策の実績把握を

行っています。

環境経営のPDCAとツールの役割

環境行動計画の
策定

施策案検討 ④環境影響低減のための施策を抽出する。

施策選定

施策実施 ⑥各部門で施策を実施する。

結果評価

情報開示

セグメント環境会計

セグメント環境会計

コーポレート環境会計

環境会計指標

⑤各施策の環境会計と環境影響評価を
シミュレーションし、施策を決定する。 

⑦施策を実施した結果について環境会計
と環境影響評価を行い、行動計画の達
成状況を把握する。

⑧グループ全社の環境経営の状況を評価
し、情報開示を行う。

②各工程の環境負荷を指数化し、負荷の
大きい工程を特定する。

①事業全体・工程別の環境負荷を把握する。

③環境影響の大きな要因を特定し、環境
影響低減の目標を設定する。

統合環境影響評価

エコバランス

＊1： 15ページ ＊2： 15、16ページ

＊4： 58ページ ＊5： 58ページ

＊3： 59ページ

＊1： 55ページ ＊2： 17ページ
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事業活動全体の環境影響を把握し、効

果的に低減するために、リコーグループ

は、1998年度にエコバランスの考え方

を導入しました。環境影響の統合化手

法として、スウェーデン環境研究所が開

発したEPSという手法を採用し、統合

環境影響を把握しています。これは、国

内外のさまざまな手法を評価した結果、

資源採取による環境影響に対する考え

方や、リコーグループ独自の持続可能な

社会構築のためのコンセプト「コメット

サークル」＊と、EPS の特性が合致した

ためです。2002年度以来、エコバラン

スの考え方に基づいた環境行動計画の

策定を行っており、2005年度からはよ

り長期の環境目標の策定にも利用して

います。

リコーグループでは、1999年に初めて

の環境会計を公表しました。以来、環境

経営の状況を把握・情報開示するための

「コーポレート環境会計」をはじめ、環境

行動計画の策定や、施策の選定、達成状

況の確認に活用するための「セグメント

環境会計」など、環境経営のツールとな

る環境会計の確立に向けて取り組ん

でいます。

●コーポレート環境会計

リコーグループ全体の事業活動にお

いて、環境保全のために投じたコスト

とその保全効果、および経済効果を可

能な限り定量的に把握し外部に公表し

ています。日本の環境省「環境会計ガイ

ドライン2005年版」に沿って作成して

いるもので、エコバランスのデータから

必要な部分を取り出し、自社開発による

計算式・指標をもとに環境保全コスト

と効果（物量・金額）を算出しています。

2007年度からは、直接的な環境負荷

（事業所での環境負荷）だけでなく、ライ

エコバランス
企業が発生させる環境負荷を定量的に測定・把
握・報告する手段として、環境負荷のインプット
/アウトプットデータの一覧表を作成すること、ま
たは一覧表そのもの。LCAの考え方と同様に、直
接的な環境負荷のみならず、間接的な環境負荷も
算出しています。

統合環境影響
環境負荷が及ぼす多種多様な環境影響を統合的
に把握して、ひとつの指標 ELU（Environmental 
Load Unit）で表したもの。環境に負荷を与える
物質は、地球温暖化、大気汚染などのさまざまな
現象を引き起こし、生態系・生物多様性や人間の
健康に悪影響を与えます。これに資源枯渇など
も考慮してひとつの指標に統合し､全体としての
環境影響の大きさを測定します｡事業全体の環

境負荷を把握し、統合環境影響を算出すること
で、その具体的な削減計画を設定することがで
きます｡算出には、スウェーデン環境研究所（IVL 
Swedish Environmental Research Institute Ltd.）
が開発したEPS（Environment Priority Strategies
for Product Design）という手法を応用してい
ます。1ELU＝1Euroで、金額換算もできます｡

リコーグループのエコバランス

フサイクルの視点でとらえた環境負荷

も、あわせて開示しています。

● セグメント環境会計

事業活動の全工程から、環境保全に関

わる個別の投資やプロジェクトのコス

トとその環境保全効果、および経済効

果の予測・結果把握を行い、施策の有

効性を判断するための環境会計ツール

です。

＊： 14ページ

エコバランス・統合環境影響評価のフロー

■事業所系データ
　・エネルギー使用量データ、CO2、NOx、SOxなど
　  の排出物データなど。

■製品系データ
　・部品や素材・原材料の種類や量、お客様先
　  での使用電力量など。

●で収集したデータをもとに、リコーグループの事業に関連して地球環境から採取される物質
　量や地球環境に排出される物質量を事業の工程ごとに把握する。

●で把握した物質量をもとに、温暖化ガスや化学物質などによる複数の環境影響を1つの指標 
　に換算し、事業全体・工程別に環境影響の発生状況を把握する。

❶環境負荷情報システムによるデータ収集

❷エコバランスの把握

❸統合環境影響評価

●

●

●で把握した環境影響の発生状況を分析し、事業活動との関連を明らかにする。

❹評価結果の分析

●

環境行動計画の策定

重点領域・施策の選定

リコーグループの環境会計

21、24、33、38、42 ページ

61ページ
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環境経営の基盤 環境経営評価手法　エコバランス（環境負荷の把握と目標設定）

■2008年度のレビュー
リコーグループの売上は、前年比

5.8％の減少でしたが、開発途上国

向けの事業や新規事業なども含めた

グループ全体の統合環境影響は前

年度と比較して5.5％増加という結

果になりました。環境影響の大きな

事業工程は、原材料・部品調達とお

客様の製品使用時（電力・紙）となり

ます。環境行動計画の進捗による環

境影響削減効果に加え、世界的な不

況の影響も大きく、原材料・部品調

達、製造のステージでは環境影響が

減少しました。一方でお客様の使用

ステージで画像機器製品の過去5年

間の累積販売台数について評価を行

い、市場での製品稼働台数の増加に

ともなって消費電力や紙の使用量が

増加するという結果となりました。

原材料・部品製造 製品含有化学物質 物流・輸送 販　売 廃棄 リサイクル

電　力 紙

使　用 保　守非生産事業所生産事業所

製品
材料 部品

原材料・部品調達 製　造 物流・輸送・販売 使用・保守 回収・リサイクル 事業活動全体のエコバランス
 （2008年度）

原材料・部品製造 製品含有化学物質 生産事業所 非生産事業所 物流・輸送 販 売 電 力 紙 保 守 廃 棄事業活動の環境影響
を統合化した数値
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－6.1％統合環境影響の割合（2008年度）

7.7
2
E＋
0
7

2008

6
.4
4
E＋
0
7

2007
2007

－
1.18

E＋
0
8

2008

－
1.2
7
E＋
0
8

天然ガス ［千t］天然ガス

123
化 学

113OIL

116etc

69
鉱 石

69
石 炭

22天然ガス

－11OIL

－10etc

－26
鉱 石

－17
石 炭

－5天然ガス

14OIL

28
石 炭

水 3,736

45天然ガス

2OIL

4
石 炭

水 218

4天然ガス

85OIL

3
石 炭

1天然ガス

33OIL

10
石 炭

6天然ガス

56OIL

169
石 炭

109天然ガス

21OIL

7
石 炭

4天然ガス

0.1OIL

0.2
石 炭

0.1天然ガス

848OIL

36
石 炭

16天然ガス

etc 2,979

※ LCAデータ、評価方法の変更について

●LCAデータ
LCA日本フォーラムが公開しているLCA database
をベースにして、みずほ情報総研（株）様に整理い
ただいたデータに変更しています。

●リサイクル工程の追加
画像機器製品の回収後の再資源化処理（マテリ
アルリサイクル、サーマルリサイクル、焼却・埋立）
を追加しました。

（新規事業、開発途上国の取り扱い）
本ページの「エコバランス」の評価範囲には、2000

年度以降のM&A などによる新規事業や開発途上

国も含みます。　　　　　 の「環境経営の概況にお

ける統合環境影響の推移」では、2000 年度基準と

の比較のため、これらの環境影響を除いて示してい

ます。

5 ページ

環境負荷データ収集対象範囲のカバー率について

2008年度のリコーグループの環境負荷（統合環
境影響）データ収集対象範囲のカバー率（収集対
象会社・事業のグループ全体に占める割合：売上高
ベース）は99.3％です。M&Aなどで新たに取得し、
2007年度までカバーされていなかった事業6.7％

（リコープリンティングシステムズ、山梨電子工業、イ
ンフォプリント・ソリューションズ）分および2008
年度に取得した事業5.8％（IKON・オフィス・ソ
リューションズ）分については、2008年度より対象
に含まれております。
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原材料・部品調達 製　造 物流・輸送・販売 使用・保守 回収・リサイクル 事業活動全体のエコバランス
 （2008年度）
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［千t］NOx NOx

1CO2
以外

28CO2

9BOD

9
化 学

34CO2
以外

269CO2

0.2SOx

0.4NOx
1CO2

以外

299CO2

0.24SOx

0.11NOx

2CO2
以外

152CO2

0.16SOx

0.42NOx

27CO2
以外

954CO2

1SOx

2NOx 0CO2
以外

1.2CO21CO2
以外

99CO2

0.11SOx

0.28NOx

－9CO2
以外

－77CO2

－0.2SOx

－0.1NOx

871CO2
以外

2,894CO2

15SOx

11NOx

47CO2
以外

541CO2

1SOx

1NOx

単位 ： ELU
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リサイクル

－6.1％統合環境影響の割合（2008年度）
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天然ガス ［千t］天然ガス

123
化 学

113OIL

116etc

69
鉱 石

69
石 炭

22天然ガス

－11OIL

－10etc

－26
鉱 石

－17
石 炭

－5天然ガス

14OIL

28
石 炭

水 3,736

45天然ガス

2OIL

4
石 炭

水 218

4天然ガス

85OIL

3
石 炭

1天然ガス

33OIL

10
石 炭

6天然ガス

56OIL

169
石 炭

109天然ガス

21OIL

7
石 炭

4天然ガス

0.1OIL

0.2
石 炭

0.1天然ガス

848OIL

36
石 炭

16天然ガス

etc 2,979

「E＋n」は「×10n」を意味します。  例）1.45E＋08＝1.45×108
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環境経営の基盤 環境経営評価手法　コーポレート環境会計

 ・環境投資比率 : 0.8％
 〈＝環境投資（7.9）／設備投資総額（969）〉

 ・環境研究開発費比率 : 2.1％
 〈＝環境研究開発費（26.4）／研究開発費総額（1,244）〉

環境保全コストを事業活動との関わりによって分類した
もの。具体的には環境省「環境会計ガイドライン2005年
版」の「事業活動に応じた分類」によっています。

環境保全活動に対する支出で、
環境投資と環境費用（狭義のコスト）の両方を含む広義のコストをいいます。

環境保全活動の結果として得られ
た効果のうち、環境負荷の発生の
防止・抑制・影響の除去・修復などの
取り組みの効果。リコーグループで
は、前年度と比較した環境負荷物質
の排出削減量を計上しています（＝
前年度排出量－当年度排出量）。

●環境投資
環境保全活動に対する支出のうち、財務会計
の固定資産投資に相当するもの。その金額は
減価償却の手続きにより固定資産の耐用期
間にわたって環境費用として配分されます。

●環境費用
環境保全活動に対する支出のうち、財
務会計の期間費用に相当するもの（環
境投資の減価償却費を含みます）。

●換算係数
単位の異なる多種の環境負荷を重
みづけして合算し、環境への影響
度を把握するための重みづけ係数
（CO2＝1）。スウェーデンのEPSと
いう手法を応用して求めています。

●削減換算値／負荷換算値
環境負荷削減量／環境負荷総
量に換算係数を掛けた値。
t-CO2単位に換算した環境
負荷削減量／環境負荷総量の
環境への影響度と言えます。

●社会コスト削減額／
　社会コスト
削減換算値／負荷換算値を金
額に換算したもの。EPS Ver.
2000により108Euro/t-CO2
で計算しています。

経済効果とは、環境保全活動の結果として得られた効果のうち、

リコーグループの利益に何らかの形で貢献した効果で、以下の5つに分類されます。

リコーグループが当年度に排出した環境負荷物質の量。

項　　目

総　　計

コ　ス　ト

環境投資 主な費用項目

公害防止コスト……………………2.7

地球環境保全コスト………………3.4

資源循環コスト…………………14.6

環境マネジメントシステム構築・維持費用、
環境報告書作成、環境広告のための費用

上・下流コスト

事業エリア内
コスト

管理活動コスト

研究開発コスト

社会活動コスト

環境損傷対応コスト

その他コスト

2.7

0.1

0.8

4.1

0.0

0.1

0.2

7.9

20.7

75.6

48.0

26.4

0.5

0.7

0.9

172.6

環境費用

製品の回収、再商品化のための
費用など

環境負荷低減のための研究、開発費用

事業所を除く自然保護、緑化のための費用など

土壌汚染の修復、環境関連の和解金など

その他環境保全に関連するコスト

経　済　効　果

金額効果 分類 項　　　目

－2.3

46.3

20.8

228.0

［21.2］

14.3

51.1

［4.9］

a1

b

c

a1

S

b

a2

S

358.2

26.0

な　し

節電や排出物処理効率化など

生産付加価値への寄与

汚染による修復リスクの回避、訴訟の回避など

リサイクル品売却額など

R&D（製品研究開発）による利益貢献額

製品省エネ性能向上によるユーザー支払電気代削減

社会における廃棄物処理コストの削減

報道効果、環境教育効果、環境宣伝効果など

（a1：225.7  a2：51.1  b：60.6  c：20.8）合計 a1 : 実質的効果
a2 : 推定実質的効果
 b : 副次的効果
 c : 偶発的効果
 S : 社会的効果
　   （お客様での効果）

S合計

環　境　保　全　効　果 環　境　負　荷

環境負荷削減量　（t） 総　量　（t）削減換算値換算係数 社会コスト削減額 社会コスト負荷換算値

…………………………

………………………………

……………

………………………………

……………………………

………

………………

…………………………

………

………………………

…………………………

3,008.5919,380,325－153.74

3.04 343,806 53.37

－990,329

19,602

合計（ライフサイクル全体での環境負荷削減量）

合計（事業所での環境負荷削減量）

合計（ライフサイクル全体での環境負荷）

合計（事業所での環境負荷）

28,182.6

10.6

1.1

－2.2

－148.8

28,183

208

34

0

－15,478

4.38

0.03

0.01

0.00

－2.40

CO2

NOx

SOx

BOD

294,888

158

7

8

261

294,888

3,106

223

0

27,122

18,466

45.78

0.48

0.03

0.00

4.21

2.87

廃棄物最終処分量

環境影響化学物質排出量 環境影響化学物質排出量

CO2

NOx

SOx

BOD

廃棄物最終処分量

事業所で排出する環境負荷削減 事業所で排出する環境負荷

1.0

19.7

30.3

0.02

104.0

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

換算係数

1.0

19.7

30.3

0.02

104.0

1.036,655

2008年度
リコーグループのコーポレート環境会計

コスト単位 : 億円（外貨レート : 1＄ ＝ 100.55円、1Euro ＝ 143.74円）

※ 算出式は右ページを参照。

………

………………………

…………………………

…………………………

…………………………

………………………

………………………

……………

………………

…………………

－418,428

－1,380

－1,549

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－418,428

－27,187

－46,942

－599,406

180,448

－64.96

－4.22

－7.29

－93.05

28.01

NOx

SOx

5,157,736

15,069

17,375

5,157,736

296,855

526,473

7,631,598

2,627,164

3,140,500

800.68

46.08

81.73

1,184.72

407.84

487.53その他

CO2 CO2

NOx

SOx

化石燃料

鉱物資源

………………

……………

……………

その他

化石燃料

鉱物資源

ライフサイクル全体での環境負荷削減 ライフサイクル全体での環境負荷

1.0

19.7

30.3

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

1.0

19.7

30.3

－12.23－78,813

対象範囲 ●集計対象：リコーグループ主要会社
●集計対象期間： 2008年4月1日から2009年3月31日（コスト、環境負荷総量）　※ 環境負荷削減量は2007年度実績と2008年度実績との比較です。
※ 社会コストは108Euro ／ t-CO2（￥15,524／ t-CO2）を基準に計算

76ページ

●実質的効果 （a1）
経済効果のうち次のいずれか
に当てはまるものをいいます。

■効果としての現金または現
金同等物の受け取りがある
もの。財務会計の実現収益に
相当します。

■環境保全活動がなければ
発生するはずだった費用が節
約された場合の節約額。財務
会計では認識されません。

●推定実質的効果（a2）
実質的に売上や利益に貢献
しているが、その貢献額の測
定に推定計算が必要なもの。
例えば、製品の環境性能向上
が売上や利益の増加をもた
らす場合などがあります。

●副次的効果 （b）
環境保全活動に対する支出
が全体としての利益獲得に
寄与したと推定される場合
の寄与推定額。例えば、環境
保全コストをリコーグループ
が事業を営むための不可欠
なコストと考えれば、それは
一定の割合で利益獲得に貢
献していると言えます。具体
的には環境保全活動によっ
て得られた効果のうち、売
上・利益の増加や経費削減で
は表せない効果を、項目別に
推計方法を定め、貨幣価値で
表しています。

●偶発的効果 （c）
環境保全活動に対する支出
は環境負荷の発生を防止す
るため、ひとたび発生してし
まった場合の損害を回避する
効果があったと言えます。具
体的には発生した場合に見
込まれる損害額に発生係数
と影響係数を掛けて計算し
ます。

ア

イ

●社会的効果 （S）
環境保全活動に対する支出
がリコーグループ外の社会
で上げた効果。具体的には環
境配慮型製品がお客様の電
気代や廃棄物処理費を削減
した額をいいます。

※ ライフサイクル全体での数値は、事業所での数値を含みます。
※ 化石燃料、鉱物資源、その他の物量の詳細は　　　　　　　　　　　　　を参照してください。
※ 環境影響化学物質とは、PRTR法対象物質を主に、リコーグループとして使用量の多い化学物質を加え、環境行動計画で定めた物質です。
※ 資産除去債務（環境債務）に関しては、　　　　　をご覧ください。

光熱水道費削減額 前年度光熱水道費 ─ 当年度光熱水道費

前年度廃棄物処理費 ─ 当年度廃棄物処理費

排出物分別による有価物の売却額

リサイクルした製品および部品の売上

国などからの環境関連の補助金額

廃棄物処理費削減額

有価物売却額

リサイクル製品・パーツ売上

補助金

生産付加価値寄与額 売上総利益×環境保全コスト／経費

新聞で取り上げられた紙面面積／1頁の紙面面積×1頁あたりの広告費用

内部環境教育受講者×外部で受講した場合の費用

環境ホームページアクセス数×環境報告書単価

報道効果

環境教育効果

宣伝効果

（1）実質的効果の算出式 （4）偶発的効果の算出式
偶発的効果金額 基準金額×発生係数×影響係数×継続係数

汚染防止に関わる改善項目

訴訟、操業停止、修復における基準金額を設定

発生頻度、影響範囲で発生係数と影響係数を設定

対象項目

基準金額

係　数

（3）副次的効果の算出式

製品粗利×環境配慮ポイントによる粗利貢献率Ｒ＆Ｄ利益貢献額

（2）推定実質的効果の算出式 （5）社会的効果（お客様先での製品使用による経済効果）の算出式
総電力量 製品消費電力量×販売台数

（旧製品総電力量－新製品総電力量）×電気代単価

（回収製品重量－最終処分重量）×外部処理単価

電気代削減効果

廃棄物処理費削減効果

59～60ページ（エコバランス）

44ページ
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 ・環境投資比率 : 0.8％
 〈＝環境投資（7.9）／設備投資総額（969）〉

 ・環境研究開発費比率 : 2.1％
 〈＝環境研究開発費（26.4）／研究開発費総額（1,244）〉

環境保全コストを事業活動との関わりによって分類した
もの。具体的には環境省「環境会計ガイドライン2005年
版」の「事業活動に応じた分類」によっています。

環境保全活動に対する支出で、
環境投資と環境費用（狭義のコスト）の両方を含む広義のコストをいいます。

環境保全活動の結果として得られ
た効果のうち、環境負荷の発生の
防止・抑制・影響の除去・修復などの
取り組みの効果。リコーグループで
は、前年度と比較した環境負荷物質
の排出削減量を計上しています（＝
前年度排出量－当年度排出量）。

●環境投資
環境保全活動に対する支出のうち、財務会計
の固定資産投資に相当するもの。その金額は
減価償却の手続きにより固定資産の耐用期
間にわたって環境費用として配分されます。

●環境費用
環境保全活動に対する支出のうち、財
務会計の期間費用に相当するもの（環
境投資の減価償却費を含みます）。

●換算係数
単位の異なる多種の環境負荷を重
みづけして合算し、環境への影響
度を把握するための重みづけ係数
（CO2＝1）。スウェーデンのEPSと
いう手法を応用して求めています。

●削減換算値／負荷換算値
環境負荷削減量／環境負荷総
量に換算係数を掛けた値。
t-CO2単位に換算した環境
負荷削減量／環境負荷総量の
環境への影響度と言えます。

●社会コスト削減額／
　社会コスト
削減換算値／負荷換算値を金
額に換算したもの。EPS Ver.
2000により108Euro/t-CO2
で計算しています。

経済効果とは、環境保全活動の結果として得られた効果のうち、

リコーグループの利益に何らかの形で貢献した効果で、以下の5つに分類されます。

リコーグループが当年度に排出した環境負荷物質の量。

項　　目

総　　計

コ　ス　ト

環境投資 主な費用項目

公害防止コスト……………………2.7

地球環境保全コスト………………3.4

資源循環コスト…………………14.6

環境マネジメントシステム構築・維持費用、
環境報告書作成、環境広告のための費用

上・下流コスト

事業エリア内
コスト

管理活動コスト

研究開発コスト

社会活動コスト

環境損傷対応コスト

その他コスト

2.7

0.1

0.8

4.1

0.0

0.1

0.2

7.9

20.7

75.6

48.0

26.4

0.5

0.7

0.9

172.6

環境費用

製品の回収、再商品化のための
費用など

環境負荷低減のための研究、開発費用

事業所を除く自然保護、緑化のための費用など

土壌汚染の修復、環境関連の和解金など

その他環境保全に関連するコスト

経　済　効　果

金額効果 分類 項　　　目

－2.3

46.3

20.8

228.0

［21.2］

14.3

51.1

［4.9］

a1

b

c

a1

S

b

a2

S

358.2

26.0

な　し

節電や排出物処理効率化など

生産付加価値への寄与

汚染による修復リスクの回避、訴訟の回避など

リサイクル品売却額など

R&D（製品研究開発）による利益貢献額

製品省エネ性能向上によるユーザー支払電気代削減

社会における廃棄物処理コストの削減

報道効果、環境教育効果、環境宣伝効果など

（a1：225.7  a2：51.1  b：60.6  c：20.8）合計 a1 : 実質的効果
a2 : 推定実質的効果
 b : 副次的効果
 c : 偶発的効果
 S : 社会的効果
　   （お客様での効果）

S合計

環　境　保　全　効　果 環　境　負　荷

環境負荷削減量　（t） 総　量　（t）削減換算値換算係数 社会コスト削減額 社会コスト負荷換算値

…………………………

………………………………

……………

………………………………

……………………………

………

………………

…………………………

………

………………………

…………………………

3,008.5919,380,325－153.74

3.04 343,806 53.37

－990,329

19,602

合計（ライフサイクル全体での環境負荷削減量）

合計（事業所での環境負荷削減量）

合計（ライフサイクル全体での環境負荷）

合計（事業所での環境負荷）

28,182.6

10.6

1.1

－2.2

－148.8

28,183

208

34

0

－15,478

4.38

0.03

0.01

0.00

－2.40

CO2

NOx

SOx

BOD

294,888

158

7

8

261

294,888

3,106

223

0

27,122

18,466

45.78

0.48

0.03

0.00

4.21

2.87

廃棄物最終処分量

環境影響化学物質排出量 環境影響化学物質排出量

CO2

NOx

SOx

BOD

廃棄物最終処分量

事業所で排出する環境負荷削減 事業所で排出する環境負荷

1.0

19.7

30.3

0.02

104.0

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

換算係数

1.0

19.7

30.3

0.02

104.0

1.036,655

2008年度
リコーグループのコーポレート環境会計

コスト単位 : 億円（外貨レート : 1＄ ＝ 100.55円、1Euro ＝ 143.74円）

※ 算出式は右ページを参照。

………

………………………

…………………………

…………………………

…………………………

………………………

………………………

……………

………………

…………………

－418,428

－1,380

－1,549

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－418,428

－27,187

－46,942

－599,406

180,448

－64.96

－4.22

－7.29

－93.05

28.01

NOx

SOx

5,157,736

15,069

17,375

5,157,736

296,855

526,473

7,631,598

2,627,164

3,140,500

800.68

46.08

81.73

1,184.72

407.84

487.53その他

CO2 CO2

NOx

SOx

化石燃料

鉱物資源

………………

……………

……………

その他

化石燃料

鉱物資源

ライフサイクル全体での環境負荷削減 ライフサイクル全体での環境負荷

1.0

19.7

30.3

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

（リコー基準にて
各物質ごとに換算）

1.0

19.7

30.3

－12.23－78,813

対象範囲 ●集計対象：リコーグループ主要会社
●集計対象期間： 2008年4月1日から2009年3月31日（コスト、環境負荷総量）　※ 環境負荷削減量は2007年度実績と2008年度実績との比較です。
※ 社会コストは108Euro ／ t-CO2（￥15,524／ t-CO2）を基準に計算

76ページ

●実質的効果 （a1）
経済効果のうち次のいずれか
に当てはまるものをいいます。

■効果としての現金または現
金同等物の受け取りがある
もの。財務会計の実現収益に
相当します。

■環境保全活動がなければ
発生するはずだった費用が節
約された場合の節約額。財務
会計では認識されません。

●推定実質的効果（a2）
実質的に売上や利益に貢献
しているが、その貢献額の測
定に推定計算が必要なもの。
例えば、製品の環境性能向上
が売上や利益の増加をもた
らす場合などがあります。

●副次的効果 （b）
環境保全活動に対する支出
が全体としての利益獲得に
寄与したと推定される場合
の寄与推定額。例えば、環境
保全コストをリコーグループ
が事業を営むための不可欠
なコストと考えれば、それは
一定の割合で利益獲得に貢
献していると言えます。具体
的には環境保全活動によっ
て得られた効果のうち、売
上・利益の増加や経費削減で
は表せない効果を、項目別に
推計方法を定め、貨幣価値で
表しています。

●偶発的効果 （c）
環境保全活動に対する支出
は環境負荷の発生を防止す
るため、ひとたび発生してし
まった場合の損害を回避する
効果があったと言えます。具
体的には発生した場合に見
込まれる損害額に発生係数
と影響係数を掛けて計算し
ます。

ア

イ

●社会的効果 （S）
環境保全活動に対する支出
がリコーグループ外の社会
で上げた効果。具体的には環
境配慮型製品がお客様の電
気代や廃棄物処理費を削減
した額をいいます。

※ ライフサイクル全体での数値は、事業所での数値を含みます。
※ 化石燃料、鉱物資源、その他の物量の詳細は　　　　　　　　　　　　　を参照してください。
※ 環境影響化学物質とは、PRTR法対象物質を主に、リコーグループとして使用量の多い化学物質を加え、環境行動計画で定めた物質です。
※ 資産除去債務（環境債務）に関しては、　　　　　をご覧ください。

光熱水道費削減額 前年度光熱水道費 ─ 当年度光熱水道費

前年度廃棄物処理費 ─ 当年度廃棄物処理費

排出物分別による有価物の売却額

リサイクルした製品および部品の売上

国などからの環境関連の補助金額

廃棄物処理費削減額

有価物売却額

リサイクル製品・パーツ売上

補助金

生産付加価値寄与額 売上総利益×環境保全コスト／経費

新聞で取り上げられた紙面面積／1頁の紙面面積×1頁あたりの広告費用

内部環境教育受講者×外部で受講した場合の費用

環境ホームページアクセス数×環境報告書単価

報道効果

環境教育効果

宣伝効果

（1）実質的効果の算出式 （4）偶発的効果の算出式
偶発的効果金額 基準金額×発生係数×影響係数×継続係数

汚染防止に関わる改善項目

訴訟、操業停止、修復における基準金額を設定

発生頻度、影響範囲で発生係数と影響係数を設定

対象項目

基準金額

係　数

（3）副次的効果の算出式

製品粗利×環境配慮ポイントによる粗利貢献率Ｒ＆Ｄ利益貢献額

（2）推定実質的効果の算出式 （5）社会的効果（お客様先での製品使用による経済効果）の算出式
総電力量 製品消費電力量×販売台数

（旧製品総電力量－新製品総電力量）×電気代単価

（回収製品重量－最終処分重量）×外部処理単価

電気代削減効果

廃棄物処理費削減効果

59～60ページ（エコバランス）

44ページ
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環境経営の基盤 環境教育・啓発

地球市民としての自覚をもち、
自ら環境経営を推進できるよう社員の育成に取り組んでいます。

全員参加の環境経営を実りあるもの

にするには、トップの意思表示や各

部門での積極的な活動はもちろん、

一人ひとりが自らの業務で環境経営

を実践していける社員の育成も重要

です。環境経営は企業としての活動

ですが、実際は社員一人ひとりが行っ

ている活動だからです。リコーグルー

プには、全世界で10万人を超える社

員がいます。社員の意識のもち方に

よって、同じ活動でも、その成果は大

きく異なってきます。「地球市民」「リ

コーグループの社員」、そして「環境

経営を推進するためのスペシャリス

ト」として、社員が成長していくため

の教育・啓発活動を行っています。

環境教育体系図

イベント
●環境月間記念シンポジウム
●グローバルエコアクション
●親子自然教室

環境啓発 研修プログラム ●環境ボランティアリーダー
　養成プログラム

情報発信
●環境経営報告書
●みんなの環境経営小冊子
●環境経営ウェブサイト

専門技術研修
●リサイクル対応設計
●製品環境影響評価技術（機器製品編）
●環境関連法規

専門教育 自己啓発コース ●通信教育講座

認定資格制度
●公害防止管理者
●作業環境測定士
●環境計量士

●環境ポケットブック教育
●環境経営大会

EMS教育

●各部門による教育
　例）環境キーマン教育個別プログラム

部門教育

階層教育

●環境e-ラーニング初級編
●集合研修新入社員教育

●環境e-ラーニング中級編
●集合研修管理職教育

リコー
環境教育体系

社員向け環境ｅ-ラーニング

初級編・中級編

《リコーグループ／グローバル》
2006 年度、リコー社員を対象に社内

LANを通じたｅ-ラーニング初級編｢環

境経営はじめの一歩｣を実施しました。

内容は「地球環境保全における企業の

使命」「各部門の環境経営活動事例」な

どで、環境経営への理解と意識を高め

ることが目的です。2007年度には、国

内グループ社員に対象を拡げました。

2008 年度は、英語字幕をつけたｅ-

ラーニング初級編ダイジェストCD版を

作成し、海外極で実施しました。また、業

務の中への効果的な環境視点の取り入

れ方、環境経営の効果把握方法などを

盛り込んだｅ-ラーニング中級編を新た

に設け、リコー各部門の管理職や環境

推進担当者への教育を実施しました。

環境関連技術研修講座の開催

《リコーグループ／日本》
環境経営を推進するためのスペシャリ

ストとして、それぞれの職場で、環境に

配慮したものづくりや、適切な化学物質

の管理を行えるよう、LCAやリサイクル

対応設計などの環境関連技術研修講座

を実施しています。

環境関連技術研修講座

講　座　名

ライフサイクルアセスメント〈LCA〉（基礎）

ライフサイクルアセスメント〈LCA〉（応用）

サプライ製品安全（初級）

サプライ製品安全（上級）

環境関連法規

騒音（基礎）

リサイクル対応設計

OA機器における熱設計

リコーグループ製品含有化学物質マネジメントシステム（概要）

親子自然教室の実施

《リコーグループ／日本》
2008 年7月､リコーとC.W.ニコル･ア

ファンの森財団の共催による｢第7回リ

コー親子自然教室｣を長野県黒姫にある

アファンの森で開催しました。このイベン

トはグループ社員とその家族に自然の大

切さを体感してもらうことを目的にした

1泊2日の自然体験プログラムです。ア

ファンの森は､作家のC.W.ニコル氏が

｢日本の森を再び野生動物と人が共生で

きる豊かな森に戻したい｣との思いで20

年前から荒廃した里山を少しずつ購入し､

天然林の復元を進めており、当日は親子

25人が｢アートセラピー｣｢ナイトハイク｣

｢森の宝物探し｣などのプログラムを通じ、

豊かな森の自然を存分に体験しました。

英語字幕をつけたe-ラーニング初級編 アファンの森で感じたことを語りあう参加者



リコーグループ 環境経営報告書2009 64

環
境
経
営
の
考
え
方

製
品
に
関
す
る
取
り
組
み

事
業
活
動
に
関
す
る
取
り
組
み

特
集
／
環
境
経
営
の
環
を
拡
げ
る

基
盤　

環
境
教
育
・
啓
発

TO P I C

環境とコスト視点で

改善ポイントを発見する「トレジャーマップ」
アメリカの生産会社リコーエレクトロニクス（REI）は、従来

から全員参加の環境経営活動を推進してきましたが、2002

年から「トレジャープログラム」を導入し、活動のさらなる

スパイラルアップを図っています。このプログラムの特徴は、

作業工程などの無駄を「財宝」と考え、発見した財宝を改善

につなげていく点にあります。「トレジャーマップ」には、

調達、組立、品質、物流、事務所業務、環境など、10 の工程

で恒常的に大きな無駄が発生している項目が列挙され、

社員はこのマップを頼りに、それぞれの現場で財宝を探し

出して、改善提案を提出します。

全員参加の環境経営　《リコーエレクトロニクス／アメリカ》

発見した無駄を改善につなげ、

環境負荷とコストの改善効果を「見える化」
REIでは、これまでに多くの財宝を発見し、天窓を使った省エ

ネや、パレットのリユース、型抜きの効率向上などの改善を実施

しました。改善内容と効果は「トレジャーデータベース」に登録

され、環境負荷とコスト削減効果が「見える化」されます。これ

をもとに提案が評価され､社員に「トレジャーポイント」が付

与され、ポイントを貯めた社員は、給与への上乗せで賞金を

受け取ることができる仕組みになっています｡社員全員がわか

りやすく、モチベーション向上につながる仕組みを構築するこ

とで、2008年度は1,515件の改善が実施され、130万トンの

CO2排出削減と、228万ドルのコスト削減効果を上げました。

品質保証 環境保全直接オペレーション 間接オペレーション

1. 品質財宝

手順の非効率

2.組立財宝（1）

動作の非効率

3.組立財宝（2）
組立作業の
非効率

4.流通財宝

流通と運送の
非効率

5.工程財宝

工程の非効率

6.調達財宝
部品購買の
非効率

7.事務所財宝
事務所業務の
非効率

8.経営財宝
経営管理の
非効率

9.購買財宝

購買の非効率

10.環境財宝

改善と財宝のマップトレジャーマップ

環境保全の
非効率

リコーグループ環境経営大会

《リコーグループ／グローバル》
2009年2月、「第15回リコーグループ

環境経営大会」を開催し、会場のリコー

大森事業所に約370人の社員が集まり

ました。テーマは「今こそリコーグルー

プの環境経営を加速させよう！」で、桜

井会長がまず、『低炭素社会づくりと企

業の役割』と題して「社会のあるべき姿

に向かって、いち早く技術革新領域を

定め、推進を期待する」との講話を行い

ました。続いて近藤社長が『リコーが目

指す環境経営』と題して「一人ひとりが

今何ができるか、何をやりたいか、考え

ることを楽しみ、実践してほしい」と述

べました。また、第7回目を迎えた「リ

コーグループ環境経営活動賞表彰式」

は大 賞2件、奨 励賞4件を表彰。環境

経営改善活動部門大賞の「Treasure 

Program」（リコーエレクトロニクス）

と、プロセス革新技術部門大賞の「OPC

コンパクトラインの開発」＊(リコーRS

事業部) の事例が発表されました。中

国極の地域統括会社リコーチャイナ

では、2008年10月、上海の本社ビル

に て、第2回 Green Communication 

Strategy Meeting（「四位一 体」環 境

経営）を開催し、中国ファミリーグループ

13社、合計136名が参加しました。中国

極では、「開発・設計」「調達・生産」「販売・

改善の気づきを促す「トレジャープログラム」を導入し、全員参加の環境経営を実践しています。

サービス」「物流」の4つの機能をもつ各

社が一体となって環境経営を行ってお

り、当日は、年間を通じての分科会の活

動状況が報告されました。

桜井会長の講話を聞くリコーグループ社員

＊：36ページ
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環境経営の基盤 環境コミュニケーション

すべてのステークホルダーと真摯な姿勢で
コミュニケーションを図り、環境経営の環を拡げていきます。

社会から成長と発展を望まれる企業

であるためには、実際に環境保全活

動を推進すると同時に、考え方や活

動内容を多くの方々に知っていただ

き、社会からの信頼を得ることが重

要です。また、活動事例を積極的に社

内外に情報発信することは、さらに

活動を促進し、循環型社会づくりに

も貢献することになります。リコーグ

ループは、環境コミュニケーションと

環境保全活動は環境経営の両輪で

あるという考えのもと、真摯な姿勢

でのコミュニケーションを通して環

境保全活動の環を拡げていきます。

リコーグループ
の環境経営

製品づくりの考え方を共有
し、環境影響化学物質の削減
などに向けた活動を推進して
います。

仕入先企業（製品の材料・部品）

環境社会貢献
の推進

環境配慮型
製品の購買
による
普及促進

輸送の
環境負荷削減

資源の
有効利用

環境配慮型製品・
サービスの普及 

環境配慮型
製品の開発

環境ボランティアによる地域
貢献とともにサイトレポートな
どで情報開示をしています。

地域住民

輸送における環境負荷を低減
するために、モーダルシフトな
どを推進しています。

物流事業者

生態系保全などに関する知識
やノウハウを共有し、ともに活
動を推進しています。

NPO／ NGO

紙や文具、事務機器など
のユーザーとして、グリー
ン購買を推進しています。

仕入先企業（什器・文具類）

環境リスク評価に役立つ
情報を環境会計で開示
するとともに、環境債務を
把握・開示しています。

株主・投資家・アナリスト

環境配慮型製品普及の
ための活動や、地域社会
への情報発信、環境意識
啓発を行っています。

行　政

使用済み製品の再資源化
や、事業所のごみゼロの
レベルアップを図るため
のパートナーです。

リサイクル事業者

31、32ページ

74、75ページ

39、40ページ

31ページ

環境経営と環境コミュニケーション

環境負荷低減、競争力・利益・
信頼性の獲得による
企業価値の向上

環境保全
活動

環境
コミュニ
ケーション
活動

循環型社会
づくりの促進

環境保全に対する価値観を共
有するとともに、お客様の環
境負荷削減のお手伝いをして
います。

お客様・消費者

48、49ページ

50、51ページ 71～73ページ

●リコーグループのグリーン購入の定義

・ グリーン調達 （材料・部品のグリーン購入）

・ グリーン購買 （什器・文具類のグリーン購入）

・ グリーン販売 （お客様にとってのグリーン購入）

安心して暮らせる
地域づくり

環境
パフォー
マンス情報・
リスク情報
の共有

44、61、62ページ

環境経営報告書の発行

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループは、1996年度の情報を

開示した環境報告書を1998年4月に発

行して以来、毎年報告書を発行していま

す。2004年度からは、サステナビリティ

レポートとして、環境経営報告書、社会的

責任経営報告書、アニュアル・レポートの

3つの報告書を6月に発行しています。こ

の「サステナビリティレポート2008」が、

第12回環境コミュニケーション大賞（主

催：環境省、（財）地球・人間環境フォーラ

ム)で環境報告大賞（環境大臣賞）、さら

に、「環境経営報告書2008」が、第12回

環境報告書賞（主催：東洋経済新報社、

グリーンリポーティング・フォーラム）で

最優秀賞を受賞しました。

環境サイトレポートの発行

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは､地域とのつながり

を重視し､行政､事業所周辺の住民、社員

の家族などとのコミュニケーション手段

として環境サイトレポートの発行を促進

しています｡2001年度には、「環境サイト

レポート作成ガイドライン」＊1を作成し､

グループ内で運用しています｡リコー御

殿場事業所の「環境報告書2008」＊2

は､第12回環境報告書賞で環境サイト

レポート賞を受賞しました｡

環境Webサイトの公開

《リコー／グローバル》
リコーの環境Webサイト＊1は、製品の環

境情報や最新のニュースなど、調べたい情

報を誰でも簡単に探し出せるよう、「見や

すさ」「わかりやすさ」「使いやすさ」にこだ

わって制作しています。英語版ホームペー

ジも開設しており、各国の関連会社にもリ

ンクしています。また、環境ホームページの

中には、子ども向け学習サイト「Ecotoday

テンペル・タットルストーリー」＊2を公開

しています。リコーが支援する世界各地

の森林生態系保全活動のストーリーや、

楽しみながら環境問題を学べるクイズ

やゲームのコンテンツがあります。

＊1 http://www.ricoh.co.jp/ecology/report/site.html
＊2 http://www.ricoh.co.jp/ecology/report/gotenba/
　　index2008.html

＊1 リコー環境経営Web http://www.ricoh.co.jp/ecology/
＊2 Ecotoday テンペル・タットルストーリー
　　http://www.ricoh.co.jp/ecology/ecotoday/

斉藤環境大臣から環境大臣賞の授与
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外部講演

《リコー／日本》
リコーでは、環境経営の環を拡げる目的

で、企業、団体などあらゆる方面に向けた

講演を行っています。社員が自らリコーグ

ループの環境保全活動を紹介し、皆様の

活動実践の参考にしていただくことを目

指しています。主な内容は、環境経営の考

え方、本業に関わる環境保全活動、環境

社会貢献活動（森林生態系保全＋環境ボ

ランティア）などです。2008年度は、国・

地方公共団体、商工会議所、企業、大学な

ど、合計で33回の講演を行いました。

日本科学未来館で

｢コピー機の世界展｣を開催
2008 年8月、東京・お台場の日本科学

未来館で｢紙で伝えよう コピー機の世

界展｣を開催しました。2007年に続き、

夏休み期間を利用して、リコーの技術や

環境の取り組みについて知っていただく

イベントで、今年は「紙で伝える」をテー

マに、コピー機の仕組みをわかりやすく

解説しました。連日、展示会場を訪れた

子どもたち、家族連れなどのさまざまな

方々が、楽しみながらリコーの画像処理

や文字認識の技術に触れ、期間中の総

来場者数は約3万人に達しました。

お客様の環境経営をサポート

《リコーチャイナ／中国》
販売統括会社リコーチャイナ（RCN）は、

中国のリコーグループ各社が環境経営

活動を通じて得たノウハウを積極的に

提供することで、お客様の信頼獲得に

つなげています。これまでに、約50社の

お客様への説明会と、約20回の講演会

を開催しました。環境負荷とコスト削減

のノウハウ提供はもちろん、ISO14001

の認証取得や環境社会貢献活動の実施

に向けたコンサルティングなど、さまざ

まな面からお客様の環境経営をサポー

トしていきます。

展示会への出展

《リコーグループ／日本》
2008 年12月、東京ビッグサイトで開

催された環境総合展示会「エコプロダ

クツ2008」に出展しました。リコーが

目指す地球の姿を紹介し、環境経営に

関わる技術や製品、取り組みについて

総合的な展示を行いました。メインブー

スでは、クイズ形式のアニメーションで

生物多様性保全の大切さを解説する子

ども向けコンテンツや、リコーの環境経

営、コメットサークルを解説するデモン

ストレーションを展開しました。

環境広告の実施

《リコー／グローバル》
リコーの環境広告では、リコーの環境

経営のコンセプトを、実際の活動事例に

基づいてお伝えするようにしています。

2008年度は、「環境技術」や「お客様と

ともに進める環境保全活動」をテーマ

にした環境広告を実施し、ステークホル

ダーと一体となった保全活動による環

境経営の環の拡がりを訴求しました。環

境広告は、日本はもちろん海外でも実施

しています。
※ http://www.ricoh.co.jp/ecology/communication/
　 adv.html

環境経営の事例を紹介する雑誌広告

講演するリコー社員（エコプロダクツ特別シンポジウム）
 e-GAT（日中電子政務応用技術協会）での講演

（RCN 社会環境部長 田中光男）

設置された「約束の木」に名前を貼りつける子どもたち
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環境経営の基盤 環境コミュニケーション

生徒、児童の環境活動を支援

《リコーアメリカズコーポレーション・

リコー／グローバル》
米州の販売統括会社リコーアメリカ

ズコーポレーション（RAC）は、「ISEF

（International Science ＆ Engineering

Fair）」のメジャースポンサーです。ISEF

とは、世界最大級の高校生による科学

コンテストで、アメリカだけでなく世界

40以上の国と地域から約1,500人の

生徒が参加しています。RACは2005年

から「リコー・サステナブル・デベロッ

プメント賞」を設け、環境保全とビジネ

スの両立に寄与する研究に贈っていま

す。2009年度の表彰式は、ネバダ州の

リノで行われ、最優秀賞は、Andrew K. 

Miller さん、Hetal A. Vaishnav さんで

した。またリコーでは、日本全国の小・中

学校が実践しているエコ活動とエコを

テーマにした作文を顕彰する「学校自

慢エコ大賞」に協賛しており、2009年

3月に第5回の表彰が行われました。

グローバル環境イベント

Earth hour 2009への参加

《NRGゲステットナーサウスアフリカ

／南アフリカ》
販売会社のNRG ゲステットナーサウ

スアフリカは、3月28日に実施された

Earth hour 2009に参加しました。オ

フィスやネオンサインの消灯のほか、社

員にも参加を呼びかけ、合計74人の社

員がそれぞれの家族、友人や地域住民

にも声をかけてキャンドルナイトやファ

イヤーパーティーなどを行い、300kgの

CO2削減に貢献しました｡また参加した

社員の中から抽選で6人に商品の水力

時計が贈られました｡

TO P I C

地球環境について考え、行動する日に、

世界31カ国・地域、約43,000人が参加しました。
リコーグローバルエコアクションは、6月5日の世界環境

デーにちなんで開催されるリコーグループ社員の意識啓発

を目的とした環境イベントです。第3回目となった2008年

も、世界各地のリコーグループだけでなく、お客様企業や地

元政府などへ積極的な参加呼びかけを行いました。その結

果、31カ国・地域65社、約43,000人が参加し、広告塔・事

業所看板、オフィスの消灯や定時退社、エコ通勤などのほ

か、各地でさまざまに工夫を凝らしたアクションが実施され

ました。また、2008 年12月には、日本国内のリコーグルー

プを対象にした冬のエコアクションも実施し、これにあわ

せ、2008 年11月末開催の女子プロゴルフ大会「LPGAツ

リコーグローバルエコアクション

アーチャンピオンシップ リコーカップ」でも参加を呼びか

けました。これに対しLPGA 会長をはじめ、25名の出場選

手、690名の来場者の方々にエコアクションを実施いただ

くなど、エコアクションの環がさらに拡がりました。

リコーグローバルエコアクション
啓発ポスター

地元小学校の生徒に環境を守ることの大切さ
を説明（リコーパナマ）

ファイヤーパーティーの様子

（左から）RAC Bob Whitehouse、Hetal Anjibhai Vaishnav
さん、Andrew Kipling Millerさん



リコーグループ 環境経営報告書2009 68

環
境
経
営
の
考
え
方

製
品
に
関
す
る
取
り
組
み

事
業
活
動
に
関
す
る
取
り
組
み

特
集
／
環
境
経
営
の
環
を
拡
げ
る

基
盤　

生
物
多
様
性
保
全
（
事
業
活
動
と
の
関
わ
り
）

環境経営の基盤 生物多様性保全（事業活動との関わり）

リコーグループは､1992年に制定

した環境綱領＊1 に基づき､ 環境保

全活動と経営活動を同軸であると

とらえ､ 地球市民の使命として、自

らの責任で地球環境保全に取り組

んでいます。地球環境を保全するに

は、環境負荷を削減するだけでなく、

地球環境の回復力を維持し、高めて

いくことも重要です。リコーグループ

は、私たちの事業活動が生物多様性

を基盤とする地球の生態系サービ

スの提供を受けて成り立っているこ

とを認識し、生物多様性の保全に取

り組む方針を掲げました。これまで

取り組んできた生態系保全活動､ 社

員による自主的な活動の推進､ 環を

拡げる活動などの「環境社会貢献」

やＣＤＭ＊2 における生態系への配慮

などに加え､今後は、この方針に基

づき、事業活動全般で生物多様性へ

の影響を少なくし､その保全に貢献

していきます。

●省エネ／温暖化防止
●省資源／リサイクル
●汚染予防

●生物多様性
　保全活動

リコーグループの地球環境保全
～環境負荷を地球の再生能力の範囲内に抑える～

環境負荷削減活動

地球再生能力の向上

人間社会の環境負荷

地球環境の再生能力

「リコーグループ生物多様性方針」の

制定
人間社会は、生態系が提供するサービ

スに大きく依存する一方で、生態系に

対して大きな負荷をかけています。過去

50年間に、生物多様性が著しく失われ

ましたが、生態系サービスの基盤であ

る生物多様性の保全と持続可能な利

用を行わなければ、人間社会の存続そ

のものが危ぶまれます。この認識をもっ

て、リコーグループは､持続可能な地球

環境のうえに成り立つ真に豊かな社会

の構築を目指し､これまでの地球環境

保全活動に生物多様性への取り組みを

合わせた具体的な活動を推進・展開す

るために､2009年3月、「リコーグルー

プ生物多様性方針」を制定しました。

地球環境の回復力の維持・向上を目指し、
事業活動と社会貢献活動の両面で生物多様性保全に取り組んでいきます。

社会は豊かな地球環境によって育まれ、その地球環境を支えている多様な生き物の営みが衰え
つつあるという認識のもとに生物多様性方針を掲げる。

リコーグループ生物多様性方針（全文）

基本方針

私たちは生き物の営みによる恩恵を得、
生物多様性に影響を与えながら事業活動を行っているという事実を踏まえ、

生物多様性への影響を削減するとともに
生物多様性保全に貢献する活動を積極的に行う。

１．（経営の課題）
　 生物多様性保全を企業存続のための重要課題のひとつと捉え、環境経営に組み込む。
２.（影響の把握と削減）
 　原材料調達を含む事業活動全体における生物多様性への影響の評価、把握、分析、数値目標
　 化を行い、その影響の継続的な削減に努める。
３．（進め方）
　 生物多様性と、事業の視点により、影響・効果の高い施策から優先して取り組む。
４.（技術開発の促進）
　 持続可能な社会の実現を目指して、生物資源を利用する技術開発、生態系の仕組みや生物の
　 成り立ちに学び、その知恵をいかした技術開発・生産プロセス革新を推進する。
５.（地域との連携）
　 世界に残る貴重な生態系と、事業を行う国・地域の生物多様性を保全する活動を、行政機関
　 のみならず、地域住民、NGOなどステークホルダーとともに持続可能な発展の視点をもって
　 推進する。
６.（全員参加の活動）
　 経営者の率先した行動と全社的な啓発施策により、すべての社員の生物多様性への理解と
　 認識を高め、自主的な保全活動につなげる。
７.（環の拡大）
　 お客様、仕入先様、他の企業、NGO、国際組織などと連携した活動により、生物多様性につい
　 ての情報・知見・経験を共有し、生物多様性保全活動の環を拡げる。
８.（コミュニケーション）
　 自らの活動、成果の具体的内容を積極的に開示することにより社会の生物多様性保全活動
　 の気運向上に貢献する。

＊1： 77ページ ＊2： 37ページ
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環境経営の基盤 生物多様性保全（事業活動との関わり）

生物多様性保全活動の歩み

《リコー／グローバル》
リコーグループの生物多様性保全のあ

ゆみは1999 年にさかのぼります。当

時、オフィス機器事業で紙を取り扱う企

業として、限りある森林資源の保全に取

り組むべきであるとの認識のもと、環境

NGOや地域住民とのパートナーシップ

により世界各地で「森林生態系保全プ

ロジェクト」を開始しました。さらに、同

年、社員の自主的な活動を促進するた

め「環境ボランティアリーダー養成プロ

グラム」を開始。2003年には、世界の貴

重な自然林の保護に配慮した「紙製品

の調達に関する環境規定」を制定しまし

た。2006 年からは、企業の枠を超えて

生物多様性保全についての認識と連携

を促進するため、生物多様性をテーマに

した「地球環境月間シンポジウム」を開

催しています。さらに、2008 年には、生

物多様性の保全を目指した企業が積極

的に連携し、行動していくことを目的と

した組織「企業と生物多様性イニシア

ティブ（JBIB）」＊の発足に協力し、参画を

行いました。　＊ http://www.jbib.org/

生物多様性に関する宣言

《リコー／グローバル》
リコーは、2008年5月にドイツで開か

れた生物多様性条約第9回締約国会議

（COP9）で、「ビジネスと生物多様性に

関するイニシアティブ」＊のリーダーシッ

プ宣言に同意し、署名を行いました。こ

れは、生物多様性の損失を大幅に減少

させることを目的に民間企業の積極的

な関与を求めて、ドイツ政府が主導的に

働きかけたもので、リーダーシップ宣言

の署名企業は、事業活動による生物多

様性への影響分析や環境管理システム

への組み込みなど、自主目標を掲げて取

り組んでいく予定です。

　

人と自然のつながりを社員に啓発

《リコー／日本》
人間社会は、生物多様性から受けてい

るさまざまな恩恵により存続しており、

持続可能な社会を実現するためには、一

人ひとりが地球環境の回復力の基盤で

ある生物多様性の保全活動に積極的に

参加することが重要です。2009年3月

に制定した「リコーグループ生物多様性

方針」を受けて、生物多様性の大切さを

理解し､社員一人ひとりができることを

具体的にまとめた「生物多様性行動ハン

ドブック」を制作しました。また、2009

年4月には、生物多様性に関心をもつ

きっかけを社員に与えることを目的と

する環境Webサイト「ガイアイア」を立

ち上げました。今後はこれらを活用し、

仕事や日常生活で生物多様性に配慮し

た行動をとれる社員が増えるように､生

き物の視点で地球環境の仕組みを学ぶ

生物多様性学習会やフィールドワーク

など、啓発の機会を提供していきます。

事業活動と生物多様性との

関係性の把握

《リコーグループ／グローバル》
リコーグループでは、事業活動と生態

系との関係性を正確に把握するための

マップをJBIB＊のフォーマットにより作

成しました。この「企業と生物多様性の

関係性マップ」はライフサイクルや土地

利用などと生態系との関わりを一覧で

きます。このマップにより、複写機事業

では、紙パルプや金属資源などの原材

料の調達、生産時に利用する水資源な

どで生態系への影響が大きいことがわ

かりました。今後はこの結果を活用して

事業部門と連携し、今後の活動につな

げていく予定です。

社員向け環境教育と啓発を目的とした環境Web サイト
「ガイアイア」(http://www.gaiaia.jp/)

生物多様性行動ハンドブック

＊： 70ページ

生物多様性に関するリコーの取り組み

内　容

生物多様性保全のための森林生態系保全プロジェクト開始

環境ボランティアリーダー養成プログラム開始

環境行動計画に「生態系保全活動」を盛り込む

FSC認証紙導入

森林生態系保全プロジェクトをテーマに子ども向けWebサイト開始

紙製品の調達に関する環境規定を策定

CDMプロジェクト（生物多様性保全型植林、エクアドル）開始

エコプロダクツ展で生態系保全活動の展示を開始

生物多様性をテーマとした地球環境月間シンポジウム開始

生物多様性評価指標の検討実施

「企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）」に参画

「ビジネスと生物多様性に関するイニシアティブ」のリーダーシップ宣言に署名

事業領域における生物多様性への影響洗い出しと方針制定

1999年

2002年

2003年

2004年

2006年

2007年

2008年

＊ http://www.business-and-biodiversity.de/en/
　 homepage.html（英語）
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I N TERV IE W
企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB） 様

金融、電機、住宅、建設など業界横断で企業が連携
企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）は、2008 年4月

に、企業14社が発起人となって発足したクロスセクターの

組織で、簡単に言うと、「参加企業が主体的に連携し、生物

多様性の保全に積極的に取り組む」ことを目的にした団体

です。発足から1年たった2009年4月現在、会員企業は24

社に増えました。よく勘違いされるのですが、2010 年の

COP10＊対策を趣旨とした組織ではありません。

企業と生物多様性との関わりを明らかにし、保全活動へ
リコーは、10年以上の生態系保全活動の歴史をもつ企業で

すので、JBIBでは、その経験に基づいたリーダーシップの発

揮と、研究開発部会をまとめる役割をしていただいていま

す。この部会では、事業活動による生物多様性への影響を

洗い出し、その関わりを社内外に伝えるツールである「企業

と生物多様性のつながりを示す関係性マップ」の開発に取

企業が生物多様性のためにすべきこと、

できることを探るため、連携しています。

企業連携
組織に
聞く

り組んでいます。例えば、食品メーカーであれば農作物や水

産物の採取、鉄鋼メーカーなら石炭や鉄鉱石の採掘など、こ

のマップを作成することで、事業と生態系との関わりとその

拡がりが簡単にわかるようになります。今後はこれを発展

させ、影響の大きさや重大性を精査し、次のステップで具体

的な活動へとつなげられるツールにと考えています。リコー

は、Three Ps Balanceに示す通り、自分たちの事業の前提

に豊かな地球環境があり、それに依存して事業を行ってい

るという認識に立ち、各地の生態系保全プロジェクトなどを

進めておられました。これは他の企業には見られないこと

です。今後は、調達や水の利用など、本業の生態系への影響

を精査して、効果的な活動を行い、企業の本質的な生物多様

性保全活動の先行事例を作っていただきたいですね。
＊ 2010年に愛知県名古屋市で開催される「生物多様性条約第10 回締約国会議」

JBIB事務局長：
株式会社レスポンスアビリティ
代表取締役　理学博士　
足立 直樹 様

企業と生物多様性の関係性マップ（再生デジタル複合機のイメージ）

CO2 NOx SOx

CO2 NOx SOx

水

天然ガス

水原油
（燃料）

原油
（燃料）

CO2

NOx SOx

原油
（燃料）

原油
（燃料）

原油
（原料）

・生息地の喪失　・外来生物種の導入
・汚染　・気候変動　・乱獲　・過剰消費

・生息地の喪失
・外来生物種の導入　・汚染
・気候変動　・乱獲　・過剰消費

原油
（燃料）

木材
木材

石 炭

複写機

NOx SOx CxHy dustNMVOC

CO2 N2O CH4 CO

大気への
化学物質排出

BOD COD SS

水域への
化学物質排出

不特定固形廃棄物スラグ 汚泥類

土壌への
化学物質排出

鉄鉱石

銅鉱石

ボーキサイト

鉛鉱石マンガン鉱石クロム鉱石

ニッケル鉱石亜鉛鉱石

金鉱石

銀鉱石

錫鉱石

事業活動

・生息地の喪失 
・外来生物種の導入
・汚染
・気候変動

・生息地の喪失 
・外来生物種の導入
・汚染
・気候変動

再生可能資源

エネルギー資源

エネルギー資源

化学物質排出
エネルギー資源

エネルギー資源

鉱物資源

再生可能資源

化学物質排出土地改変

物質の導入・除去

化学物質排出

再生可能資源エネルギー資源

輸送・販売原材料の調達

回収・リサイクル

設計・製造

土地利用
（工場建設・植栽）

使用・保守
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環境行動計画の推進

国内活動事例

森遊学里山の会設立記念植樹祭

《東北リコー／日本》
森遊学里山の会は、2007年12月に発足

し、宮城県柴田郡で活動する森林保全ボ

ランティアグループで、東北リコーは、こ

の団体の設立当初から活動を支援して

います。2008年6月15日に開催された

会の設立記念植樹祭には、会員と沼辺

生産森林組合、柴田町、村田町、社会福祉

協議会、太陽の村からの来賓を合わせて

32名が集まり、東北リコーからも社員が

参加。春は桜、秋はモミジと１年を通して

季節の彩りを感じられるように選定さ

れたカワズサクラ、イロハモミジ、ヤマザ

クラ、モミジ、カエデ、ナラ、クヌギ、クリな

ど合計約150本を、参加者は約1時間か

けて丁寧に植林しました。

大呑（おおのみ）グリーンツーリズム

《リコー中部石川支社／日本》
リコー中部石川支社では、社員による

地域の里山保全等のボランティアを積

極的に行っています。2008年度はのべ

333人の社員がさまざまな活動に参加

しました。2008年6月には、石川県と

の｢里山の利用・保全のための応援活

動に関する協定｣に調印し、企業ボラン

ティアとして、地域の里山保全に協力す

ることを表明しました。また、5月11日

と9月23日には、NPO法人大呑グリー

ンツーリズム協議会主催の七尾市熊渕

地区里山再生活動にのべ39 名が参加

し、田植え・稲刈りなどの農作業を行い

ました。参加者からは「春に自分たちが

植えた稲を秋に刈り取りできてうれし

い。また参加したい」などの声が聞かれ

ました。

生物多様性勉強会

《リコー人事本部／日本》
リコー人事本部では、生物多様性保全

活動の第一歩として、2008 年9月に銀

座、大森、品川、新横浜の各事業所の敷

地内および周辺にどのような生き物が

いるのかを調査しました。その結果を

受け、2009年3月に大森事業所で「生

物多様性勉強会」を開催。当日は、社員

約20名が参加し、人と自然の研究所の

野口理佐子氏による「生物多様性とは

何か」、リコー社会環境本部による「リ

コーの取り組む生態系保全について」な

どの講義が行われ、人と自然の研究所

の三森典彰氏によるコンセプト・ワーク

ショップ「生物の視点で考える環境の

保全・再生」とフィールドワークの後、

事業所のビオトープづくりに関する質

疑応答が行われました。
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海外活動事例

地域と連携して行う生態系回復活動

《リコーUKプロダクツ／イギリス》
イギリスの生産会社リコーUKプロダク

ツ（RPL）は、テルフォード地域一帯の生

態系回復に貢献する活動を2008 年6

月に開始しました。活動の成果は､生態

系の上位種である野鳥Pied Flycatcher

（ヒタキの一種）の数をモニターするこ

とで把握します｡RPL が会長を務める

地域の環境ネットワークBESST＊では、

これまで環境負荷の削減に取り組んで

きましたが、今後は生態系の保全や回

復にも注力していきます。

NPOとの連携による環境教育支援

《リコーオーストラリア／オーストラリア》
販売会社リコーオーストラリア（RAP）

は、2003 年 か ら、国 際 環 境NPO ‘The 

Institute for Earth Education’による

「EarthkeepersTM program」を支援して

います。これは、天然林の中で3日間、

自然に触れることを通じて、「持続可能

な生活を実現するために何ができるか

を、子どもたちに感じ、学び、考えて、行動

してもらう」ことを目的としたプログラ

ムです。これまでに10 ～11歳の子ども

400人以上が参加しており、RAの社員

もスタッフとして活動に参加しました。

市民への環境保全普及活動

《リコーチャイナ／中国》
中国の販売統括会社リコーチャイナ

（RCN）は、上海市長寧区環境保護局が

2008年6月に開催した「世界環境デー」

を記念する市民への環境保全普及イ

ベントに協力しました。植樹やクリーン

アップなどを行った地区や学校への表

彰を行ったほか、パネル展示による森林

伐採や日照りによる環境劣化の現状や、

家庭やオフィスでできる環境保全活動

などを説明し、環境意識の啓発を行い

ました。

生態系回復に向けた外来植物種駆除活動

《リコーヨーロッパ､リコーインターナショ

ナル、リコーヨーロッパSCM／オランダ》
欧州の販売統括会社リコーヨーロッパと

リコーインターナショナル、リコーヨー

ロッパSCMは、2008年9月、オランダの

Zuidkennemerland 国立公園で、外来

種の桜の駆除活動を行いました。この

外来種の繁茂は地域に棲む他の動植物

の生息を脅かすだけでなく、地域の植生

にも影響を与えるとともに、水質の劣化

を引き起こしていました。この活動は、自

然保護区内の水源の維持と行政区内の

家庭に飲料水の供給を行う公益企業の

PWN(Provincial Waterworks North-

Holland)から相談を受けて実施されたも

ので、当日は、す

べての管理職を

含む53名が参加

し、外来種の駆除

を行いました。

活動に参加したRPLとShropshire Wildlife Trustのメンバー
巣箱をかけるRPL社長
中西 俊介（右）

保全対象のPied Flycatcher
（ヒタキの一種）

「世界環境デー」普及イベントに参加したRCN社員

＊ BESST（Business Environment Support Scheme 
　 for Telford）：テルフォード周辺の日系企業や地域の企
　 業、公共機関、教育・医療機関など、幅広いメンバーで
　 構成されています。
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環境ボランティア活動の推進

《リコーグループ／日本》
地球環境を保全するには、社員一人ひと

りが地球市民としての意識をもって、自

主的に社内外で活動を実践することが

重要です。リコーは1999 年6月から、

社員を対象とする研修制度「環境ボラ

ンティアリーダー養成プログラム」を

スタートさせ、2001年度にはリコーグ

ループ社員および退職者も参加可能と

して、2008年度末までに、452人の環

境ボランティアリーダーを養成しまし

た。リーダーには役員も含まれており、

各リーダーは、それぞれの所属する部署

や地域を巻き込んで、環境ボランティア

活動を展開しています。彼らの活動は、

社員や家族・友人との活動から地域社

会へと拡がりを見せています。

環境ボランティアリーダーの活動

リコー千葉ふれあいの森里山保存会
千葉市若葉区の里山の再生を目指した

活動を行う、メンバー約20名のボラン

ティアグループで、2004 年に活動を開

始。毎月第3土曜日が活動日で､杉ばかり

の林から、子どもたちが自然に親しむこ

とができる生き物豊かな雑木林に再生

することを目指しています。農作物の栽

培やカブトムシ捕りなど、子どもが親し

めることを盛り込み､毎回メニューを変

えた手作り昼食を皆で楽しんでいます。

獅子ヶ谷緑地保全会
横浜市緑政局から横浜市鶴見区の緑地

を紹介され、2003年から活動を開始し

たボランティアグループで、メンバーは近

隣在住のグループ社員とその家族など約

20名。定例の活動は毎月第3土曜日で、

カントウタンポポの定置観察、間伐材を

使った人形づくり、梅やツツジ並木の剪

定、昆虫マンションの作製、指定文化財

古民家のかや葺き替えの協力など、さま

ざまな活動を行っています。

リコーやどりき森睦会
2001年、神奈川県の森林づくりパート

ナー制度をきっかけにやどりき水源林で

活動を開始。その後2006年からは、丹

沢・大山自然公園内で、ケヤキを中心と

した混合林の管理・モニタリングを中心

に活動を継続しています。メンバーは約

20名で、一人ひとりが100年、500年先

の森の姿を思い浮かべて活動を行い、環

境学習の場に育てていくことを目標と

しています。

リコー自然教室初級編（1泊2日・年3回開催）

環境ボランティアリーダー養成プログラム

身近な自然環境を知り、野外で生態系の大切さを体感
し、環境ボランティア活動の基礎を学びます。参加者に
は、環境ボランティアリーダーの資格が与えられます。リーダーとして登録

環境ボランティアリーダーとして、
地域のステークホルダーの方たちとボランティア活動を実施

環境ボランティアリーダー主催の活動の回数 環境ボランティアリーダー主催の活動への参加人数
（回） （人）

2004
（年度）

69

2004
（年度）

1
,6
9
4

2005

83

2006

88

2007

81

2008

77

2005

2
,3
0
5

2006

1
,7
2
2

2007

2
,0
0
8

2008

1
,4
7
1

0
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40
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80
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2,500

環境ボランティアリーダーの情報
交換やスキルアップのための会議
です。リーダーたちの活動事例を紹
介したり、外部の専門家から最新情
報を学びます。

環境ボランティアリーダー
全社会議

（平日の会議・年2回開催）

フォロー研修

より楽しく継続的にボランティア活
動を運営するためのノウハウや、周
りの人たちへ環境教育を行えるレ
ベルの知識と技術を学びます。

リコー自然教室中級編
（1泊2日・年1回開催）

レベルアップ研修

普段は気づかない森の構成や成り
立ち、自然の仕組みや人間が森とど
う関わっているかを学びます。長野
県にあるアファンの森で研修を行
います。

リコー森の教室
（2泊3日・年1回開催）

レベルアップ研修
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森林生態系保全プロジェクト

リコーの森林生態系保全プロジェクト（2008年3月末現在）

開始年月 国　名 名称／NGOパートナー 活動内容
進捗状況

立ち上げ 協　働 自　立 ゴール

2007年

2007年

2007年

フィリピン 熱帯雨林回復＊
／コンサベーション・インターナショナル

フィリピンワシに代表される森の生物たちと人が共生して
いくことのできる豊かな森の回復。

2000年
3月

2000年
10月

マレーシア 熱帯林・オランウータン生息域回復＊／WWF オランウータンに代表される、絶滅の危機に瀕している生
物の生息空間を拡大。

2001年
11月

中国 温帯林・パンダ生息域回復＊／WWF パンダを代表とする437種の脊椎動物や4,000種の植物など
貴重な生物のすみかを残し、絶滅種をなくす。2007年度で終了。

2001年
11月

日本 長野黒姫アファンの森保全＊
／財団法人C.W.ニコル・アファンの森財団

クマ、ヤマネなど多様な生物が生きることのできる広さと
食べ物があり、人も親しむことができる天然林の維持。

2001年
11月

日本 沖縄やんばる森林保全＊
／やんばる森のトラスト

ヤンバルクイナに代表される、世界でここにしか見られない
貴重な生物のすみかを残す。

2002年
3月

ガーナ 熱帯雨林回復＊
／コンサベーション・インターナショナル

日陰で育つカカオを利用した持続的森林農業による、人と
生物たちが共生できる森の復元。

2000年
2月

スリランカ 世界遺産地域の森林保全と復元
／スリランカ野鳥鳥学グループ

スリランカオナガの住める森を残し、拡大する。
2007年度で終了。

1999年
6月

バングラデシュ さとやまの復元
／ポーシュ

子どもの教育と植林・育苗の仕事の提供。
2007年度で終了。

2004年
5月

アムールトラをはじめとするさまざまな生物と人が共生す
る豊かな森の保全。

ロシア 北限のトラ生息域タイガ保全＊
／FoE Japan

＊ 「社会貢献積立金制度」の対象プロジェクト

2007年
8月

中国 三江併流世界遺産の生物多様性保全＊
／アジア緑色文化国際交流促進会

キンシコウなどの希少動植物が見られる世界自然遺産地域
の森林の保全。

2007年
8月

ブラジル 大西洋岸低地熱帯林ボアノバにおける森林復元＊
／バードライフアジア

最大時の7％にまで減少してしまった大西洋沿岸一帯の熱
帯林を復元し、住民が森林と共生できる社会を実現する。

プロジェクトの目標達成のステップ

    ●プロジェクト開始
 ・ロードマップの設定
・連携組織とのパートナーシップ

    ●立ち上げフェーズ
  ・地域住民への啓発（住民ワークショップ）
・現地の自然環境調査

・現地視察時の対話
・啓発ツールの提供

    ●協働フェーズ
  ・地域住民の活動参加
・住民以外のステークホルダーとの協働（管理計画の策定、関係者ワークショップ）

　 ●自立フェーズ
  ・再生型・地域住民の持続的森林管理（森林農法、フェアトレード、エコツアー）
・保全型・法的保護による持続的森林管理（トラスト、保護区設定、エコツアー）

　 ●ゴール：持続的な森林管理の枠組みの構築
  ・地域の森林生態系保全
・住民主体の持続的森林管理

・現地視察時の会議
・ワークショップの参加

・ビジョン構築、活動資金の提供
・ロードマップの共同作成

はリコーの関わり

《リコー／グローバル》
地球上には、森林、湖沼、珊瑚礁、海洋な

ど、さまざまな生き物の生息地があり、

それぞれに特有の生態系が保たれてい

ます。生態系が崩壊すれば、人類の生命

維持に必要な自然環境も崩壊します。

リコーは、生態系の中でも、とくに生物

多様性が豊かな「森林生態系」に注目

して、1999年度から環境NGO や地域

とのパートナーシップのもとに「森林生

態系保全プロジェクト」を展開していま

す。これらの活動は単なる植林とは異な

り、土地固有の生物種の生息域や住民

生活を守ることを主眼とするもので、環

境NGOや地域住民とのパートナーシッ

プを重視して行われています。活動の資

金は、継続して社会貢献を行うためにリ

コーが設けた「社会貢献積立金」から拠

出されています。株主総会での承認のも

と、毎年の利益から年間配当を差し引

いた金額の1%（上限2億円）が積み立

てられます。
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環境経営の基盤 生物多様性保全（環境社会貢献）

ボアノバの森林復元プロジェクト
ブラジル・バイア州ボアノバ地区に広が

る大西洋岸低地熱帯林地域は、アマゾ

ンと灌木草原地域に次いでブラジル第

3位の植生を形成し、希少動植物の貴重

な生息域となっています。しかし、違法

伐採、プランテーション、焼畑、過放牧な

どにともなう破壊により最大時の7％

程度にまで減少してしまいました。環境

NGOバードライフアジアにより開始さ

れた森林復元プロジェクトは、森林農法

やバードツーリズムの普及などにより、

住民が森林と共生できる循環型社会の

実現を目指しており、リコーは、2007年

から活動を支援しています。2008年度

は、プロジェクトのシンボル種であるハ

チドリの生態調査、現地の小学生を対象

にしたフィールド学習や住民対象のセミ

ナー開催、薪の使用状況調査、土地所有

者80名へのセレモニー招致などの活動

が行われました。

アファンの森保全プロジェクト
長野県黒姫の「アファンの森保全プロ

ジェクト」は、C.W.ニコル・アファンの森

財団との連携により、2001年にスター

トしました。一度荒廃した森の生態系は

容易には回復せず、自然の再生力だけで

は数百年の歳月を要するため、人が適切

に関わって再生の手助けをすることが重

要です。プロジェクトでは「自然の遷移に

合わせた長期的に安定した天然林の回

復と保全」を目標として、優先的に成長

を促す樹木の選定や、天然更新しやすい

環境の整備を行ってきました。活動の結

果、森の生き物たちの種類が確実に増え

ていることが確認されています。100年

後の森の姿をイメージして、「計画に合わ

せた活動の実施」、「効果を検証するため

の調査」を繰り返し行い、人が関わるこ

とで森の再生力を高めるより良い方法

を選びながら活動しています。

環を拡げる活動

フィールド学習に参加した地域の子どもたち

プロジェクトのシン
ボル種ハチドリ

活動により再生された森の様子

子ども向け環境学習サイト

《リコー／グローバル》
リコーの環境Webサイトでは、子ども向

け学習サイト「 Ecotoday テンペル・

タットルストーリー」＊を公開しています。

ここでは、ロシア、ガーナ、マレーシア、日

本などでリコーが支援している森林生

態系保全活動の内容をやさしく解説。

クイズやゲーム形式で楽しみながら

環境問題について学ぶことができます。
＊ http://www.ricoh.co.jp/ecology/ecotoday/

リコー地球環境月間シンポジウム

《リコー／日本》
2008年6月、第3回「リコー地球環境

月間シンポジウム」を開催しました。　

これは「持続可能な社会を共創するた

めに」をメインテーマに2006年から開

催しているもので、「生物多様性の恩恵

を共有する。企業と地域社会、持続的な

発展を目指して」と題した今回は、企業

の環境担当や環境NGO、学生の方々、

リコーグループの役員、社員など合計約

180名が参加しました。事例講演では、

企業やNGOの連携による活動事例と、

リコーが支援する森林生態系保全プロ

ジェクト「ガーナ・熱帯雨林回復」の講

演が行われました。また、パネルディス

カッションでは、「資源の供給など、人間

社会に対して多くの恩恵を与えている

生態系サービスが企業活動を支えて

いることを理解し、地域社会、NGO、行

政などさまざまなステークホルダーと

連携して生物多様性を保全していくこ

とが大切」などの活発な議論がなされ

ました。
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報告期間・報告範囲

報　告　期　間

当報告書は、リコーグループの

2008年度（2008年4月1日〜2009年3月31日）の

環境経営についての報告書です。

環境負荷データおよび環境会計データの収集範囲

環境負荷データおよび環境会計データの収集範囲は、
環境マネジメントシステムの構築を完了している以下の
事業所およびグループ会社を対象としています。

■日本極
　●（株）リコー生産事業所
　　厚木事業所、秦野事業所、沼津事業所、御殿場事業所、
　　福井事業所、池田事業所、やしろ工場
　●（株）リコー非生産事業所
　　本社事業所、大森事業所、システムセンター、新横浜事業
　　所、サービスパーツセンター＊1、中央研究所、ソフトウェア
　　研究所、戸田技術センター、応用電子研究所、テクノロジー
　　センター
　●リコーグループ主要生産会社
　　東北リコー（株）、迫リコー（株）、リコーユニテクノ（株）、
　　リコー光学（株）、リコー計器（株）、リコーマイクロエレク
　　トロニクス（株）、リコーエレメックス（株）、リコープリン
　　ティングシステムズ（株）、山梨電子工業（株）＊1

　●リコーグループ主要非生産会社
　　リコーロジスティクス（株）、リコー北海道（株）、リコー
　　東北（株）、リコー販売（株）、リコー中部（株）、リコー関西
　　（株）、リコー中国（株）、リコー九州（株）、リコーテクノ
　　システムズ（株）、リコーITソリューションズ（株）、リコー
　　ビジネスエキスパート（株）、パーツコンポーネントシステ
　　ム（株）＊2、リコーリース（株）＊1、リコー三愛サービス（株）＊1

■米州極
　●生産会社
　　Ricoh Electronics,Inc.（アメリカ）
　●非生産会社
　　Ricoh Americas Corporation（アメリカ）
　　Ricoh Canada Inc.（カナダ）＊1

　　Ricoh Latin America,Inc.（アメリカ）＊1

■欧州極
　●生産会社
　　Ricoh UK Products Ltd.（イギリス）
　　Ricoh Industrie France S.A.S.（フランス）
　●非生産会社
　　Ricoh Europe PLC（イギリス）、その他極内販売会社

■中国極
　●生産会社
　　Ricoh Asia Industry（Shenzhen）Ltd.（中国）
　　Shanghai Ricoh Facsimile Co.,Ltd.（中国）
　　Shanghai Ricoh Digital Equipment Co.,Ltd.（中国）
　　Ricoh Thermal Media (Wuxi) Co., Ltd. （中国）＊1

■アジア・パシフィック極
　●非生産会社
　　Ricoh Asia Pacific Pte.Ltd.（シンガポール）、その他極内
　　販売会社

環境負荷および環境会計は、リコーグループの日本極、

米州極、欧州極、中国極、アジア・パシフィック極におけ

る主要拠点のデータを集計しています。データの集計

範囲と、「報告組織の概要」その他の記事中で説明して

いるリコーグループの範囲とは一部異なります。また、

当報告書で「リコー」と記述している場合は、リコーグ

ループではなく、日本の株式会社リコーを意味します。

●報告期間中に発生した組織の重要な変化

◎2008 年8月1日付で、株式交換によりリコーエレ

　メックス株式会社を株式会社リコーの完全子会社と

　しました。

◎2008 年10月31日付で、当社の米国における販売

　統括会社であるRicoh Americas Corporation

　（以下RAC）を通じた、IKON Office Solutions, Inc.

　［連結従業員数約24,000名（2008 年9月30日現

　在）連結売上高4,167百万米ドル（2008年9月期）：

　以下IKON］の買収が完了し、IKONはRACの完全子

　会社となりました。

●報告書の発行履歴と今後の予定

1996年度のデータを開示した1997年版報告書を

発行して以来毎年継続的に発行しています。2009

年版は6月に発行しました。2010年版は、2010年

6月に発行予定です。

環境負荷データおよび環境会計データ ： 2008年度

記事、年表などの記述 ： 原則として2008年度

＊1  環境負荷データのみ。

＊2  環境会計データのみ。

資 料
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資 料 創業の精神・環境綱領・経営理念・環境報告原則

創業の精神

リコーグループの創業の精神である「三愛精神」は、創業者の

市村清によって定められたものです。市村清は「人は、愛の深

まりと広がりとともに、世界の全人類、すべての動植物、あり

とあらゆるものを自分と同じように愛するようになる」と述

べています。これは、環境経営の実現を目指すリコーグループ

の原動力となるものです。

経営理念

リコーの経営理念は、創業の精神「三愛精神」に基づいて、

1986年に定められたものです。高度情報化社会の進展や価

値観の多様化など、変革の時代にふさわしい社風や企業体

質を醸成・育成するために制定されました。

人を愛し、国を愛し、勤めを愛す

— 三愛精神 —

人と情報のかかわりの中で、世の中の役に立

つ新しい価値を生み出し、提供しつづける

信頼と魅力の世界企業

・自ら行動し、自ら創り出す（自主創造）

・相手の立場にたって考え、行動する

  （お役立ち精神）

・会社の発展と個人の幸福の一致をはかる

  （人間主体の経営）

私たちの使命

私たちの目標
私たちの行動指針

環境綱領 環境報告原則

リコーは、経営理念に基づいて1992 年に環境綱領を制定し、
1998 年、2004 年、2008 年に改定を行いました。環境綱領は、
環境経営の実現を目指すリコーのコミットメントとして位置づけ
られ、ホームページなどでも広く社会に開示されています。また、リ
コーグループ各社は、本綱領に準じた規範を、業態などに応じて別
途策定し、運用しています。

リコーは2001年度、「環境報告原則」を制定しました。これは、

環境経営に関して、ステークホルダー（利害関係者）の皆様の

判断に役立つ情報を提供するための原則をまとめたもので

す。環境報告については、公的な原則や定まった用語が確立

していないため、企業会計原則を参考にしています。

リコーグループは、
環境保全は我々地球市民に課せられた

使命と認識するのみならず、
環境保全活動と経営活動を同軸であるととらえ、

自ら責任を持ち、全グループをあげてその活動に取り組む。

基本方針

行動指針
1．（高い目標）
　法規制の遵守はもとより、自らの責任において、社会の期待を先
　取りした高い目標を設定し、その実現を通じて経済価値の創出に
　努めていく。
2．（環境技術開発）
　顧客価値を創造し、広く社会にも活用される革新的な環境技術開
　発をすすめていく。
3．（全員参加の活動）
　すべての事業活動において環境への影響を把握し、全員参加で汚
　染予防や、エネルギーおよび資源の有効利用について継続的改善
　を行っていく。
4．（プロダクト・ライフサイクル）
　商品とサービスの提供にあたっては、調達・生産から販売・物流・
　使用・リサイクル・廃棄に至るすべての段階における環境負荷の
　低減に努めていく。
5．（意識向上）
　一人ひとりが広く社会に目を向け、積極的な学習を通して意識向上
　を図り、自ら責任を持って環境保全活動を進めていく。
6．（社会貢献）
　環境保全活動への参画・支援によって、持続可能な社会の実現に
　貢献していく。
7．（コミュニケーション）
　ステークホルダーと連携した環境保全活動を展開し、積極的な
　コミュニケーションを通して社会の信頼を得る。

1992年2月制定　2008年2月改定

1．環境報告は、企業の環境経営の状況に関して、真実な報告を

　提供するものでなければならない。（注1）

2．環境報告は、すべての環境経営活動の結果を公正に表示し

　なければならない。（注2）

3．環境報告は、利害関係者に対し必要な事実を明瞭に表示し、

　企業が環境に与える負荷に関する判断を誤らせないように

　しなければならない。（注3、注4）

4．環境報告は、基礎データの処理の原則および手続き並びに

　表示の方法を毎期継続して適用し、みだりにこれを変更して

　はならない。（注5）

注1．　ここで企業とは、報告の範囲やレベルに応じて、グループ全体、個々のグ

　　　ループ構成企業およびこれらのサイトを含むものとする。

注2．　情報を恣意的に選別してネガティブ情報の開示を避けることは、すべて

　　　の情報を公正に表示することには当たらない。

注3．　企業が行う環境リスクマネジメントの状況は、利害関係者の判断に影響

　　　を与える情報に含まれる。

注4．　報告書には、報告書を作成する日までに発生した重要な環境後発事象を

　　　注記する。環境後発事象とは、報告期間末日後に発生した事象で、次期以

　　　後の企業の環境経営の状況に影響を及ぼすものをいう。

　　　重要な環境後発事象の例としては、次のようなものがある。

　　　イ 　環境汚染などによる重大な損害の発生

　　　ロ 　多額の環境関連投資の実施または計画の発表

　　　ハ 　環境に関する重要な営業の譲渡または譲受

　　　ニ　環境に関する重要な係争事件の発生または解決

　　　ホ　重要な環境技術開発の発表

　　　重要な環境後発事象を注記事項として開示することは、企業の将来の

　　　環境経営の状況を理解するための補足情報として有用である。

注5．　継続性の変更は、正当な理由がある場合に認められる。正当な理由とは、

　　　処理又は表示の変更により環境報告がより合理的になる場合を意味し、

　　　企業の大規模な経営方針の変更、事業の再編、急激な技術革新、関連法

　　　令・基準の改廃などがある。
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●この報告書の内容に関するご意見、お問い合わせは下記で承っています。

株式会社リコー　社会環境本部　〒104-8222　東京都中央区銀座8-13-1　リコービル
TEL.03-6278-5209 FAX.03-3543-9347
e-mail　envinfo@ricoh.co.jp

●リコーグループの環境活動に関する最新情報をご覧いただけます。

http://www.ricoh.co.jp/ecology/

●主要海外拠点お問い合わせ先

● The Americas
Ricoh Americas Corporation
Environmental Management and Product Compliance
19 Chapin Road BLDG. C Pine Brook, NJ 07058 USA
Phone: +1-973-808-7645　Facsimile: +1-973-882-3959
E-mail:environmentinfo@ricoh-usa.com
http://www.ricoh-usa.com

● Europe, Africa and the Middle East
Ricoh Europe PLC
66 Chiltern Street, London W1U 4AG, United Kingdom
Phone: +44-20-7465 -1000　Facsimile: +44-20-7224-5740
E-mail: emo@ricoh-europe.com
http://www.ricoh-europe.com

● Asia and Oceania
Ricoh Asia Pacific Pte. Ltd.
Regional Environmental Management Group
103 Penang Road #08-01/07, VISIONCREST Commercial, Singapore 238467
Phone :+65-6830-5888　 Facsimile: +65-6830-5830
E-mail: webmaster@rapp.ricoh.com
http://www.ricoh-ap.com

● China
Ricoh China Co., Ltd.
17F., Huamin Empire Plaza, No.728 Yan An Xi Road,
Shanghai, China  P.C 200050
Phone: +86-21-5238-0222　 Facsimile: +86-21-5238-2070
E-mail: contact @ rcn.ricoh.com
http://www.ricoh.com.cn/
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